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1 エグゼクティブ・サマリー 

COP28（国連気候変動枠組条約第 28 回締約国会議）は、メタンとフレアリングの排出量削減を目指す石油・ガス業界の取り組

みに大きな転換点をもたらした。世界の石油生産の 40%を占める 50社が石油・ガス脱炭素憲章（OGDC）に参加し、メタンとフレ

アリングの環境汚染を実質的になくすことを約束した。その中には、世界の石油・ガスの半分以上を生産する国営石油会社

（NOC）29 社も含まれており、これまでこの分野は排出削減の取り組みからほとんど取り残されていた。 OGDC は、COP28 

以降、参加企業数が 56社まで増え、今後、業界主導の取り組みの強力な推進役になる可能性がある。 

世界銀行はCOP28で「グローバル・フレアリング・メタンガス削減パートナーシップ信託基金（GFMR）」を発表した。この基金は、

特に、NOC が専門的知見へのアクセスを得て社内能力を強化し、メタン・フレアリング削減プロジェクトの初期資金を確保できる

よう支援する仕組みを導入した。 

上記の進展を受けて、メタン・ファイナンス・ワーキンググ

ループ（以下、「本ワーキンググループ」）が設置された。本

ワーキンググループの目的は、デットキャピタルマーケットで

既存のファイナンス構造がどのように変われば、石油・ガス

会社の操業全体にまたがる排出削減戦略に資本が投入され

るようになるかを評価することである。「石油・ガス分野の債

券・融資商品におけるメタン排出削減の指針」（以下、「本指

針」）は、本ワーキンググループの調査結果と推奨事項をま

とめたものであり、金融機関と石油・ガス会社が、メタンとフレ

アリングの削減プロジェクトに焦点を当てた、信頼性の高い

実践的で互恵的な取り決めに至る道筋を示すものである。 

本指針は、資本調達企業、資本提供企業、両者を仲介する

ストラクチャリング・エージェントが、科学的コンセンサスに適

合し、操業的に実現可能な、受託者責任を満たす取引に確

信を持って関われるエコシステムを構築することにより、メタ

ンとフレアリングの排出削減に向けた大規模かつ迅速な資

本投入が促進されることを目的としている。 

本指針は、金融機関、石油・ガス会社、市民社会組織、学

者、気候科学の専門家で構成されたマルチステークホル

ダー・グループである本ワーキンググループの意見を活用し

ている。このグループは、メタンとフレアリングの世界的な排

出削減を優先することや削減規模を拡大することの機会や

課題を検討している。本指針は、多くのタイプの石油・ガス生

産会社に適用可能だが、特に、国際石油企業（IOC）とは異

なる経済的・経営的課題に直面する NOC や個々の独立系

生産会社にとって有用であると考えられる。 

  
 
 

NOCの中心的役割 

本指針は、様々な資本調達企業に適用できるよう

設計されているが、とりわけ国営石油会社（NOC）

にとって有用な内容となっている。世界の石油・ガ

ス産業の中心である NOCは世界の埋蔵量、生産

量、メタン排出量の半分以上を占めている。 

大半の NOCは自国経済にとって必要不可欠であ

り、メタン排出削減によって製品の無駄な損失を

防ぐことは、NOCの世界的な競争優位性の向上、

操業上の安全性改善、国家資源の管理強化に直

結する。しかし、多くの NOC は排出削減に関する

資本市場へのアクセスの点で課題に直面している

1。さらに、多くの NOCは、気候変動の影響を過度

に受ける新興国やフロンティア国（開発途上の市

場）に所在している。さらなる温暖化の軽減は、こ

れらの企業と国にとって重大な損失を回避する機

会を提供する 2。 

1 Conway, Cutting Through the Noise: Look to Market Forces for Methane 

Momentum (ボルダー：RMI, 2025年), https://rmi.org/cutting-through-the-noise-

look-to-market-forces-for-methane-momentum/. 
2 Fuje et al., Fiscal Impacts of Climate Disasters in Emerging Markets and 

Developing Economies (ワシントン D.C.：国際通貨基金, 2023年), 

https://www.imf.org/en/Publications/WP/Issues/2023/12/15/Fiscal-Impacts-of-

Climate-Disasters-in-Emerging-Markets-and-Developing-Economies-542408. 

 

https://rmi.org/cutting-through-the-noise-look-to-market-forces-for-methane-momentum/
https://rmi.org/cutting-through-the-noise-look-to-market-forces-for-methane-momentum/
https://rmi.org/cutting-through-the-noise-look-to-market-forces-for-methane-momentum/
https://www.imf.org/en/Publications/WP/Issues/2023/12/15/Fiscal-Impacts-of-Climate-Disasters-in-Emerging-Markets-and-Developing-Economies-542408
https://www.imf.org/en/Publications/WP/Issues/2023/12/15/Fiscal-Impacts-of-Climate-Disasters-in-Emerging-Markets-and-Developing-Economies-542408
https://www.imf.org/en/Publications/WP/Issues/2023/12/15/Fiscal-Impacts-of-Climate-Disasters-in-Emerging-Markets-and-Developing-Economies-542408


   

 

   

 

6 

 

本ワーキンググループができた理由 

メタンとフレアリングの排出を抑制する技術はますます身近なものになり、費用対効果を改善している。既に知られた解決策の

様々なセクターへの展開により、人為的に発生するメタンの量を 2030 年までに半減させ、今世紀半ばに 0.25°C、2100 年に

0.5°C以上の気温上昇を回避することができる。このシナリオでは、メタンに対処するためのコストのかからない活動の約 80%が

石油・ガス産業で行われる3。自らの操業上の非効率性に対処するだけで、これほど排出量を削減できるセクターは他にない。

マッキンゼーの試算によると、石油・ガスセクターが OGDCに基づく現在のコミットメントを達成し、正味現在価値を削減するすべ

ての機会に応える場合、世界の温室効果ガス（GHG）排出量は 4%削減される4。 

 

図１：2030年までの世界の石油・ガス削減限界費用曲線 

 
メタン排出：気候への短期的で大きな影響 

20 年間でみると、メタンが大気中に閉じ込める熱は二酸化炭素の 80 倍に上る。そのため、メタンは人為的な温暖化

の 30%以上の原因であり、気候変動の影響を軽減する上で非常に重要である5。「気候変動に関する政府間パネル

（IPCC）」は、二酸化炭素と同様にメタンの排出量を大幅に削減しない限り、気温上昇を 1.5°C に抑えられないだろう

と述べている6。 
 

 

3 Ilissa B. Ocko et al., Acting rapidly to deploy readily available methane mitigation measures by sector can immediately slow global warming (ブリストル：IOP Publishing, 2021年), 

https://iopscience.iop.org/article/10.1088/1748-9326/abf9c8. 
4 Gustaw Szarek et al., The true cost of methane abatement: a crucial step in oil and gas decarbonization (ニューヨーク：McKinsey & Company, 2024年), 

https://www.mckinsey.com/~/media/mckinsey/industries/oil%20and%20gas/our%20insights/the%20true%20cost%20of%20methane%20abatement%20a%20crucial%20step%20in%20oil%20and%20gas%2
0decarbonization/the-true-cost-of-methane-abatement-a-crucial-step-in-oil-and-gas-decarbonization.pdf?shouldIndex=false. 

5 気候変動に関する政府間パネル, Climate Change 2021:The Physical Science Basis. Contribution of Working Group I to the Sixth Assessment Report of the Intergovernmental Panel on Climate Change, 2021

年. https://www.ipcc.ch/report/ar6/wg1. 
6 気候変動に関する政府間パネル, “Summary for Policymakers,” in Global Warming of 1.5°C.An IPCC Special Report on the impacts of global warming of 1.5°C above pre-industrial levels and related global 

greenhouse gas emission pathways, in the context of strengthening the global response to the threat of climate change, sustainable development, and efforts to eradicate poverty (ジュネーブ：世界気象機関, 

2018年), https://www.ipcc.ch/sr15/chapter/spm/. 

https://iopscience.iop.org/article/10.1088/1748-9326/abf9c8
https://iopscience.iop.org/article/10.1088/1748-9326/abf9c8
https://www.mckinsey.com/~/media/mckinsey/industries/oil%20and%20gas/our%20insights/the%20true%20cost%20of%20methane%20abatement%20a%20crucial%20step%20in%20oil%20and%20gas%20decarbonization/the-true-cost-of-methane-abatement-a-crucial-step-in-oil-and-gas-decarbonization.pdf?shouldIndex=false
https://www.mckinsey.com/~/media/mckinsey/industries/oil%20and%20gas/our%20insights/the%20true%20cost%20of%20methane%20abatement%20a%20crucial%20step%20in%20oil%20and%20gas%20decarbonization/the-true-cost-of-methane-abatement-a-crucial-step-in-oil-and-gas-decarbonization.pdf?shouldIndex=false
https://www.mckinsey.com/~/media/mckinsey/industries/oil%20and%20gas/our%20insights/the%20true%20cost%20of%20methane%20abatement%20a%20crucial%20step%20in%20oil%20and%20gas%20decarbonization/the-true-cost-of-methane-abatement-a-crucial-step-in-oil-and-gas-decarbonization.pdf?shouldIndex=false
https://www.mckinsey.com/~/media/mckinsey/industries/oil%20and%20gas/our%20insights/the%20true%20cost%20of%20methane%20abatement%20a%20crucial%20step%20in%20oil%20and%20gas%20decarbonization/the-true-cost-of-methane-abatement-a-crucial-step-in-oil-and-gas-decarbonization.pdf?shouldIndex=false
https://www.ipcc.ch/report/ar6/wg1
https://www.ipcc.ch/sr15/chapter/spm/
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ほとんどすべてのシナリオで、天然ガス需要は今後 5～10 年に

わたって持続すると予測され、増加すると予測するシナリオも多

い7。だが、S&P グローバルの推計によると、潜在的天然ガス供

給量 1,120 億立方メートルのうち、漏洩したメタンやフレアされた

天然ガスによる排出の 70%以上は正味現在価値（NPV）プラス

で捕集することができ、排出量を削減したり、新規掘削を伴わな

いで追加供給の必要性を相殺したりするのに貢献する8。 

国際エネルギー機関（IEA）のネットゼロ排出（NZE）シナリオは、

気候に対する最もコストが高くて危険な影響を防止するための重

要な手段として、石油・ガスセクターのメタン排出量を 2030 年ま

でに 75%削減することを推奨している。NZEと整合した状態を維

持するためには、メタンと二酸化炭素の両方の排出量を迅速に

削減する必要がある。しかし、2023 年のエネルギー・セクターの

メタン排出量は、石油・ガス産業を中心に過去最高水準を記録し

ている9。 

 
 

図 2：2040年までの世界ガス需要予測シナリオ 

 
 

バリューチェーン全体の排出量を測定し、制限しようとするメタン規制や新たな政策が主要な輸入国で増えている。経済的な採

算性や政策支援が整いつつあるにもかかわらず、業界全体では 2030 年までに必要とされる削減を実現するには不十分な資金

しかメタン削減対策に投入されていない。気候変動を改善するには、より迅速かつ急激な排出削減を推進する新たな戦略が 

必要である。そのため、気候変動に対応している金融仲介機関とそのステークホルダーは、他のセクターが脱炭素化を推進する

ために 10年以上にわたって使用してきた、市場で検証済みの金融メカニズムの適用を検討すべきである。 

本ワーキンググループはこれらの課題に対処するために設置され、一定のデットキャピタルマーケットメカニズムがどのように脱

炭素化の取り組みを支援できるかに焦点を当てている。本ワーキンググループが目指しているのは気候科学、現在の市場慣行

および厳密なメタン削減技術の理解に基づいた方針を作成することにより、信頼できる実践的な推奨事項を市場参加者に提供

することである。 

削減計画または削減プロジェクトが、資本提供企業の方針と比較して野心的な目標を掲げているかどうか、また受託者責任に

合致しているかどうかの判断は最終的にこれらの企業に委ねられる。本指針は、資本調達企業が目標とインパクトをすべての

ステークホルダーに明確に伝えるためのロードマップ（工程表）である。  

 

7 国際エネルギー機関.World Energy Outlook 2024.パリ:IEA, 2024年. https://www.iea.org/reports/world-energy-outlook-2024. 
8 S&Pグローバル, Levers for capturing flared gas and methane emissions (ニューヨーク：S&Pグローバル, 2022年), https://cdn.ihsmarkit.com/www/pdf/1222/EDF---Executive-Summary---Levers-for-capturing-

flared-gas-and-methane-emissions.pdf. 
9 国際エネルギー機関, 国連環境計画, Environmental Defense Fund, Turning Pledges into Progress: An Accountability Framework for Reducing Emissions from the Oil and Gas Industry. 

https://library.edf.org/AssetLink/803l8k237h22hmv1r720s23tf5514636.pdf 

https://www.iea.org/reports/world-energy-outlook-2024
https://library.edf.org/AssetLink/803l8k237h22hmv1r720s23tf5514636.pdf
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市場参加者が本方針の利用を検討すべき理由 

石油・ガス産業の大部分において、メタンと

フレアリングの排出への対応方法を抜本的

に転換する機会がある。図 3：石油・ガス企

業の債券・融資残高の満期プロファイル 

石油・ガス企業の債券・融資の約 2/3 は今

後 5 年の間に満期を迎える。これは多くの

企業が2030年までに債券市場に再び参入

することを意味する。これは、金融仲介機

関にとって、新たな債券・融資の借り換えに

際し、排出削減関連支出の優先化を促す

条件を付すことで、企業行動の変化を後押

しする格好のタイミングである。（図 3 参

照）。 

 図 3：石油・ガス企業の債券・融資残高の満期プロファイル10 

 

IEA の推定によると、NZE に沿ったメタン削減対策の実施には 2030 年までに 1,750 億ドルの投資が必要で、このうち大量の 

メタンを排出する廃坑を監視し塞ぐために 1,000 億ドル強の投資を要する11。マッキンゼーは 2,000 億ドルと見積もっており、 

そのうち 1,200 億ドルは回収されたメタンを最寄りのガス需要地に送るための上流インフラに充てられる12。これらの推計による

と、このセクターの年間資本支出は約 300 億～400 億ドルとなるが、これは 2022 年の石油・ガス業界の純利益の 1%にも達し

ない13。 

本指針は、資本調達企業がガス輸入市場の要件の変化に備えるのにも有用である。欧州連合（EU）は、取引される石油と天然

ガスの排出原単位データを要求する点で主導的役割を果たしており、他の地域も追随する可能性がある。日本と韓国は 2023年、

液化天然ガス（LNG）の主要バイヤーである JERAと Kogas（韓国ガス公社）およびそれぞれの所管官庁が主導する「ネットゼロ

に向けた LNGからの排出削減のための連合（CLEAN）」を立ち上げた。CLEANは、ガス供給業者の監視・報告・検証（MRV）業

務やメタン削減計画に関するデータの収集に重点を置いている。最初の CLEAN年次報告書は 2024年 10月に発表され、韓国

と日本の輸入の 90%以上を占める 20社以上がこれに参加した。EUが規制を強化する中、CLEANは日本と韓国に対し、地域

の取り組みを調整して将来の強制的措置に備える基盤を提供する。これにより、グローバル・ガス供給企業は、EU や北東アジ

ア市場からの高まる期待に応えて上流部門の生産排出量を開示、改善するよう促されている14。 

本指針は、石油・ガスのバリューチェーン内の資本調達企業に対し、自社の資産から排出されるメタンとフレアリングの迅速かつ

大幅な削減を透明かつ検証可能な方法で行うためのロードマップを提示する。このロードマップに従うことで、企業は資産の質を

向上させ、重要な顧客層との利害の合致により長期的な競争力を下支えし、脱炭素化に積極的に貢献することができる。メタン

とフレアリングを削減する取り組みを最も効果的に行うため、企業のより広範な脱炭素化戦略やトランジション戦略にこの取組み

を統合し、長期的な脱炭素化目標との整合性を確保すべきである。 

 

 

10 Center on Global Energy Policy, A Roadmap to Catalyze Methane Abatement in the Oil and Gas Sector Using Debt Financing (ニューヨーク：コロンビア大学, 2025年), 2025年 6月閲覧のブルームバーグ L.P.

のデータに基づく. 
11 国際エネルギー機関, Overcoming barriers to abatement, in Global Methane Tracker 2025 (パリ：IEA, 2025年), https://www.iea.org/reports/global-methane-tracker-2025/overcoming-barriers-to-abatement. 
12 Gustaw Szarek et al., The true cost of methane abatement. 
13 データはブルームバーグ・ターミナル、閲覧日 2025年 6月。 
14 Book, Kevin, Ben Cahill, Kyle Danish, Carrie Jenks, and Bob Stout. Will Trump Mend or End Federal Methane Rules? White paper. Center for Energy and Environmental Systems Analysis, テキサス大学

オースティン校.https://static1.squarespace.com/static/66f440245e8cad0f685673ec/t/6792b95bba2c704e76780b96/1737668958638/Jan+2025+White+Paper_FINAL_V3.pdf 

https://www.iea.org/reports/global-methane-tracker-2025/overcoming-barriers-to-abatement
https://www.iea.org/reports/global-methane-tracker-2025/overcoming-barriers-to-abatement
https://static1.squarespace.com/static/66f440245e8cad0f685673ec/t/6792b95bba2c704e76780b96/1737668958638/Jan%2B2025%2BWhite%2BPaper_FINAL_V3.pdf
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本指針が対象とする市場参加者 

この自主的指針は、資本調達企業と資本提供企業が、メタンやフレアリングの排出を削減するための迅速な資本投入に

焦点を当てたデット・ファイナンス取引を構築するために作成されている。 

本指針は、このセクターの不均一性に対応するように構成されており、多様なガバナンス、資本構造、および資本調達企

業とそのカウンターパーティの技術的能力を考慮に入れている。本ガイダンスは、資金調達の必要性や参入障壁を踏ま

え、特に新興国やフロンティア国の独立系生産会社や NOCに焦点を当てているが、その原則は幅広く適用できる。 

本ガイダンスは、以下を含む石油・ガスのバリューチェーン全体にわたる排出削減の取り組みを支援するために使用する

ことができる。 

• 十分な資本を有する NOCと IOC 

• 油田サービス・プロバイダー 

• 中流部門の事業者（輸送・貯蔵等） 

• ジョイントベンチャー法人（JV）、事業会社（OpCos）、特別目的会社（SPV） 

• 独立系生産会社 

本ガイダンスは、石油・ガス資産に係る投資家、資産運用会社、アセット・オーナー、国際開発機関などの金融仲介 

機関にとっても関連性がある。 

本指針に含まれる内容 

本指針は、資金使途特定型（UoP）およびパフォーマンス指標（KPI）連動型の債券・融資商品にメタンやフレアリングの削減

活動を含めることを支援する。これらの金融商品は、主にグリーンボンド、サステナビリティボンド、ソーシャルボンド、サステ

ナビリティ・リンク・ボンド（以上をまとめて、「GSSS 債券」という。）の市場を通じて拡大し市場での知名度もあることから、技

術的な推奨事項は業界や規制上の一般的基準と適合するように構成されている。 

持続可能な開発目標（SDGs）債券やトランジション債など、

命名ルールが変化し続けていることから、本指針は命名

ルールにこだわらない。本指針はラベルに焦点を当てるの

ではなく、グリーンボンド原則（GBP）とサステナビリティボン

ド・ガイドライン（SBG）の事務局を務める国際資本市場協

会15 16（ICMA）が定める包括的原則に金融商品を適合させ

ることを優先している。 

この枠組みは、2030 年までに必要とされる短・中期の排出

削減に焦点を当てているが、資本調達企業と資金提供企

業の双方に柔軟な対応を認めるため、長期のプロジェクト

や満期に関する考慮事項についても概説している。この枠

組みは、主に ICMA GSSSの債券指針に沿っているが、推

奨事項はプライベート・クレジット、プロジェクト・ファイナン

ス、ローンにも広く適用することができる。 

 用語に関する留意点：簡潔にするため、本文書では借り手企

業と発行体の双方を「資本調達企業」と呼ぶ。債券（および

クーポンの支払い）とローン（および利息の支払い）の違い

は、特定の取引を構成する上で重要な要素であるが、本指

針は説明を目的としているため、これらの概念を互換的に使

用する。本指針が今後の改定版の中でローンをより具体的

にどう扱うべきかについてご意見を頂戴できれば幸いであ

る。 

融資商品におけるメタンとフレアリングの削減に関して本指

針を活用したいと考えておられるステークホルダーの皆様

は、ローン・シンジケーション＆トレーディング・アソシエーショ

ン（LSTA）、ローン・マーケット・アソシエーション（LMA）、アジ

ア太平洋ローン・マーケット・アソシエーション（APLMA）が共

同で作成し公表している、最近改訂された「グリーンローン原

則（GLP）」、「サステナビリティ・リンク・ローン原則（SLLP）」

およびこれらの補助的指針を参照されることをお勧めする。 
 

 

15 国際資本市場協会, Sustainable Finance (チューリッヒ：ICMA, 2025年), https://www.icmagroup.org/sustainable-finance/. 
16 国際資本市場協会, Green Bond Principles, (チューリッヒ：ICMA, 2024年), https://www.icmagroup.org/sustainable-finance/the-principles-guidelines-and-handbooks/green-bond-principles-gbp/. 

https://www.icmagroup.org/sustainable-finance/
https://www.icmagroup.org/sustainable-finance/the-principles-guidelines-and-handbooks/green-bond-principles-gbp/
https://www.icmagroup.org/sustainable-finance/the-principles-guidelines-and-handbooks/green-bond-principles-gbp/
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石油・ガスセクターのメタン排出に関して特別な指針

が必要な理由 

GSSS 債券市場は、様々なセクターで取引の促進に成功し

ているが、石油・ガスセクターは、信頼性のある野心的な目

標を掲げているとステークホルダーからみなされるような形

でこの市場にアクセスできていない。 

この状況に対処するため、本指針は、ベストプラクティスや防

止策を通じて実際の、および認識上のグリーン・ウォッシン

グ・リスク（セクション 3でさらに検討）を軽減できるように構成

されている。 

本ワーキンググループは、説明責任に関する推奨事項を提

示することにより、メタンとフレアリングの排出を実際に大きく

削減する大規模な資本投入を可能にするエコシステムの発

展を目指している。本指針のしっかりとした技術基準と操業

手順は利用可能な最良の気候科学、業界基準、規制枠組み

に基づいており、削減策を実施した企業の実際の経験を取り

入れている。この策定プロセスは、気候科学者や技術専門

家の見解を中心として行われたが、グリーン・ウォッシングを

防止する信頼できる対策を設計する上で、シンクタンクや非

営利活動団体、国際開発銀行、エネルギー市場モデル構築

者の幅広い視点が不可欠であった。 

  

 
 

本指針は、石油・ガスのバリューチェーン内の

資本調達企業に対し、自社の資産から排出さ

れるメタンとフレアリングの迅速かつ大幅な削

減を透明かつ検証可能な方法で行うための

ロードマップを提示する。 
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2 
メタン削減を促進するためにデットキャピタルマーケットを活用すべき根

拠 

2.1 ポートフォリオの地球温暖化の影響を低減することに注力するグローバル投資家にとって、

NZEが主要な参照シナリオであることに変わりはない。ネットゼロ経済を目指すことは、世界

の投資家、金融機関、企業、政府にとって必須事項となっている。 

図 4：NZE シナリオにおける世界の再生可能エネルギー発電設備容量、一次エネルギー排出原単位の改善、エネルギー・セク

ターのメタン排出量 

 

金融業界や石油・ガス業界の多くの企業が、2050年までに排出量を実質ゼロにする目標を設定している。IEAの NZEは、地球

温暖化を産業革命前に比較して 1.5°Cの上昇に抑えることを目指すパリ協定で設定された目標に沿って、2050年までに温室効

果ガスのネットゼロを達成するための指針を提供している。 

この道筋を維持するために、IEA は、2050 年までにネットゼロ排出量を達成する上で世界のエネルギー・セクターが 2030 年ま

でに取るべきいくつかの行動を列挙している。その中心は石油・ガスセクターのメタン排出量の 75%削減である。このメタン削減

量の水準は、再生可能エネルギー発電を 3倍にし、エネルギー効率を 2倍に改善し、電化を大幅に拡大するのと同じくらい重要

である、と IEAは考えている17。 

より端的に言えば、パリ協定に沿った経済全体のネットゼロ排出目標の達成は、エネルギー・セクター全体でメタンを大幅に削

減しなければ不可能である。どのようなシナリオであっても、メタンとフレアリングの排出削減は短期的に温暖化を軽減する最も

迅速で最も費用対効果の優れた方法の一つである。したがって、この取り組みを実施するために、石油・ガスセクターが資本提

供企業の支援を得て資本を投入することが不可欠である18。 
 

 

17 国際エネルギー機関, Net Zero Roadmap: A Global Pathway to Keep the 1.5 °C Goal in Reach, (パリ：IEA, 2023年), https://www.iea.org/reports/net-zero-roadmap-a-global-pathway-to-keep-the-15-0c-goal-

in-reach, 108, License: CC BY 4.0. 
18 同上。 

https://www.iea.org/reports/net-zero-roadmap-a-global-pathway-to-keep-the-15-0c-goal-in-reach
https://www.iea.org/reports/net-zero-roadmap-a-global-pathway-to-keep-the-15-0c-goal-in-reach
https://www.iea.org/reports/net-zero-roadmap-a-global-pathway-to-keep-the-15-0c-goal-in-reach
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2.2 気候に及ぼし得る影響に加えて、排出量を削減すべき経済的根拠 

石油・ガス企業にとって、メタンとフレアリングの排出に対処することは費用対効果の優れた、気候への影響を軽減する機会であ

り、それは競争力の強化と価値の創出につながる可能性がある。 

今後 10 年間でかなりの量の石油とガスが生産、消費される可能性が高く、最も積極的なネットゼロシナリオの下でも、エネル

ギートランジションの建設的担い手であるこの業界の役割は、自らの排出量を積極的に削減することにあると言える。したがって、

石油・ガス業界とそれを支援する金融機関は、消費されるすべての石油・ガスの生産においてスコープ 1、2 の排出量が実質ゼ

ロになるように手を尽くすべきである（図 5参照）19 20。 

図 5：NZEシナリオや表明公約シナリオの下での石油・ガス需要21 

 
 
 

これらのシナリオで示された長期的需要だけでなく足元の

規制圧力によっても、企業は生産時の排出量を削減する

よう迫られている。欧州やアジアでメタン規制が普及し、輸

入基準が前進していることから、企業は、現時点で行動を

起こすことによって、将来の法令遵守に備えることができ、

主要な輸出市場へのアクセスを維持しやすくなる22。 

 
さらに、厳格なメタン管理は、操業の優秀性、資産の信頼

性、プロセスの安全性の重要な指標としてますます認識され

つつある。 

こういったバリュードライバー（企業価値に大きな影響を与え

る要因）を認識して、保険会社23、銀行24 25、資産運用会社26

を含む金融セクターの多くの企業が、資本配分の決定にお

いてメタン・パフォーマンスの最低基準を考慮に入れ始めて

いる。 

 

 

19 IEAの「世界エネルギー見通し（World Energy Outlook）2024」によると、NZEシナリオにおける石油需要は 2030年に日量約 7,800万バレル、2035年に日量約 5,800万バレルとなる（2023年は日量 9,900万バレ

ル）。IEAの最新の「世界エネルギー見通し（WEO）」によると、NZEシナリオの下で天然ガス需要は 2030年に 3兆 6,170億立方メートル、2035年に 2兆 2,570億立方メートルとなる（2023年は 4兆 1,860億立方メー

トル）。IEAの APSモデルでは、ネットゼロ目標を含め各国政府が設定したエネルギー・気候関連の国家目標がすべて期限通りに完全に達成されたと仮定すると、石油とガスの需要は 2030年に 2023年比でそれぞれ

9%と 4%減少する見込みである。NZEを含む様々な脱炭素シナリオにおける石油・ガス需要に関する議論については以下を参照：国際エネルギー機関, World Energy Outlook 2024, (パリ：IEA, 2024年), 

https://www.iea.org/reports/world-energy-outlook-2024, License:CC BY 4.0 (report); CC BY NC SA 4.0 (Annex A). 
20 OGMP 2.0（石油・ガス・メタンパートナーシップ 2.0）によると、石油・ガス気候変動イニシアチブ（OGCI）の上流部門全体の平均排出原単位目標は「実質ゼロ」（2025年までに 0.25%）である。 
21 国際エネルギー機関, World Energy Outlook 2024. 
22 Environmental Defense Fund, “EU’s new landmark climate legislation clamps down on methane emissions from energy imports,” EDF Europe, 2023年 11月 15日, 

https://www.edfeurope.org/news/2023/15/11/eus-new-landmark-climate-legislation-clamps-down-methane-emissions-energy-imports. 
23 Chubb, Corporate Climate Underwriting Criteria for High-Emitting Industries, https://about.chubb.com/content/dam/chubb-sites/chubb/about-chubb/citizenship/environment/pdf/chubb-corporate-climate-

underwriting-criteria-for-high-emitting-industries.pdf. 
24 Gissell Lopez and Ben Ratner, The Methane Emissions Opportunity: Our Perspective on Leveraging Technology in Continuous Improvement in the Oil & Gas Sector (JPMorgan Chase & Co., 2024). 

https://www.jpmorgan.com/content/dam/jpm/cib/complex/content/redesign-custom-builds/carbon-compass/JPMC_methane.pdf. 
25 スタンダードチャータード, “Commitment to reducing methane emissions” https://www.sc.com/en/press-release/commitment-to-reducing-methane-emissions/. 
26 Legal & General Investment Management, LGIM Climate Impact Pledge: Oil & Gas Sector Guide, (London: LGIM, 2022), https://cms.lgim.com/globalassets/lgim/_document-library/responsible-investing/oil-

and-gas-climate-impact-pledge-sector-guides.pdf. 

https://www.iea.org/reports/world-energy-outlook-2024
https://www.edfeurope.org/news/2023/15/11/eus-new-landmark-climate-legislation-clamps-down-methane-emissions-energy-imports
https://www.edfeurope.org/news/2023/15/11/eus-new-landmark-climate-legislation-clamps-down-methane-emissions-energy-imports
https://about.chubb.com/content/dam/chubb-sites/chubb/about-chubb/citizenship/environment/pdf/chubb-corporate-climate-underwriting-criteria-for-high-emitting-industries.pdf
https://about.chubb.com/content/dam/chubb-sites/chubb/about-chubb/citizenship/environment/pdf/chubb-corporate-climate-underwriting-criteria-for-high-emitting-industries.pdf
https://about.chubb.com/content/dam/chubb-sites/chubb/about-chubb/citizenship/environment/pdf/chubb-corporate-climate-underwriting-criteria-for-high-emitting-industries.pdf
https://www.jpmorgan.com/content/dam/jpm/cib/complex/content/redesign-custom-builds/carbon-compass/JPMC_methane.pdf
https://www.sc.com/en/press-release/commitment-to-reducing-methane-emissions/
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2.3 コミットメントを実際の削減につなげるには資本の投入が必要であり、それが資本調達企業の

調達の判断に影響を与える可能性がある 

メタンとフレアリングに関する企業や政府の自主的コミットメントは、この問題に対する意識を高めるだけでなく、これら

の排出削減に要する費用が他のセクターと比較して相対的に安いことを示す上でも重要な役割を果たしてきた。2030

年までに上流部門のメタン排出を実質ゼロにするとの業界の誓約は、現時点で世界の石油・ガス生産の半分弱をカ

バーしている。これには、OGDC、国連環境計画（UNEP）の石油・ガス・メタンパートナーシップ（OGMP）2.0、石油・ガ

ス気候変動イニシアチブ（OGCI）の「Aiming for Zero（目指せゼロ）」イニシアチブの下で最近発表されたコミットメント

が含まれる（図 6参照）。 

図 6：「メタン実質ゼロ」のコミットメントがカバーしている世界の石油・

ガス生産量27 

 

 

自主的コミットメントは評価できるが、多くの場合、強制力

がなく、検証不可能で、企業内部で資金の裏付けのない

宣言にとどまる危険性がある。本指針は、「野心的な目標

を行動に変えるために、どうすれば資本投入を促すことが

できるか」という疑問に答えようとするものである。 

  

 

 

27 国際エネルギー機関, World Energy Outlook 2024. 
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3 デットキャピタルマーケットの機会と課題 

3.1 資本の投入は、実体経済における誓約と実際の削減の間にある大きな障害である 

気候変動対策と整合しているか否かにかかわらず、多くの資

金提供者は、廃棄物ストリーム（未利用ガスなど）を収益化

し、基盤資産の健全性を高めることが投資資本にとって有益

であると認識している。削減への関与がもたらす採算性の向

上、世界的なエネルギー需要の増加、世界的な政策の追い

風を考えると、資本提供企業と資本調達企業にとってメタン排

出の削減は明らかに価値がある。両者共通の目標として、貴

重な天然資源の収益化、風評リスクと規制リスクの軽減、操

業上の安全性の向上、世界の輸入市場へのアクセスの保

護、トランジションリスクの軽減などが含まれる。これらの理由

から、メタン排出の削減は、債券がラベル付きであれラベルな

しであれ、このセクターの通常のデット・ファイナンスに含めら

れるべきである。 

 メタン排出の削減は、デット取引における標準的な条件とは

なっていない。本ワーキンググループは、契約条件や財務制

限条項などの規定の利用を通じた具体的変化を要請するに当

たって、GSSS 債券・ローン市場の実績を考慮に入れている。

石油・ガスセクターで開示されている残高は 2024 年 11 月現

在で 3 兆億ドル以上あるが、通常、これらの資金調達は気候

関連の排出状況に係る条件や要件を伴っていない28。 

 
 

大半の資本提供企業は、自らが気候変動対策を実施しているかどうかにかかわら

ず、廃棄物の収益化と資産基盤の強化が投資にとって有益であると認めている。 
 

 

28 Center on Global Energy Policy, A Roadmap to Catalyze Methane Abatement in the Oil and Gas Sector Using Debt Financing (ニューヨーク：コロンビア大学, 2025年), 2025年 6月閲覧のブルームバーグ L.P.

のデータに基づく. 
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3.2 GSSSデット市場を通じたメタン削減の推進は、石油・ガスセクターの脱炭素化の取り組みに

資本を投入する上で極めて重要な戦略である 

GSSS 市場は、発電や重工業、インフラなど、多くの高排出セクターで脱炭素化の取り組みへの資本投入を促進する上ですでに

重要な役割を果たしている。ICMA が管理する GSSS 債券の諸原則と「クライメート・トランジション・ファイナンス・ハンドブック」

は、グリーン・ウォッシング・リスクの低減に貢献し、年次報告や発行前・発行後の外部検証の推奨を通じた保証を投資家に提供

している29。 

本指針は、ICMA のこれまでの市場における成功とこのセクター特有の課題を踏まえた上で、ICMA の既存の推奨事項にメタン

排出削減活動を含めるための技術的基礎を提供する。フレアリングとメタンの排出削減を目標とする特定の条項を含むように

テーマ型またはラベル付きの金融商品を適応させる狙いは、メタン削減への支出に焦点を当てた取引を促進するように市場を

迅速に変えることである。 

ラベル付き金融商品は、外部環境への影響を

軽減しながら、資本調達企業と資本提供企業の

どちらにもメリットをもたらすことができる。資本

調達企業にとってのメリットとしては幅広い新規

投資家の関与が挙げられる。これによって、価

格の安定化、資金調達額の増加、場合によって

は資本コストの低下をもたらす可能性がある。

投資家にとってのメリットとしては、リスク軽減に

関する透明性の向上と、受託者責任に沿って顧

客や受益者の優先事項に適合した投資が挙げ

られる。透明性はガバナンス、資産の健全性、

気候変動関連などの社会的コミットメントに関し

ても、より大きな保証を提供することができる。 

 図 7：テーマ型債券の種類別累計発行額（単位：兆米ドル）30 

 

他の業界での成功にもかかわらず、石油・ガスセクターにおける GSSS 商品の利用度は様々な課題により依然として限定的で

ある。そのため、本ワーキンググループは、優れた採算性、実証可能な排出削減、実現可能性の高いプロジェクトに対して KPI

が設定され、調達資金が配分されるように奨励する指針の策定に乗り出した。 

 

 

29 国際資本市場協会, Green Bond Principles: Voluntary Process Guidelines for Issuing Green Bonds (チューリッヒ：ICMA, 2022年), https://www.icmagroup.org/assets/documents/Sustainable-finance/2022-

updates/Green-Bond-Principles-June-2022-060623.pdf. 
30 図は 2025年 6月時点のブルームバーグ・ターミナルのデータを基に作成。 

https://www.icmagroup.org/assets/documents/Sustainable-finance/2022-updates/Green-Bond-Principles-June-2022-060623.pdf
https://www.icmagroup.org/assets/documents/Sustainable-finance/2022-updates/Green-Bond-Principles-June-2022-060623.pdf
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3.3 本ワーキンググループで検討され、本指針を通じて対処される主な課題 

100社以上の資本提供企業との 16か月に及ぶ協議を重ねて、本ワーキンググループの参加者は最も顕著な課題について 

検討し、以下の表で概説する可能な解決策を共同で本指針に組み入れた。 

表 1：資本提供企業の課題とこれに対する本指針の検討内容 

 

 

資本提供企業 
銀行、資産運用会社、アセット・オーナーを含む金融機関 

 

 

課題 本指針の検討内容 

石油・ガスセクターは、排出削減の信頼性を投資家に伝えるのに

苦労している。 

科学的根拠に基づく技術的な推奨事項についてコンセンサ

スを確立することが、市場性のある証券において重要であ

る。本指針は気候科学者、メタン政策専門家、石油・ガス排出エン

ジニアで構成されるテクニカル・ワーキンググループの専門知識を

活用して策定されている。本ワーキンググループはパフォーマンス

目標、指標、事業活動、データ品質、監査、検証に関する推奨事項

を作成した。 

業界内の多様性（法制度、組織形態、資本構成、バリュー

チェーン上の位置など）が大きく、共通のベースラインを設定

しにくい。 

本指針は、企業規模、信用力、ガバナンス体制、バランス

シート構造、技術力、流動性などの違いに柔軟に対応できる

よう設計されている。本指針は資本調達企業に対し、開始時点で

実行可能なものに基づき、最も野心的な計画を検討するよう求めて

いる。 

石油・ガス産業への低コストの資本提供が追加的な生産活動につ

ながりかねないという点でグリーン・ウォッシングの懸念がある。 

メタンに対処するために必要な資本が石油・ガスセクターの債務総

額に比べればごく小さいため、実際には新規生産を促すほど

の金利優遇効果は見込まれない。石油・ガスセクターにおける

メタン削減のために必要とされる資金の総額は、推定約 1,750億～

2,000 億ドルである。これに対し、セクター全体の債務総額はブ

ルームバーグのデータによると約 3兆 2,000億ドルである。 

もっとも、本指針はこのリスクを認識しており、排出固定（ロックイン）

リスクの低い活動に優先的に資本を投入するなど、いくつかの軽減

策や防止策について概説している。さらに、本指針は調達資金の使

途を既存分野に限定している。 

「グリーン」「トランジション」などの名称の使い方が、ステーク

ホルダーに誤解を与えるリスクがある。 

資本調達企業が主張する規模と野心的な目標が投資基準に合致

するかどうかの判断は個々の投資家にかかっている。投資家は、ど

のような取引でも、引き受けようとしているリスクに対して十分な見

返りが得られるかどうかを評価する。本指針は、投資家や第三者が

特定の取引の野心的目標を評価する際の基準としての役割を果た

す。 

  

 

表の続き> 
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課題 本指針の検討内容 

メタン排出プロジェクトに必要な資本

総額は、UoP（資金使途特定型）債

券取引のベンチマーク・サイズ（通常

5 億ドル以上）に達しない場合があ

る。 

メタンとフレアリングの削減は企業全体の排出削減戦略の一部として位置づけるべきである。

債券、融資、プロジェクト・ファイナンスの枠組みは、資本調達企業が求める調達額の水準に到達す

るために、排出削減計画の規模を拡大し、電化、省エネ、再生可能エネルギー導入などの他のプロ

ジェクトを含めることをすべての排出スコープで検討することができる。 

メタン削減に係る企業の資本調達計画の総コストがベンチマーク債の通常の規模よりも小さい場合

がある。温室効果ガス（GHG）削減とその効果を最大化するため、UoP 債には、メタンとフレアリング

の軽減を主要な構成要素とする複数のGHG排出削減活動が含まれるべきである。本指針は、投資

家が期待する透明性を確保するため、メタン削減を「Scope 1・2 排出削減プログラム」の

一部として包括的に位置づけることを推奨している。 

過去に同様のアプローチを採用した公益事業分野を参考にすると、市場の魅力を維持し、商品構造

の複雑化を避けるために、大規模で、流動性がある、シンプルで、容易に理解できる商品の創出に

焦点を当てるべきである。 

一方で、発行体によっては、より柔軟な構造を採用する選択肢もある。例えば、発行体は、長

期の大規模な KPI連動型商品を発行しつつ、排出削減関連の支出に特化した小規模で短期の UoP

トランシェの発行を選択することができる。このアプローチは、債券発行における規模や規模拡大の

課題に対応し、拡張可能性を強化し、KPI 連動型トランシェにさらなる保証を提供する。言い換えれ

ば、UoP トランシェは、KPI連動型トランシェで発行体の SPT（サステナビリティ・パフォーマンス目標）

や KPIに到達するために資本が投入されつつあることを示唆している可能性がある。 

最終的に、資本調達企業とその取引銀行が最も適切な商品構造を決定することが求められる。 

メタン排出データの質は信頼性が低

く一貫性に欠ける。データ品質の向

上には時間がかかる。 KPI連動型

の金利メカニズムを設計する際

の基準設定に支障をきたす可能

性がある。 

本指針は、質の高い、測定に基づいた排出量データに依存する排出量 KPI を支持する。しかし、業

界の大半でメタン排出量のデータの質が悪い。そのため、本指針は KPI 連動型商品に関して、排出

基準の設定と同時に「ノー・リグレット（後悔しない）」の操業上のベストプラクティスと修正を実施する

という方法を提案する。 

資本調達企業が十分に信頼できるメタン排出量データを持っていない場合には、長期的にデータの

質を改善するとともに、監査や検証が容易な操業手順を伴う一連の「活動ベース」の重要なパフォー

マンス目標や KPIを検討することが奨励される。 

短期的な標準的操業手順と「ノー・リグレット」の修正を長期戦略と組み合わせて、よりカスタマイズさ

れた、測定に基づく削減計画を定めることには、以下のとおり、いくつかの利点がある。 

• ステークホルダーは、測定に基づくインベントリを用いて排出量を定量化し削減する長期的な取り

組みが実施されている一方で、短期的な削減が達成されているとの確信を持つことができる。 

• 金利変更のトリガーが、質の低い基準に対する進捗ではなく、容易に検証可能な活動や質の高い

排出データに基づく。 

• 基準設定中に生じたメタンやフレアリングの排出削減を含めることを認めることにより、「ベースライ

ンの操作」のリスクを減らすことができる。 

  
 
 
 

表の続き> 
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課題 本指針の検討内容 

多くの GSSS業界基準の監査人、セ

カンド・パーティ・オピニオン（SPO）

提供機関、その他の外部の第三者

は、現時点では、石油・ガスのメタン

排出計画の目標や実施を適切に評

価するための技術的専門知識を

持っていない可能性がある。 

本ワーキンググループは、定量的、定性的測定の両面で SPO、検証、保証を提供できる技術専門家

の一連の基準を特定した。 

さらに、本ガイダンスは、「活動ベース」の KPI（漏洩の検出・修理、設備の交換など）を中心とすること

で、幅広い関係者によって容易に監査できる目標を示している。ただし、当該関係者が、しっかりとし

た信頼性の高い外部評価を行うための適切なスキルと専門知識を示すことができる場合に限る。 

企業の脱炭素戦略のばらつきが大

きい中、IEA の NZE シナリオで示さ

れた推奨事項を投資判断にどのよう

に反映すべきか、あるいは反映すべ

きでないかは各機関の解釈に委ね

られる。 

石油・ガスセクターについて IEA の NZE シナリオが示した推奨事項のすべてを同セクターが満たす

には、本指針の推奨事項は必要であるが、十分ではないことを本ワーキンググループのメンバー企

業は認識している。外部関係者による、または取引自体におけるその他の提案はこのプロジェクトの

対象外である。本指針は、特に供給サイドの生産排出を対象としている。世界が NZE の推奨事項を

満たすためには、メタン排出量と世界の石油・ガス需要がともに減少しなければ、世界で NZEの推奨

事項を満たすことができない。 

 
 
 

2024年 11月現在、石油・ガスセクターで開示された債務残高は 3兆 2,000億ドル以上

あるが、これらの資金調達は通常、気候関連の実績に係る条件を伴っていない。 
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表 2：異なるタイプの資本調達企業の特徴と財務上の考慮事項 

 

 

資本調達企業 

石油・ガス産業に属する企業の資本調達戦略および資本配分戦略は、当該企業の構造上および操業上の特

性によって大きく影響される。NOC、IOC、独立系事業者、油田サービス会社（OFSC）、ジョイントベンチャー法

人、その他のバリューチェーン内の企業といった多様な資本調達企業が、それぞれ独自の課題を抱え、独自の

戦略を必要としている。 
 

 

資本調達企業の種別 本指針の検討内容 

国営石油会社（NOC） 

NOC は、エネルギー安全保障の強化、雇用の創出、政府

収入の確保といった国家の優先事項と整合した資本配分

戦略を取ることが多い。 

企業によって財務構造や信用力、国際資本市場へのアクセ

ス度合いが大きく異なり、それがメタン削減などの低炭素投

資への資金調達能力に影響を与える。 

NOC が世界の石油・ガス生産に占める割合が大きいことを

考えると、NOC はメタン排出量の削減に極めて重要な役割

を果たすことができる。NOCは、IOC大手の 2倍に相当する

約 1兆ドルの債務残高を抱えているが、GSSS市場を利用し

ておらず、多くはメタン削減計画の初期段階にあるとみられ

る31。 

国際石油企業（IOC） 

IOC（民間企業であり、大手を含む）はバリューチェーン全

体にわたって事業を展開し、主に利益の最大化と株主リ

ターンの確保に注力している。何年にもわたって株式リター

ンが低迷してきた石油・ガス企業は収益性と資本規律の維

持を求められている。その結果、IOC の近年の好調な収益

の多くはデットの削減、配当の支払い、自社株買いなど、財

務健全化のために充てられている。32 

石油大手は、潤沢に保有する現金を考慮すれば、GSSS に

よるデット・ファイナンスを追求するインセンティブを持たない

可能性がある。だが、 IOCは持分生産量の平均 50%を占め

る非操業資産（NOCやNOCが支配する会社により操業され

ている）の戦略にも影響を及ぼすことができる 33。IOC が

OGCI、OGDC、OGMP 2.0 に参加することは、ベストプラク

ティスやメタン削減プロジェクトの潜在的資本を NOC やこの

セクターの他の企業と共有する方向に向かうための有望な

一歩である。 

 表の続き> 

 

 

31 Howell, Andrew, and Pavel Laberko. “Can Investors Spur National Oil Companies toward Methane Action?”世界経済フォーラム, 2024年 7月 25日, www.weforum.org/stories/2024/07/can-investors-spur-

national-oil-companies-toward-methane-action/. 
32 Gautam Jain and Luisa Palacios, “Investing in Oil and Gas Transition Assets En Route to Net Zero,” (ニューヨーク：Center on Global Energy Policy, コロンビア大学, 2023年), 

https://www.energypolicy.columbia.edu/publications/investing-in-oil-and-gas-transition-assets-en-route-to-net-zero/. 
33 Environmental Defense Fund, The Methane Emissions Challenge for Joint Venture Operations, (ニューヨーク：EDF, 2023年), https://business.edf.org/insights/joint-venture-ioc-noc-methane-emissions/. 

http://www.weforum.org/stories/2024/07/can-investors-spur-national-oil-companies-toward-methane-action/
http://www.weforum.org/stories/2024/07/can-investors-spur-national-oil-companies-toward-methane-action/
http://www.weforum.org/stories/2024/07/can-investors-spur-national-oil-companies-toward-methane-action/
https://www.energypolicy.columbia.edu/publications/investing-in-oil-and-gas-transition-assets-en-route-to-net-zero/
https://www.energypolicy.columbia.edu/publications/investing-in-oil-and-gas-transition-assets-en-route-to-net-zero/
https://business.edf.org/insights/joint-venture-ioc-noc-methane-emissions/
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資本調達企業のタイプ 本指針の検討内容 

独立系 E&P 

E&P（探鉱・開発・生産）会社は通常、特定の国や資源に特

化し、主に上流部門の活動に従事する比較的小規模な地域

企業である34。これらの企業は、石油やガスの掘削、抽出、

加工、輸送に多額の資金を必要とする。大半の独立系企業

は、これらの活動を内部で資金調達するだけの流動性を保

有しておらず、多くの場合、埋蔵量に基づく信用供与枠など

の外部資金に依存している。これらの融資は、確認された石

油・ガス埋蔵量を担保とし、埋蔵量に応じて借入能力が調整

される。だが、価格が下落した場合には、これらの埋蔵量の

価値が低下し、その結果として、借入限度額の引き下げ、流

動性危機、追加担保や債務返済の要求につながる可能性

がある35。 

一部のグローバル銀行が気候変動対策へのコミットメントに

従って石油・ガスセクターへの融資からますます遠ざかり、

独立系 E&P 企業の融資ファシリティを一層圧迫していると

いう事実が、この問題をさらに悪化させている。 

現在の資金調達状況を踏まえると、独立系 E&P 企業が必

要な資金を確保するには、ラベル付きであってもなくてもメタ

ン削減目標を組み入れ、厳格だが実用的な契約条件を伴う

資金調達方法を検討することが望ましい。 

油田サービス会社（OFSC） 

OFSC は、探鉱、抽出、生産に必要な設備、技術、専門知識

を提供することによって石油・ガス産業を支援する専門企業

である36。 

OFSC は、メタン排出を検出、測定、軽減するための設備と

サービスの利用を拡大する上で不可欠な存在である。

OFSC はグローバルなプレゼンスを持ち、NOC や独立系

E&P 企業に技術や専門知識の移転を促進できる立場にあ

る。 

 
 

 

34 Library of Congress, Oil and Gas Industry: A Research Guide, (ワシントン D.C.：米議会図書館), https://guides.loc.gov/oil-and-gas-industry/companies. 
35 Bradford J. Sandler, “Distressed Investor Considerations in E&P Oil and Gas Restructurings,” Practical Law (トムソンロイター, 2023年), https://www.pszjlaw.com/wp-content/uploads/2023/03/593_Distressed-

Investor-Considerations-in-EAndP-Oil-and-Gas-Restructurings.pdf 
36 Saud Al-Fattah, “The Role of National and International Oil Companies in the Petroleum Industry,” USAEE Working Paper No .13 -137, 2013年 1月 27日, https://ssrn.com/abstract=2299878. 

 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 

https://guides.loc.gov/oil-and-gas-industry/companies
https://www.pszjlaw.com/wp-content/uploads/2023/03/593_Distressed-Investor-Considerations-in-EAndP-Oil-and-Gas-Restructurings.pdf
https://www.pszjlaw.com/wp-content/uploads/2023/03/593_Distressed-Investor-Considerations-in-EAndP-Oil-and-Gas-Restructurings.pdf
https://www.pszjlaw.com/wp-content/uploads/2023/03/593_Distressed-Investor-Considerations-in-EAndP-Oil-and-Gas-Restructurings.pdf
https://ssrn.com/abstract%3D2299878


   

 

   

 

21 

 

4 石油・ガス債券・融資商品におけるメタン排出削減の指針 

上記の状況を踏まえ、本ワーキンググループは、企業が追求すべき非常に野心的な、科学に基づく KPI

を定めた技術的指針を提案し、同時に、投資家が排出削減を積極的に推進するための対策を提供する。 

 
 
 

指針：資金使途特定商品 指針：KPI連動型商品 
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1 序論 

資金使途特定（UoP）商品におけるメタン・フレアリング削減の指針（以下、「本指針」）は、産業界、金融界、市民社会の共同の

取り組みであるメタン・ファイナンス・ワーキンググループ（以下、「本ワーキンググループ」）によって作成された。推奨事項は拘

束力がなく、網羅的でもない。本指針策定に係る参加者、プロセス、理論的根拠の詳細については、本文書の以下の付属調査

資料を参照：A Roadmap to Catalyze Methane Abatement in the Oil and Gas Sector Using Debt Financing（デット・ファイナ

ンスを用いて石油・ガスセクターのメタン削減を促進するためのロードマップ）。 

 

グリーンボンド原則（GBP）とサステナビリティボンド・ガイドラ

イン（SBG）の事務局を務める国際資本市場協会（ICMA）が

定める包括的原則37 38に従い、本指針は、石油・ガスのバ

リューチェーンに属する資本調達企業、その資本提供企業、

その他のステークホルダーに対し、メタン削減活動を UoP 債

券、融資、その他の金融商品に組み入れることを推奨する。

本指針は、石油・ガス生産でのメタン排出削減に取り組むため

の資本の投入を加速させることを目指している。 

UoP 商品は、一つの「フレームワーク」に定められた基準を満

たす、事前に指定された種類のプロジェクトや活動にのみ調

達資金を振り向けるように設計されている39。本文書で詳述す

るように、KPI 連動型商品は、資本調達企業が一般事業目的

の資本調達の一環として企業レベルの目標を設定するもので

あり、UoP 商品の補完と考えることができる。メタン削減のた

めに KPI 連動型商品を利用することに関する本ワーキンググ

ループの推奨事項については、以下を参照：Guidance for 

Including Methane and Flaring Abatement in KPI-Linked 

Instruments（KPI 連動型商品におけるメタン・フレアリング削

減の指針）。 

 本指針は、石油・ガスサプライチェーンの上流部門からの排出

に対処するために策定されている。なお、上流部門には生産

（掘削や坑井仕上げなど）、ギャザリング（集約）、ブースティン

グ（増圧）、加工が含まれる。上流部門には石油・ガスセクター

のメタンとフレアリングの排出量の大部分が集中している40 41 

42。もっとも、同様の削減プロセスを採用しているバリュー

チェーンの他の分野にも一定の活動を適用することが考えら

れる。今後、トランスミッション、圧縮、貯蔵、液化、輸送、再ガ

ス化に関する詳細な指針が定められる可能性がある。本指針

はメタン（CH4）の生産排出およびフレアリングによるCO2の排

出を対象としている43。これらの排出源の削減は、スコープ 1、

2 の排出量を削減するためのいかなる資本計画においても検

討されるべきである。 

最終的に、本指針に基づく取引に参加するかどうかの判断は資

本提供企業に委ねられる。削減計画または削減プロジェクトが自

社の方針や受託者責任を鑑みて十分に野心的な目標を掲げて

いるかどうかの判断は資本提供企業に委ねられる。本指針は、

より広範なエネルギートランジション戦略の一環として、資本調達

企業がメタンとフレアリングの削減に関して目標とインパクトをす

べてのステークホルダーに明確に伝えるためのロードマップであ

る。 
 

 

37 国際資本市場協会, Sustainable Finance. 
38 国際資本市場協会, Green Bond Principles (GBP) (チューリッヒ：ICMA, 2025年), https://www.icmagroup.org/sustainable-finance/the-principles-guidelines-and-handbooks/green-bond-principles-gbp/. 
39 国際資本市場協会, Green Bond Principles: Voluntary Process Guidelines for Issuing Green Bonds (チューリッヒ：ICMA, 2022年), https://www.icmagroup.org/assets/documents/Sustainable-finance/2022-

updates/Green-Bond-Principles-June-2022-060623.pdf. 
40 Ramón A. Alvarez et al., “Assessment of methane emissions from the U.S. oil and gas supply chain,” Science 361, no. 6398 (2018年):186–88, https://www.science.org/doi/10.1126/science.aar7204. 
41 Joannes D. Maasakkers et al., “A large increase in US oil and gas methane emissions derived from satellite observations (2010–2019年),” Nature Communications 14, no. 5048 (2023年), 

https://www.nature.com/articles/s41467-023-40671-6. 
42 Katlyn MacKay, Scott P. Seymour, Hugh Z. Li, Daniel Zavala-Araiza, and Donglai Xie, “A Comprehensive Integration and Synthesis of Methane Emissions from Canada’s Oil and Gas Value Chain,” 

Environmental Science & Technology 58, no. 32 (2024年):14203–14213, https://doi.org/10.1021/acs.est.4c03651 
43 捕集したメタンのその後の燃焼による排出は、正味の排出量削減効果に重要な影響を及ぼすとみなされないため含まれない。メタンの供給を相殺する可能性を考慮しなければ、20年間、1モルの CH4を漏洩しないで燃

焼した場合の CO2削減効果は約 96.8%である。100年間、1モルの CH4を漏洩しないで燃焼した場合の CO2削減効果は約 90.2%である。 

https://www.edf.org/sites/default/files/2025-06/Financing%20Methane%20Abatement%20Working%20Paper%20CGEP.pdf
https://www.edf.org/sites/default/files/2025-06/Financing%20Methane%20Abatement%20Working%20Paper%20CGEP.pdf
https://www.icmagroup.org/sustainable-finance/the-principles-guidelines-and-handbooks/green-bond-principles-gbp/
https://www.icmagroup.org/sustainable-finance/the-principles-guidelines-and-handbooks/green-bond-principles-gbp/
https://www.icmagroup.org/assets/documents/Sustainable-finance/2022-updates/Green-Bond-Principles-June-2022-060623.pdf
https://www.icmagroup.org/assets/documents/Sustainable-finance/2022-updates/Green-Bond-Principles-June-2022-060623.pdf
https://www.icmagroup.org/assets/documents/Sustainable-finance/2022-updates/Green-Bond-Principles-June-2022-060623.pdf
https://www.science.org/doi/10.1126/science.aar7204
https://doi.org/10.1021/acs.est.4c03651
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2 メタン・フレアリング削減に係るプロジェクトや活動の適格性の定義 

2.1 基本原則 

本指針の推奨事項は、環境に優しい金融商品の開発において透明性、野心的目標、誠実性を促進するための自主的なプロセ

ス・ガイドラインである。これらの目的を支援するために、本指針は、ICMA の包括的指針に従って、特に UoP 商品におけるメタ

ンとフレアリングの削減活動を含むように調整されている。本指針は、資本調達企業が ICMAの GBPに沿って、自らのセクター

に適用される範囲で以下の基本原則に従うことを推奨する。 

• 資本調達企業は、スコープ 1 と 2 の総排出量を削減すると

のコミットメントを企業レベルまたは国家レベルで行ってい

る、または今後行うようにするべきであり、UoP商品を通じて

調達された資金がより広範な脱炭素戦略に貢献しているこ

とを実証すべきである44。 

• プロジェクト活動は、短期ベース（20 年）と長期ベース（100

年）ともに、メタンとその他の温室効果ガス（GHG）の両方を

含む大幅な排出削減を測定可能かつ持続可能な形で達成

すべきである。すべてのプロジェクト案に関する排出削減の

影響は、入手可能な最良の証拠に基づいて定量化されるべ

きで、少なくとも表 2 のレベル 2（セクション 2.2、3.1、3.2 を

参照）に達している必要がある。 

• 資本調達企業は、排出源または削減プロジェクトごとに可能

な限り完全な排出削減を達成するプロジェクトを優先的に推

進すべきである。対象となる排出源または排出源グループ

のメタン削減を部分的にのみ達成するプロジェクトは、以下

の場合（セクション 2.2参照）においてのみ推奨される。 

– 完全な削減プロジェクトの支援活動、 

– より多い削減を見込めるプロジェクトが実施されるまでの

一時的な解決策、または 

– 独立したソリューションとしては、完全な削減がコスト的に

不可能であるか、技術的に実行不可能 

これらの場合に、当該プロジェクトが最も効果的な選択肢と

みなされるときに限る。 

 • 削減措置は排出削減が恒久的に維持されるように設計され

なければならない。排出削減は定期的に検証されなければ

ならず、その効果が中断した場合に迅速に是正するための

手順が整備されるべきである（セクション 2.2および 4.3を参

照）45。 

• プロジェクト活動は、結果として生じたプロジェクト範囲外の

排出によって、プロジェクト範囲内で達成された排出削減の

効果を実質的に損なわないように確保する必要がある。本

指針は、資本調達企業がプロジェクト活動から生じる間接的

な排出の影響を評価し、文書化することを推奨する（セクショ

ン 3.1および 3.2を参照）。 

• プロジェクト案は、炭素が固定（ロックイン）されるリスクを最

小限に抑えるべきである。インフラへの投資や効率性の改

善は、低炭素代替物へのトランジションを遅らせる可能性が

ある石油・ガス資産の利用の長期化を制限すべきである46。

このロックイン・リスクは、メタンとフレアリングの削減から生

じるより直接的な便益（セクション 2.2、3.1、3.2 を参照）と照

らし合わせて適切に評価されるべきである。 

• プロジェクトは、事業者が既に生産しているフィールドでの排

出削減の取り組みを支援するのはよいが、新たな油田やガ

ス田の開発を支援するために用いられるべきではない。操

業が新しいほど、一般的に排出源が少なく、改修やインフラ

更新に要する資本支出が少なくて済む47 48。また、新規に開

発される資産は設計上、低排出または非排出となるべきで

あり、排出削減の目的で資本市場を利用するのは望ましく

ない。 

 

44 GHGの削減を最大化するために、資金使途特定型の債券または融資には、メタンやフレアリングの削減を含むがこれに限定されない、複数の GHG排出削減活動を含めることができる。メタン排出やフレアリングによる

排出は、通常、小規模で分散した多数の排出源から生じる。フレアリングの削減などの CO2削減活動を含む複数の削減プロジェクト・活動を単一のまとまりのある削減計画に束ねることにより、資本調達企業は債券市場

でベンチマーク規模の取引を行いやすくなり、また、削減計画の効果を高めることができる。 
45 Greenhouse Gas Management Institute and Stockholm Environment Institute, “Permanence,” in The Carbon Offset Guide (ワシントン D.C. およびストックホルム：Greenhouse Gas Management Institute and 

Stockholm Environment Institute, 2025年), https://offsetguide.org/high-quality-offsets/permanence/. 
46 ここで定義されたような、供給サイドの炭素ロックインは、Unruh (2000年)、Heras (2024年)、Seto et al.(2016年)、Erickson et al.(2015年)などの文献で詳細に検討されている。これらの研究は、化石燃料への依存を

永続化させるインフラ、制度、経済のメカニズムを通じて供給サイドのロックインがどのように起こるかについて述べている。 
47 Xiao Lu et al., “Observation-derived 2010–2019 trends in methane emissions and intensities from US oil and gas fields tied to activity metrics,” Proceedings of the National Academy of Sciences 120, no. 12 

(2023年), https://www.pnas.org/doi/10.1073/pnas.2217900120. 
48 Felipe J. Cardoso-Saldaña, “Tiered Leak Detection and Repair Programs at Simulated Oil and Gas Production Facilities: Increasing Emission Reduction by Targeting High-Emitting Sources,” Environmental 

Science & Technology 57, no. 19 (2023年): 7382–7390, https://pubs.acs.org/doi/10.1021/acs.est.2c08582 

https://offsetguide.org/high-quality-offsets/permanence/
https://www.pnas.org/doi/10.1073/pnas.2217900120
https://pubs.acs.org/doi/10.1021/acs.est.2c08582
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• 資本調達企業は、自社のアプローチの目標と信頼性に関し

て投資家を安心させるべきである。なぜなら、こうすることに

よって部分的にしろ、取引に対する市場の見方が決まるた

めである。そのため、資本調達企業は公表した気候変動対

策の野心的な目標と政策当局と交わした約束との不整合を

最小限に抑えるべきである。本指針は、資本調達企業が

「We Mean Business Responsible Policy Engagement」の

企業アドボカシー指針に概説されているアプローチに従うこ

とを奨励する49。 

• 本指針は、資本調達企業が安全衛生リスクに関する業界標

準の軽減枠組みとベストプラクティスを遵守することを推奨

する。これには、国際石油・ガス生産者協会（IOGP）の報告

書 45650、41551、51052、またはその他の同等のプロトコル

が含まれる可能性がある。これらの文書は、企業が継続的

改善プロセスを通じて、企業レベルと施設レベルの両方でプ

ロセスの安全や資産保全に係る KPI を実施し開示すること

を奨励している。さらに、本指針は、資本調達企業に対し、

新たなプロセスや設備のリスク分析と使用者の訓練を実施

すること、および、計画されたメタンやフレアリングの削減の

取り組みから生じる固有のプロセス、健康または安全に係る

リスクを、それらを軽減するための戦略とともに示すことを強

く奨励する。 

 

  

 

 

 

49 We Mean Business Coalition. Corporate Climate Policy Engagement Reporting Template. 2025年 2月 10日, We Mean Business Coalition, https://www.wemeanbusinesscoalition.org/wp-

content/uploads/2025/02/WMBC-Corporate-Advocacy-Template.pdf 
50 International Association of Oil & Gas Producers, Process safety – Recommended practice on key performance indicators, IOGP Report 456 (ロンドン：IOGP, 2011年), 

https://www.iogp.org/bookstore/product/process-safety-recommended-practice-on-key-performance-indicators/. 
51 International Association of Oil & Gas Producers (IOGP).Asset Integrity: The Key to Managing Major Incident Risks. Report 415, 2024年 6月. https://www.iogp.org/bookstore/product/asset-integrity-the-key-

to-managing-major-incident-risks/ 
52 International Association of Oil & Gas Producers. Operating Management System Framework for Controlling Risk and Delivering High Performance in the Oil and Gas Industry. Report No. 510, 2014年 6月

24日.IOGP, https://www.iogp.org/bookstore/product/operating-management-system-framework-for-controlling-risk-and-delivering-high-performance-in-the-oil-and-gas-industry/ 

https://www.wemeanbusinesscoalition.org/wp-content/uploads/2025/02/WMBC-Corporate-Advocacy-Template.pdf
https://www.wemeanbusinesscoalition.org/wp-content/uploads/2025/02/WMBC-Corporate-Advocacy-Template.pdf
https://www.wemeanbusinesscoalition.org/wp-content/uploads/2025/02/WMBC-Corporate-Advocacy-Template.pdf
https://www.iogp.org/bookstore/product/process-safety-recommended-practice-on-key-performance-indicators/
https://www.iogp.org/bookstore/product/process-safety-recommended-practice-on-key-performance-indicators/
https://www.iogp.org/bookstore/product/asset-integrity-the-key-to-managing-major-incident-risks/
https://www.iogp.org/bookstore/product/asset-integrity-the-key-to-managing-major-incident-risks/
https://www.iogp.org/bookstore/product/asset-integrity-the-key-to-managing-major-incident-risks/
https://www.iogp.org/bookstore/product/operating-management-system-framework-for-controlling-risk-and-delivering-high-performance-in-the-oil-and-gas-industry/
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2.2 メタンとフレアリングを削減するプロジェクトや活動の選択 

下表（表 1）は潜在的なメタン排出源と、意図どおりに実施されればセクション 2.1 で示した原則と整合する削減プロジェクトに関

する例示的、非網羅的なリストである。資本調達企業は、表 1 に記載されていないプロジェクトであっても、セクション 2.1 で推奨

されている原則を満たしていれば検討することができる。 

調達資金は、削減を直接推進する設備投資（Capex）、運営費（Opex）をともに補填することができる。また、間接的に削減活動

を支える支出も対象とすることができる。例えば、 

• スタッフの雇用 

• ソフトウェアなどのバックエンド関連インフラの使用許諾 

• 独立系の専門家やコンサルタントの確保 

• 監査または認証に関する外部企業との契約 

• スタッフに対する研修や能力開発の提供 

• パイロットプロジェクト、科学的・工学的調査、実現可能性調

査の実施 

本指針は、各削減活動の技術的・経済的実現可能性、有効性および関連リスクは国や事業者、プロジェクト、施設によって大きく

異なる可能性があることを認識している。歴史的な業界慣行、古いインフラの完全性、規制的・制度的枠組みの違いが、特定の

削減措置の有効性に影響を及ぼし得る。したがって、本指針は、資本調達企業が追加的な助言を求めること、または自ら

デュー・ディリジェンスを実施し、特定の排出源に対して最も合目的的かつ効果的な削減策を選択することを推奨する。さらなる

指針については、セクション 3.1、セクション 4.1、セクション 4.2を参照。 

下表は、資本調達企業が取り得る排出削減措置を列挙したもので、各活動は潜在的なカーボン・ロックインリスク、排出削減の

永続性、排出削減の完全性に照らして評価される。本指針は、カーボン・ロックインリスクが限定され、永続性が高く、完全なプロ

ジェクトを資本調達企業が優先することを推奨する。もっとも、この表は排他的な分類を意図したものではなく、むしろ、事業状況

に適したプロジェクトを選択して最大の排出削減につなげるための優先順位付けに関する指針である。 
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• 限定的なカーボン・ロックインリスク（YES）:この表示は、「カー

ボン・ロックイン」リスクが低いプロジェクト、すなわち、炭素排出

の少ない代替物へのトランジションを遅らせて高排出資産の使

用を大幅に引き伸ばすようなことがないプロジェクトに適用され

る。カーボン・ロックインの最大のリスクは、石油・ガス生産の増

加を促進する、あるいは長い投資回収期間を伴う寿命の長い

新規インフラ（パイプライン、処理施設など）を必要とする資本集

約的なプロジェクトから生じる。ただし、資本調達企業は、カー

ボン・ロックインリスクとメタンやフレアリングの削減による直接

的な気候上の利益とを比較検討すべきである。カーボン・ロック

インリスクが重大とみなされる場合、資本調達企業はすべての

スコープでプロジェクトの GHGの正味削減効果を定量化し、詳

細に説明すべきである。 

• 永続性（YES）:この表示は設計上、または定期的モニタリング

によって、永続的、長期的かつ耐久性のある排出削減をもたら

すプロジェクトに適用される53。 

永続性は、通常、以下の場合に満たされる。 

– プロジェクトの設計自体が、排出削減（例：排出設備を低排出

または非排出の設備に交換）をもたらす 

– プロジェクトからの排出削減が、以下を定めた計画に従って

定期的にモニタリングされている 

+ 報告すべきデータと情報の種類 

+ データの出所 

+ モニタリングの方法論 

+ モニタリングの頻度と期間 

+ データが所在し保持されている情報管理システム 

+ 使用されるモニタリング設備や測定設備のキャリブレーショ

ン（補正）要件 

• 永続性（NO）:この表示は、永続的、長期的かつ耐久性のある

排出削減を提供しないプロジェクトに適用される。こういったプ

ロジェクトは、通常、信頼できる水準でその影響を計算・監視す

る仕組みにあまり重きを置かないで提案される。 

 

• 完全性（YES）：この表示は、設計上、完全かつ即時のメ

タン削減を提供するプロジェクトに適用され、多くの場

合、信頼に足るモニタリング計画と組み合わされてい

る。これらは通常、以下のいずれかの方法で排出量を

削減する。 

– 排出している設備を排出ゼロまたは最小限に抑える

最先端の設備と交換 

– 新しい設備の設置による排出源の除去 

– 操業手順書の変更による既存排出源の除外 

• 完全性（NO）：この表示は、排出源の部分的なメタン削

減を提供するプロジェクトに適用される。具体例として、 

– 排出源を制御装置に連結することにより、排出源の 

影響を低減 

– 最先端ではないが新しい設備を設置することにより、

排出源の影響を低減 

– 排出削減を含まないが、モニタリングプログラムを 

実施 

– 操業手順書の変更を通じて、既存の排出源からの排

出を削減するが完全には排除しない 

他の自主的な枠組みと同様に、削減計画あるいはプロ

ジェクトが排出削減の基準や目標に対して十分に野心的

な水準であるかどうかの判断は、最終的には資本提供企

業に委ねられる。上記および以下の指針は、資本調達企

業が自社の目標とインパクトを伝えるためのロードマップ

として活用すべきものである。 

  

 

53 国際標準化機構, ISO 14064-2:2019, Greenhouse gases — Part 2:Specification with guidance at the project level for quantification, monitoring and reporting of greenhouse gas emission reductions or 

removal enhancements (ジュネーブ：ISO, 2019年), https://www.iso.org/standard/66454.html. 

https://www.iso.org/standard/66454.html
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表 1：潜在的排出源と推奨される削減活動 

排出源 推奨される削減活動 

限定的なカー

ボン・ロックイ

ンリスク 

高い永続性 完全性 

グリコール脱水

システム 

グリコール・スキマー・ガスの排出経路変更54 
55 

YES YES NO 

グリコール脱水システムの代わりに乾燥剤脱

水システムを設置56 57 
YES YES YES 

グリコールに吸収されたガスをガス・コンタク

ターから除去するため、脱水プロセスにおいて

フラッシュタンク・セパレーターを設置58 

YES YES NO 

排出ガスを販売ガスまたは原料ガスへ回収す

る炭化水素ガス回収装置（VRU）を設置59 
YES YES YES 

水飽和グリコール・ストリームへのガスのキャ

リーオーバーを低減するため、循環速度を最

適化60 

YES YES NO 

グリコール脱水システムをメタノール注入な

ど、通気弁のない脱水方法に変更61 
YES YES YES 

電動グリコール循環ポンプを使用62 YES YES NO 

設備からの漏洩 

非意図的漏洩源に関してハンドヘルド（携帯

測定器）などの先進的なメタン検出機器を使

用する漏洩検出・修理（LDAR）プログラム63 64 

YES YES NO 

設備からの漏洩を防止するための完全な予

防的保守計画 
YES NO NO 

大量にメタンを排出

している排出源 

人工衛星または上空飛行を含むトップダウン

検出の実施 
YES NO NO 

異常なプロセス状況

／大量にメタンを排

出している排出源 

サイト・レベルの先進的なモニタリング計画と、

検出された排出事象に対する根本原因分析

手順の組み合わせ65 

YES NO NO 

排出源の定量化 
最も大きな削減を期待できる排出源を決定す

るために定量化調査を実施66 
YES NO NO 

表の続き> 

 

 

54 米国環境保護庁, Reroute Glycol Skimmer Gas (ワシントン D.C.：米国環境保護庁, 2025年), https://www.epa.gov/natural-gas-star-program/reroute-glycol-skimmer-gas. 
55 排出源を除去する長期戦略の一部として許容される一時的または部分的な削減策。 
56 米国環境保護庁, Desiccant Dehydrators (ワシントン D.C.：米国環境保護庁, 2025年), https://www.epa.gov/natural-gas-star-program/desiccant-dehydrators. 
57 Methane Guiding Principles, Reducing Methane Emissions from Process Venting (ロンドン：Methane Guiding Principles, 2024年), https://methaneguidingprinciples.org/wp-

content/uploads/2024/05/MGP2024_Best-Practice_venting_FINAL.pdf. 
58 米国環境保護庁, Flash Tank Separators (ワシントン D.C.：米国環境保護庁, 2025年), https://www.epa.gov/natural-gas-star-program/flash-tank-separators. 
59 米国環境保護庁, Vapor Recovery Units (ワシントン D.C.：米国環境保護庁, 2025年), https://www.epa.gov/natural-gas-star-program/vapor-recovery-units. 
60 米国環境保護庁, Optimize Glycol Circulation (ワシントン D.C.：米国環境保護庁, 2025年), https://www.epa.gov/natural-gas-star-program/optimize-glycol-circulation. 
61 米国環境保護庁, Methanol Injection (ワシントン D.C.：米国環境保護庁, 2025年), https://www.epa.gov/natural-gas-star-program/methanol-injection. 
62 米国環境保護庁, Electric Glycol Circulation Pumps (ワシントン D.C.：米国環境保護庁, 2025年), https://www.epa.gov/natural-gas-star-program/electric-glycol-circulation-pumps. 
63 監視計画は、修復・予防計画と組み合わせる必要がある。 
64 Methane Guiding Principles, Best Practice Guide: Reducing Methane Emissions from Leaks in the Natural Gas Value Chain (ロンドン：Methane Guiding Principles, 2024年), 

https://methaneguidingprinciples.org/wp-content/uploads/2024/05/MGP2024_Best-Practice_Leaks_FINAL.pdf. 
65 蒸気回収装置（VRU）やフレア制御装置の設置などのフォローアップ・修理・予防計画と、有効性を監視するための高度なサイト・レベルの監視計画とを組み合わせる必要がある。  
66 測定情報に基づいたインベントリ結果を評価し、除去の対象となる排出源を定める戦略と組み合わせる必要がある。 

https://www.epa.gov/natural-gas-star-program/reroute-glycol-skimmer-gas
https://www.epa.gov/natural-gas-star-program/reroute-glycol-skimmer-gas
https://www.epa.gov/natural-gas-star-program/desiccant-dehydrators
https://methaneguidingprinciples.org/wp-content/uploads/2024/05/MGP2024_Best-Practice_venting_FINAL.pdf
https://methaneguidingprinciples.org/wp-content/uploads/2024/05/MGP2024_Best-Practice_venting_FINAL.pdf
https://methaneguidingprinciples.org/wp-content/uploads/2024/05/MGP2024_Best-Practice_venting_FINAL.pdf
https://www.epa.gov/natural-gas-star-program/flash-tank-separators
https://www.epa.gov/natural-gas-star-program/vapor-recovery-units
https://www.epa.gov/natural-gas-star-program/optimize-glycol-circulation
https://www.epa.gov/natural-gas-star-program/methanol-injection
https://www.epa.gov/natural-gas-star-program/electric-glycol-circulation-pumps
https://www.epa.gov/natural-gas-star-program/electric-glycol-circulation-pumps
https://methaneguidingprinciples.org/wp-content/uploads/2024/05/MGP2024_Best-Practice_Leaks_FINAL.pdf
https://methaneguidingprinciples.org/wp-content/uploads/2024/05/MGP2024_Best-Practice_Leaks_FINAL.pdf
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排出源 推奨される削減活動 

限定的なカー

ボン・ロックイ

ンリスク 

高い永続性 完全性 

貯蔵タンク 

複数の場所にあるタンクを一元管理し、通気弁

のない設備または炭化水素ガス回収装置を備

えた設備に産出物を誘導 

NO YES YES 

炭化水素ガス回収塔を使用して炭化水素ガス

を捕集、大気タンクのフラッシュ（突然の排出）

を制限、フラッシュ・ガスを低圧販売ガス管、生

産コンプレッサー吸入管または敷地内の燃料

ガス供給管に誘導67 

YES YES YES 

タンクレス設備の設置－タンクを使用しない設

備の設計 
NO YES YES 

加圧貯蔵タンク、ブランケット・ガスの導入68 YES YES NO 

上流分離器のダンプバルブを定期的にモニタリ

ングし、正常に作動していることを確認 
YES NO NO 

タンク圧力監視システムと過圧警報装置の

設置 
YES NO NO 

光学式ガス・イメージング（OGI）カメラ、リモー

ト・カメラ、またはローカル固定センサーなどを

使用して、シーフハッチと安全弁を定期的にモ

ニタリング 

YES NO NO 

統合オペレーションセンターを活用してタンク電

池を遠隔監視 
YES NO NO 

タンクの定期的モニタリングの際にシーフハッ

チを開く必要性をなくすため、自動タンク計測シ

ステムを使用 

YES NO NO 

液体のアンローディ

ング（取り出し） 

手動で液体をアンローディングしたり、ガスを大

気に放出したりすることなく井戸を持ち上げるリ

フティング・エージェント（例：発泡剤、ソープ・ス

トリング、界面活性剤、速度チューブの設置、ガ

スリフト・コンプレッサーの設置、井戸ポンプの

設置、圧力を高めるための一時的な閉鎖）の使

用 

YES YES NO 

大気放出をなくすために必要なプランジャー・リ

フト・システムと追加設備を設置69 
YES YES YES 

表の続き> 

 

67 米国環境保護庁, Vapor Recovery Units. 
68 米国環境保護庁, Pressurized Storage Tank, (ワシントン D.C.：米国環境保護庁, 2025年), https://www.epa.gov/natural-gas-star-program/pressurized-storage-tank. 
69 米国環境保護庁, Plunger Lift System Without Planned Atmospheric Venting, (ワシントン D.C.：米国環境保護庁, 2025年), https://www.epa.gov/natural-gas-star-program/plunger-lift-system-without-planned-

atmospheric-venting. 

https://www.epa.gov/natural-gas-star-program/pressurized-storage-tank
https://www.epa.gov/natural-gas-star-program/pressurized-storage-tank
https://www.epa.gov/natural-gas-star-program/plunger-lift-system-without-planned-atmospheric-venting
https://www.epa.gov/natural-gas-star-program/plunger-lift-system-without-planned-atmospheric-venting
https://www.epa.gov/natural-gas-star-program/plunger-lift-system-without-planned-atmospheric-venting
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排出源 推奨される削減活動 

限定的なカー

ボン・ロックイ

ンリスク 

高い永続性 完全性 

圧縮空気装置 

ガス駆動式圧縮空気装置の代わりに、通気弁

経由の排出がない（すなわち、排出がない電気

式、機械式、または計器式の）空気圧コント

ローラー、アクチュエーター、ポンプの設置70 71 

YES YES YES 

ガス駆動式の空気圧ポンプ、コントローラーな

どの装置に対する LDAR検査の実施 

必ず、これらの装置の正確なインベントリを維

持し、毎年更新72 

YES YES NO 

ガス駆動式圧縮空気装置から制御装置へ排出

ガス流を誘導 
YES YES YES 

パイプラインからの

ブローダウン（放出） 

既存の接続網、一時的なバイパス、可搬式コン

プレッサー、または窒素パージガスを利用して

既存の低圧ガスシステムにガスを再誘導73 

YES YES YES 

大気中に放出されるガスを燃料に再誘導 YES YES YES 

パイプラインに新しい分岐を接続する際、また

は修理を完了する際に、真空システムではなく

パイプライン・ホットタッピングを使用74 

YES YES YES 

ブローダウン時の量を最小にするように隔離弁

を構成75 
YES YES NO 

パイプライン・ピグの

発射と回収 

炭化水素ガス回収装置を使用し、メタンを低圧

販売ガス管、生産コンプレッサー吸入管、また

は敷地内の燃料ガス供給管に誘導 

YES YES YES 

炭化水素ガス回収装置を使用し、メタンを制御

装置に誘導76 
YES YES YES 

インライン・ピグの設置77 YES YES NO 

レシプロ・コンプレッ

サー 

通常のベンティング（通気弁経由の排出）基準

値に対し過剰または異常な排出を特定するた

め、定期的に LDAR計画を実行 

YES NO NO 

通気弁を低圧販売ガス管、生産コンプレッサー

吸入管または敷地内の燃料ガス供給管に連結

する炭化水素ガス回収装置の使用 

YES YES YES 

通気弁を制御装置に連結する炭化水素ガス回

収装置の使用 
YES YES YES 

表の続き> 

 

70 米国環境保護庁, Instrument Air Controllers, (ワシントン D.C.：米国環境保護庁, 2025年), https://www.epa.gov/natural-gas-star-program/instrument-air-controllers. 
71 米国環境保護庁, Mechanical Controllers, (ワシントン D.C.：米国環境保護庁, 2025年), https://www.epa.gov/natural-gas-star-program/mechanical-controllers. 
72 Methane Guiding Principles, Best Practice Guide: Reducing Methane Emissions from Pneumatic Devices in the Natural Gas Value Chain , (ロンドン：Methane Guiding Principles, 2024年), 

https://methaneguidingprinciples.org/wp-content/uploads/2024/05/MGP2024_Best-Practice_Pneumatics_FINAL.pdf. 
73 米国環境保護庁, Route Blowdown Gas to Low-Pressure System, (ワシントン D.C.：米国環境保護庁, 2025年), https://www.epa.gov/natural-gas-star-program/route-blowdown-gas-low-pressure-system. 
74 米国環境保護庁, Pipeline Hot Taps, (ワシントン D.C.：米国環境保護庁, 2025年), https://www.epa.gov/natural-gas-star-program/pipeline-hot-taps. 
75 米国環境保護庁, Redesign Blowdown/Venting Systems, (ワシントン D.C.：米国環境保護庁, 2016年), https://19january2017snapshot.epa.gov/sites/production/files/2016-

06/documents/redesignblowdownsystems.pdf. 
76 排出物質を利用のために誘導する長期戦略の一部として許容される一時的または部分的な削減策 
77 排出物を捕集し、販売などの用途に誘導する方法と組み合わせる必要がある。 

https://www.epa.gov/natural-gas-star-program/instrument-air-controllers
https://www.epa.gov/natural-gas-star-program/instrument-air-controllers
https://www.epa.gov/natural-gas-star-program/mechanical-controllers
https://www.epa.gov/natural-gas-star-program/mechanical-controllers
https://methaneguidingprinciples.org/wp-content/uploads/2024/05/MGP2024_Best-Practice_Pneumatics_FINAL.pdf
https://methaneguidingprinciples.org/wp-content/uploads/2024/05/MGP2024_Best-Practice_Pneumatics_FINAL.pdf
https://www.epa.gov/natural-gas-star-program/route-blowdown-gas-low-pressure-system
https://www.epa.gov/natural-gas-star-program/route-blowdown-gas-low-pressure-system
https://www.epa.gov/natural-gas-star-program/pipeline-hot-taps
https://19january2017snapshot.epa.gov/sites/production/files/2016-06/documents/redesignblowdownsystems.pdf
https://19january2017snapshot.epa.gov/sites/production/files/2016-06/documents/redesignblowdownsystems.pdf
https://19january2017snapshot.epa.gov/sites/production/files/2016-06/documents/redesignblowdownsystems.pdf
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排出源 推奨される削減活動 

限定的なカー

ボン・ロックイ

ンリスク 

高い永続性 完全性 

レシプロ・コンプレッ

サー 

メンテナンス、テスト、またはシャットダウンの

間、ブローダウン・ガスを低圧システムに誘導78 
YES YES NO 

エンジンスタートに代えて排出ゼロの（圧縮空

気、電力による）エンジンスタート79 
YES YES YES 

ロッドパッキング検査での漏洩の指摘に基づ

き、レシプロ・コンプレッサー・パッキングカップ、

リング、ガスケット、ロッドを交換またはアップグ

レードする計画の実施 

交換は、少なくとも 3年ごとに、または過度なベ

ンティングが確認されたときはすぐに実施 

YES YES NO 

ガス燃料エンジンの代わりに電動モーターを設

置することにより、燃料ガス供給管からエンジ

ンに漏洩する可能性があるメタン、再起動時の

コンプレッサーのブローダウン、エンジンのガス

スターター、不完全燃焼を削減80 

可変 YES NO 

シリンダー・アンローダーの交換81 YES YES NO 

1,000馬力以上／リッチ燃焼のエンジンに空燃

比制御システムを搭載することにより、排出後

に捕集された炭化水素を吸気口からエンジン

に送り込み燃料として使用するなど、パフォー

マンスを最大化 

YES YES NO 

エンジンに新メタン還元触媒を搭載 可変 NO NO 

遠心式コンプレッ

サー 

通常のベンティング（通気弁経由の排出）基準

値に対し過剰または異常な排出を特定するた

め、定期的に LDAR計画を実行 

YES NO NO 

ガススタート時や通気弁からの排出時に炭化

水素ガス回収装置を使用し、メタンを低圧販売

ガス管、生産コンプレッサー吸入管または敷地

内の燃料ガス供給管に誘導 

YES YES YES 

ガススタート時や通気弁からの排出時に炭化

水素ガス回収装置を使用し、メタンをフレアまた

は触媒破壊制御に誘導 

YES YES NO 

メンテナンス、テスト、またはシャットダウンの

間、ブローダウン・ガスを低圧システムに誘導 
YES YES NO 

表の続き> 

 

78 米国環境保護庁, Route Blowdown Gas to Low-Pressure System. 
79 米国環境保護庁, Air Starters, (ワシントン D.C.：米国環境保護庁, 2025年), https://www.epa.gov/natural-gas-star-program/air-starters. 
80 米国環境保護庁, Electric Compressor Motors, (ワシントン D.C.：米国環境保護庁, 2025年), https://www.epa.gov/natural-gas-star-program/electric-compressor-motors. 
81 Methane Guiding Principles, Best Practice Guide: Reducing Methane Emissions from Energy Use & Power Generation in the Natural Gas Value Chain, (ロンドン：Methane Guiding Principles, 2024年), 

https://methaneguidingprinciples.org/wp-content/uploads/2024/05/MGP_Best-Practice-Guide-Energy-Use_FINAL.pdf. 

https://www.epa.gov/natural-gas-star-program/air-starters
https://www.epa.gov/natural-gas-star-program/electric-compressor-motors
https://www.epa.gov/natural-gas-star-program/electric-compressor-motors
https://methaneguidingprinciples.org/wp-content/uploads/2024/05/MGP_Best-Practice-Guide-Energy-Use_FINAL.pdf
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排出源 推奨される削減活動 

限定的なカー

ボン・ロックイ

ンリスク 

高い永続性 完全性 

遠心式コンプレッ

サー 

エンジンスタートに代えて排出ゼロの（圧縮空

気、電力による）エンジンスタート 
YES YES NO 

操業時間に基づいた一定のスケジュールでレ

シプロ・コンプレッサー・リングを交換 
YES NO NO 

ガス燃料エンジンの代わりに電動モーターを設

置することにより、燃料ガス供給管からエンジ

ンに漏洩する可能性があるメタン、再起動時の

コンプレッサーのブローダウン、エンジンのガス

スターター、不完全燃焼を削減 

可変 YES NO 

1,000馬力以上／リッチ燃焼のエンジンに空燃

比制御システムを搭載することにより、排出後

に捕集された炭化水素を吸気口からエンジン

に送り込み燃料として使用するなど、パフォー

マンスを最大化 

YES YES NO 

その他のエンジン

（ポンプ式ジャッキ、

発電機、掘削リグな

ど） 

ガス燃料エンジンの代わりに電動モーターを設

置 
NO YES YES 

1,000馬力以上／リッチ燃焼のエンジンに空燃

比制御システムを搭載することにより、排出後

に捕集された炭化水素を吸気口からエンジン

に送り込み燃料として使用するなど、パフォー

マンスを最大化 

YES YES NO 

エンジンにメタン還元触媒を搭載 YES YES NO 

坑井仕上げ（Well 

Completions） 

生産会社は、水圧破砕坑井で排出削減型坑井

仕上げ（REC）を実施し、大気中へのベンティン

グを制限するため、坑井仕上げ中や坑井の修

理中に発生する天然ガスを捕集し、セールス・

パイプラインに誘導。RECが実行不可能な場

合は、ガスを回収して燃焼装置に誘導82 

YES YES YES 

坑口装置からの排出 

油井ケーシング・ヘッドからのベンティングを排

除するため、炭化水素ガスを捕集 
YES YES YES 

環状空間からのベンティングを排除するため、

炭化水素ガスを捕集 
YES YES YES 

限界坑井 限界坑井を塞いで廃棄83 YES YES 
YES 

（将来の漏洩を最小限に抑えるベ

ストプラクティスを想定） 

表の続き> 

 

82 米国環境保護庁, Reduced Emission Well Completions and Workovers, (ワシントン D.C.：米国環境保護庁, 2025年), https://www.epa.gov/natural-gas-star-program/reduced-emission-well-completions-and-

workovers. 
83 米国環境保護庁, Well Plugging, (ワシントン D.C.：米国環境保護庁, 2025年), https://www.epa.gov/natural-gas-star-program/well-plugging. 

https://www.epa.gov/natural-gas-star-program/reduced-emission-well-completions-and-workovers
https://www.epa.gov/natural-gas-star-program/reduced-emission-well-completions-and-workovers
https://www.epa.gov/natural-gas-star-program/reduced-emission-well-completions-and-workovers
https://www.epa.gov/natural-gas-star-program/well-plugging
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排出源 推奨される削減活動 

限定的なカー

ボン・ロックイ

ンリスク 

高い永続性 完全性 

フレアリング 

排ガスを地下に再貯留 NO YES YES 
(ガスを 100%注入する場合) 

敷地内の電力（発電、マイクロタービンなど）向

け、または電力会社への販売向けに、敷地内

で廃ガスを使用して発電 

可変 YES 
代替される発電量と使用されるガ

スの割合による 

高圧操業の坑井から、フレアされる可能性のあ

るガスを 2段階で分離する設備の設置 
YES YES YES 

ガスの注入・圧縮、道路輸送（圧縮天然ガス） NO YES 
ガスが使用される方法と代替され

たエネルギー源による 

ミニ LNG（液化天然ガス）スキッドの設置 可変 YES 
ガスが使用される方法と代替され

たエネルギー源による 

ミニ GTL（天然ガスを液体燃料に変換）スキッド

の設置 
可変 YES 

ガスが使用される方法と代替され

たエネルギー源による 

緊急時を含め、フレア能力と生産水準を確実に

維持するためのシステムを導入 
NO YES NO 

LDAR調査中にフレアを監視し、追加の定期検

査（視覚・聴覚・嗅覚（AVO）及び技術・保守点

検）を実施 

YES NO NO 

石油／ガス坑井が稼働する前に、すべてのガ

スを販売インフラに搬入 
NO YES 

排除されたガスによ

る 

フレアリングの機能や効率を遠隔監視するシス

テムの設置。具体的には、監視制御・データ収

集（SCADA）システムとロジック・コントロー

ラー、断続的なフレアリングを伴った未監視の

フレア・スタックに関する自動点火システム、パ

イロットが点灯したままであることを確実にする

ための熱電対（温度センサー）、設置済みのフ

レームアウト（失火）検出装置など 

YES NO NO 

表の続き> 
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排出源 推奨される削減活動 

限定的なカー

ボン・ロックイ

ンリスク 

高い永続性 完全性 

ギャザリング・パイプ

ライン 

漏洩検知・補修技術を活用し、ギャザリング用

などのパイプラインからの漏洩を検査 
YES NO NO 

パイプライン清掃（ピギング）、パイプライン加

熱または化学薬剤注入により、液体や水分の

蓄積に伴う圧力低下から生じる圧縮やフレアリ

ングの必要性を低減 

YES NO NO 

ガス・液体専用パイプラインを設置して多相流

を回避し、パイプラインの目詰まり／圧力低下

から生じる圧縮やフレアリングの必要性を低減 

YES YES YES 

漏洩率がさほど高くないパイプの古い、損傷し

た、または漏洩している部分を交換 
YES YES YES 
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3 環境効果の定量化と報告 

3.1 プロジェクトの提案と選定 

本指針は、資本調達企業が UoP 商品のプロジェクトを提案する際、当該プロジェクトによって予想されるメタン排出削減の観点

からその影響を定量化することを推奨する。この定量化は、様々な削減活動の相対的価値を比較し、資本配分の判断に情報を

提供する上で不可欠である。資本調達企業は、その他の温室効果ガス、大気汚染物質、労働安全衛生リスクの軽減など、その

他の副次的便益を可能な限り定量化する取り組みを検討すべきである。 

本指針は、資本調達企業の推計値が定量化基準の階層に従っていることを推奨する（表 2）。迅速で費用対効果の優れた排出

量の推計を表 2 におけるレベル 2（すなわち、「石油・ガス・メタンパートナーシップ（OGMP）」レベル 3 に沿った一般的排出係数

に基づく推定値）以上で可能にする定量化ツールが広く利用可能であることを踏まえると、資本調達企業は、レベル 2 の基準を

満たさない推定値の使用を避けるべきである。 

プロジェクト前の排出ベースラインや削減量の予測からプロジェクト後の排出量の定量化に移行する場合、資本調達企業は 

定量化の精度向上を支援するため、測定手法を更新していくことが推奨される。これは、ベースライン排出量との比較を困難に

する場合もあるが、排出データの質の向上により、資本調達企業が排出源を正確に把握し、削減努力を継続しているという信頼

をステークホルダーに与えることができる。 

 
 

最高精度 

 

• 通気弁経由のメタン流量を補正済み流量計に

より連続直接測定 

• 通気弁経由のガス流量の連続直接測定と、

経験的に得られたガス組成データの組み合

わせ 

• フレアリングまたは燃焼から生じるメタンの排

出源に関して、通気弁経由のガス流量の連続

直接測定と、経験的に導き出されたガス組成

データや経験的に導き出されたメタンスリッ

プ・破壊効率との組み合わせ 

 • 排出源の直接測定から導き出された固有の 

排出係数 

• 直接測定情報によって裏付けられ、遠隔測定に

よって検証された工学計算、プロセス・モデルま

たは排出係数（一時的にあらゆる操業条件に適

用） 

• ボトムアップの排出源レベルの排出定量化を、

実行可能で関連性がある適切な手法を用いた

トップダウンの照合によって裏付け 

低精度 

メーカー独自の排出係数、または最近の研究に基づく、排出源、操業条件、地域のいずれをも代表する

排出係数 

排出源、操業条件または地域のいずれも代表していない一般的排出係数に基づく推定値 

 
 

表 2：排出源レベルのメタン排出定量化基準のヒエラルキー 
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資本調達企業の排出削減計画に対する信頼を得るために、

資本調達企業は、取引成立前のプロジェクト案について外部

評価機関に以下の指標を提供すべきである。 

• ポートフォリオ内の各適格プロジェクトに関する削減量（フレ

アリングによる CH4 と CO2の排出量（トン））の定量的推定

値。この削減量は、影響を受ける排出源の基準排出量から

実施後に予想される排出量を差し引くことによって計算する 

• プロジェクトまたはプロジェクトのポートフォリオとセクション

2.1で示した原則および／または表 1の「潜在的排出源と削

減活動」との整合性に関する記述 

• 各適格プロジェクトについて最大限の削減量を達成する 

ために必要な性能上または操業上の条件の詳細 

 

信頼性をさらに高めるために、資本調達企業は以下の指標

の提供を検討することができる。 

• 報告事業体の排出目標が設定されている場合、個別プロ

ジェクトおよび／またはプロジェクト・グループが当該目標に

与える影響の定量化 

• プロジェクト案がサプライチェーンの他の上流部門または  

下流部門においてその他の GHG に及ぼすと予想される直

接的または間接的影響（GHG ごと、年間トン）を定量化し軽

減しようとする資本調達企業の取り組みの説明 

• カーボン・ロックインリスクによる損失面を評価し、損失を最

小限に抑える取り組みの詳細。これには、気候整合的な戦

略の詳細を提供することや、メタンとフレアリングの削減にそ

れほど悪影響が生じない場合に運営費や改修のみに関わ

るプロジェクトを優先することなどがある 

• プロジェクトの一環として達成されるその他の社会的・環境

的便益と潜在的な悪影響の定量化と記述 
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3.2 報告 

本指針は、「グリーンボンド原則(GBP)ハンドブック：インパクト・レポーティングについて調和のとれた枠組み」に沿った84報告を

推奨する。本指針は、以下の報告基準がGBPに規定された報告要件と併せて毎年公表され、外部評価機関による公開報告お

よび評価を行うことが推奨される。 

• 削減プロジェクトのポートフォリオに関して、実現したメタン排出削減量（トンCH4）とフレアリングによる排出削減量（CO2排出量

および／またはフレアされたガスの量）。各削減量は、全体的な GHG 削減量とは別の項目として、また、（計算方法は時間の

経過とともに改良されるため、）最新の計算方法を用いて毎年報告されるべきである（参照）3.1参照） 

• 表 2に沿って、削減量を決定するために使用された定量化方法の記述 

資本調達企業は、実行可能で関連性がある場合には、以下の報告基準を公開または非公開で第三者に提供することを検討す

ることもできる。 

• プロジェクトまたはプロジェクトのポートフォリオとセクション

2.1で示した原則および／または表 1の「潜在的排出源と削

減活動」との整合性に関する記述 

• 定期的モニタリング計画や、排出量が予想を上回っている

兆候（設備の故障、オペレーターのミスなど）への対応など、

プロジェクトの全期間を通じて排出削減を確実に続けるため

の取り組み 

• プロジェクトがサプライチェーンの他の上流部門または下流

部門においてその他の GHG に及ぼすと予想される直接的

または間接的影響を資本調達企業が定量化し軽減しようと

取り組んでいる場合にその取り組みの説明85 

 
• プロジェクトの一環として達成されるその他の社会的・環境

的便益と潜在的悪影響の定量化と記述 

• カーボン・ロックインリスクによる損失面を評価し、損失を適

切に最小化する取り組みの詳細。これには、気候整合的な

戦略の詳細を提供することや、メタンとフレアリングの削減

にそれほど悪影響が生じない場合に運営費や改修のみに

関わるプロジェクトを優先することなどがある 

 

 
 

 

84 国際資本市場協会, Handbook: Harmonised Framework for Impact Reporting (チューリッヒ：国際資本市場協会, 2024年), https://www.icmagroup.org/assets/documents/Sustainable-finance/2024-

updates/Handbook-Harmonised-Framework-for-Impact-Reporting-June-2024.pdf. 
85 ケーススタディ：500マイルの鋳鉄製ギャザリング・パイプラインをHDPEギャザリング・パイプラインに交換するプロジェクト。 

パイプラインは、約 50の坑口からガスを収集する 10の中央バッテリーから濃厚な湿潤ガスを収集する。このプロジェクトはまた、ギャザリング・システムの全体容量を増やすことを意図しており、これにより上流部門の

将来のフレアリングが削減される可能性がある。より新しく漏洩の少ないパイプは、ギャザリング・パイプラインからの CH4排出を長期的に削減する。削減量の定量化に関しては、鋳鉄製パイプの過去数年間の操業中に

特定された大規模な断続的漏洩についてパイプ素材に基づく排出係数（パイプ 1マイル当たりのグラム CH4）を使用してもよい。加えて、容量増加による上流部門のフレアの低減も定量化されるべきである。ただし、ギャ

ザリング・パイプラインの撤去と交換の間に、坑井が生産を続け、天然ガスの他の出口がない場合には、追加の関連ガス・フレアリングが発生する可能性がある。これを軽減するために、事業者は、取引文書の一部とし

て提出されるプロジェクト計画の一環として以下の措置を考慮すべきである。 

• 生成されたガスが特定のパイプ部分の撤去／交換中にシステムに流入する時期を特定するため、ギャザリング・パイプライン・システムのフロー・モデリングを実施。坑井での流入再開によって見込まれる排出量がか

なりの量に上る場合には、これも考慮に入れるべきである 

• 特定の坑井に関して市場につながる経路がない間、坑井を閉鎖。意思決定プロセスの文書化 

• ガスが引き続き市場に流れることを可能にする一時的な設備の設置（これはどの場合にも実行可能とはいえないかもしれない） 

• プロジェクトによって発生する追加排出量を定量化し、推定値の不確実性の理由を特定。これらの排出量をプロジェクトの推定総排出削減量から控除  

• プロジェクトの立ち上げや実施期間中に、プロジェクトに関連する排出量の監視・報告計画を提供 

本指針は、上記指標に加えて、資本調達企業がプロジェクト開発と排出削減の主張を検証するために適格な外部監

査人と契約することを推奨する。本指針は、資本調達企業と契約した検証機関が規制機関や国家当局に報告された

データ、または独立系公共データ・プラットフォーム（フレアリングやメタンのベンティングに係る人工衛星など）から報

告されたデータを点検し矛盾をチェックすることを奨励する。 

https://www.icmagroup.org/assets/documents/Sustainable-finance/2024-updates/Handbook-Harmonised-Framework-for-Impact-Reporting-June-2024.pdf
https://www.icmagroup.org/assets/documents/Sustainable-finance/2024-updates/Handbook-Harmonised-Framework-for-Impact-Reporting-June-2024.pdf
https://www.icmagroup.org/assets/documents/Sustainable-finance/2024-updates/Handbook-Harmonised-Framework-for-Impact-Reporting-June-2024.pdf
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以下は、メタン削減活動の実施を検証する監査プロセスの一環として、資本調達企業が提供し得る証拠や文書の推奨リストで

ある。 

• 資本調達企業は、排出源となる機器の一覧、および排出量

を決定するために用いられる（表 2 に沿った）定量化方法を

毎年提供すべきである。 

• 削減関連インフラの全部もしくは一部の調達または削減計

画活動を実証するため、監査には発注書や請求書のレ

ビューを含めるべきである。 

• インフラ・プロジェクトの完全な、または部分的な完了やメタ

ン削減関連インフラの適切な操業を確認するため、検証に

は現地視察を含めることができる。これらの視察から生じ得

るコストを管理するため、資本調達企業やその他のカウン

ターパーティは、視察サイトの代表的候補リストの無作為な

選別を検討することができる。 

• 操業記録と SCADA システムは、推奨された操業範囲内で

の活動を記録し文書化するために使用されるべきである。 

 
• 資本調達企業は、削減計画の進捗に関して詳細なモニタリ

ング、排出量報告、修理記録を文書として残さなければなら

ない。 

• 証拠には、削減関連インフラの正しい操業手順、天然ガス

（メタン）の改良された取扱いまたはその他の削減プロセス

あるいはモニタリング技術について概説した標準操業手順

書が含められるべきである。 

• これには、削減関連インフラやモニタリング活動を最適に管

理する方法についてオペレーターに与えられた指示書（ワー

クショップ、研修マニュアルなど）も含まれる。 

• 削減関連インフラまたはモニタリング活動に関連してオペ

レーターや現場管理者の知識レベルとベストプラクティスの

遵守状況の検証のためにインタビューを含めることができ

る。 

 

資本調達企業は、外部監査の詳細を全文公表するか、または評価機関による評価の概要を示した要約文書を公表することがで

きる。本指針は、プロジェクトの展開を検証するに足る証拠を資本調達企業が提供できない場合、当該企業が追加説明と理由の

提供について検討することを奨励する。外部評価機関の選定と利用に関するさらなる指針は、以下のセクション 4 に記載されて

いる。 

 



   

 

   

 

39 

4 外部評価・検証 

資本調達企業は、GBPに沿って、取引前の SPO 提供機関の評価や取引後の監査など、UoP ファイナンス・プロセス全

体を通じて外部評価機関を関与させるべきである。メタンとフレアリングの削減に関する専門知識が限られている資本調

達企業は、削減計画の設計について支援を得るため、外部コンサルタントの協力を仰いでもよい。 

 

本指針は、効果的で信頼性の高い評価プロセスを確保するため、資本調達企業が財務的支出と自社が実施するメタン

削減活動の両方を評価する上で対象分野の専門家の利用を検討することを強く推奨する。このセクションでは、(a)外部

評価機関がプロジェクトを評価する際に考慮すべき推奨基準、および(b)資本調達企業や金融機関が優秀な評価機関を

選定する際に考慮すべき基準について概説する。 

4.1 外部コンサルテーションの役割 

UoPを使用する資本調達企業は、費用対効果に優れた、技術的に適正な、成功するメタンとフレアリングの削減プロジェ

クト案を設計するための機会を最大化することが求められる。この目標の達成を後押しするため、メタンとフレアリングの

削減に関する経験や能力、専門知識が限られている資本調達企業は、排出削減計画の策定を支援する対象分野の専

門家の協力を求めることができる。以下の表 3 は、資本調達企業が外部コンサルタントを選ぶ際の基準の概要を示して

いる。 

 

 

本指針は、効果的で信頼性の高い審査プロセスを確保するため、資本調達企業が財務的

支出と自社が実施するメタン削減活動の両方を評価する上で対象分野の専門家の利用を

検討することを強く推奨する。 

外部コンサル

テーション 
取引前の審査 取引後の審査 
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4.2 取引前の外部評価の役割 

ICMAの勧告に沿って、本指針は、取引前のプロジェクト案と関連文書を評価するために独立した社外評価機関の利用を推奨す

る。本指針は、発行前に関する GBPの勧告に加えて86、評価機関が以下を検証することを推奨する。 

• メタン削減プロジェクト案が、セクション 2で推奨された原則、

および該当する場合には潜在的排出源と削減活動を概説し

た表 1に沿っていること 

• 選択された削減プロジェクトまたはプロジェクト群が、最も重

要な排出源を対象とし、資本調達企業によって選択可能な

プロジェクトの中で最大の削減効果が期待される（都合のい

い選択の回避）こと 

 
• プロジェクト案は、所与の運用資産、地理的条件、利用可能

な技術などの状況の下で、最も成功する可能性の高いソ

リューションの 1つとして信頼できること 

• 資本調達企業は、プロジェクト期間中の排出削減の永続性

を確保するために適切な措置を講じていること 

• 排出削減可能量（トン CH4／年）、および定量的影響を推定

するために使用される一次データが、上記セクション 3.1 で

述べた推奨事項に従って定量化が可能であること 

評価時には以下の検証も検討すべきである。 

• プロジェクト境界外で起こりうる負の環境的・社会的影響（サプライチェーンの排出量の増加、カーボン・ロックインリスクなど）が

記述され、可能な場合には、メタンとフレアリングの排出量のより迅速な削減を達成するのに伴うマイナス面としてそれらが定

量化され、軽減され、または適切に考慮されていること 

• 資本調達企業が、メタン削減可能量を最大化するために必要な操業性能基準を評価、確立しており、これらの要件を満たすた

めの計画を策定済みであること 

• 資本調達企業が、プロジェクトに関連する設備・建設・運用の費用、およびプロジェクトの期間を適切に特定していること 

• 資本調達企業がプロジェクト案のメタン削減可能量、成功する可能性、費用、関連して起こり得る影響・リスクの軽減を裏付け

る十分な証拠と文書を提供していること 

石油・ガス、メタン、フレアリングの削減の技術的性質を踏まえ、下の表 3 は、資本調達企業が外部評価機関を選定する際に考

慮することができる推奨基準について概説している。 

 

 

86 グリーンボンド原則は、「発行体は、外部レビュー機関を任命し、債券発行前の外部レビューにより、グリーンボンド又はグリーンボンドプログラム及び／又はフレームワークと前述の GBPの 4つの要素（調達資金の使

途、プロジェクトの評価と選定のプロセス、調達資金の管理及びレポーティング）との適合性を評価すること」が望ましいとしている。 
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4.3 取引後の外部評価の役割 

本指針は、GBPに沿って、資本調達企業が年次報告書や取引後の

文書を評価するために外部監査人や独立した第三者評価機関の利

用を検討することを推奨する。しかし、メタン排出量の定量化が特に

難しい課題であることを踏まえ、本指針は、ステークホルダーが取引

後または満期後に削減効果を評価できるようにするため、資本調達

企業が GBPの推奨範囲を超えた情報開示を検討することを推奨す

る。これらの開示は、金融商品の条件を遵守しない場合の是正措置

を決定するために適宜使用されることがある。 

発行後に関する GBP の勧告に加えて87、本指針は評価機関が以

下の項目について年次で検証することを推奨する。 

• セクション 2 で推奨された原則および（該当する場合には）潜在的

排出源と削減活動を概説した表 1と、メタン削減プロジェクト案との

整合性に関する最新情報 

• 特定の報告年度およびプロジェクトの全期間で実施されたメタン排

出削減の定量化 

• 推計に用いられた一次データを含め、現在までのメタン削減効果

を定量化するための方法論 

• 運営費(Opex)または設備投資(Capex)支出に係る設備の購入、

建設、設置、および操業状況 

取引後の評価は、以下の検証を検討することもできる。 

• メタン削減プロジェクトまたは資本調達企業全体のより広範なメタ

ン削減の取り組みで求められるニーズを満たすために手順書の整

備や研修計画を策定し、人材雇用に取り組んでいること 

• 内部報告指標、SCADA、測定キャンペーン、オペレーターへのイ

ンタビューなどの方法を用いて実証されたメタン削減プロジェクト

の実績 

•プロジェクト境界外の負の環境的・社会的影響（サプライチェーンの排出量の増加、カーボン・ロックインリスクなど）が記述され、

可能な場合には、メタンとフレアリング排出量のより迅速な削減を達成するトレードオフとしてそれらが定量化され、軽減され、

または適切に考慮されていること 

上記セクション 3.1で述べたように、第三者評価機関は、場合によっては現地視察を含めて、削減実績を実証する追加的な証拠

を評価する必要がある。下の表 3は、取引後評価機関に関する（専門分野に限定した）選択基準を示している。 

 

 

87 グリーンボンド原則は、「［発行後］、発行体による調達資金の管理は、グリーンボンドの調達資金の内部追跡管理方法と、その資金の充当状況について検証するため、外部監査機関又は第三者機関の活用によって補

完されること」が望ましいとしている。 
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以下は、外部コンサルタントや第三者評価機関に関して推奨される対象分野の専門知識であり、資本調達企業や金融機関は

選定の際にこれらを考慮する必要がある。コンサルテーションまたは検証に関与する特定の個人の任務遂行能力の有無およ

び／または任務遂行に必要な認可を受けているかどうかを判断する上で、当該個人の評価を完了していることが極めて重要

である。 

 外部コンサル

タント 
取引前評価機関 取引後評価機関 

年次報告 

ICMA報告テンプレートに精通 該当 該当 該当 

ICMAテンプレートを完成させ証明ができること  該当 該当 

ICMA外部評価サービス・マッピング・テンプレート作成の経験

があること88 
 該当 該当 

財務監査 

資本プロジェクト案のコスト見積りを評価した経験（実証済み） 該当 該当  

発注書評価を含め、調達資金のうちプロジェクトやサブプロジェクトに

支払われた分を評価した経験（実証済み） 
 該当 該当 

地理的条件 

文書のデスクレビューを行う能力 該当 該当 該当 

当該施設に関して適切な言語で記載された内部文書を理解する能力  該当 該当 

実地評価の実施、サンプル計画の策定、聞き取り調査の実施を行っ

た経験 
 該当 該当 

表の続き> 

 

 

88 国際資本市場協会, The NICE-IS: The New Issuance and Communication E-System, (チューリッヒ：ICMA, 2024年), https://www.icmagroup.org/assets/NICE-IS_05_2024.pdf. 

表 3：外部評価機関の選択に関する推奨基準 
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 外部コンサルタ

ント 
取引前評価機関 取引後評価機関 

メタン削減 

ISO14064-189、ISO14064-390、ISO1406591などに基づくメタン排出

インベントリに精通 
該当 該当 該当 

EU ETS、CDM、CDPなどの規制上の、または任意の取り組みに関

して、排出インベントリを作成、またはそのコンサルティングや監査の

経験 

該当 該当 該当 

調査プロジェクトの開発・調整、定量化計画の実施、定量化データの

分析などを通じて、トップダウンとボトムアップのメタン排出定量化アプ

ローチを実施した経験 

該当 該当 該当 

重要なメタン排出源からの排出を最小限に抑える手順の実施におけ

るプロセス・エンジニアリングまたは環境コンプライアンスの経験、およ

び、手順に関するオペレーター研修の経験 

該当 該当 該当 

連続監視システムや飛行機・ドローンによる断続的な調査などの先進

技術の使用を含む、漏洩検知・修理（LDAR）計画の実績と改善を分

析した経験 

該当 該当 該当 

監査サービス 

利益相反に関する声明  該当 該当 

専門的な監査サービスの経験および ISO14065などに基づく認証  該当 該当 

 
 

本指針は、グリーンボンド原則に沿って、資本調達企業が年次報告書

や取引後の文書を評価するために外部監査人や独立した第三者評価

機関の利用を検討することを推奨する。 
 
 

 

89 国際標準化機構, ISO 14064-1:2018, Greenhouse gases — Part 1:Specification with guidance at the organization level for quantification and reporting of greenhouse gas emissions and removals, (ジュネー

ブ：ISO, 2018年), https://www.iso.org/standard/66453.html. 
90 国際標準化機構, ISO 14064-3:2019, Greenhouse gases — Part 3:Specification with guidance for the verification and validation of greenhouse gas statements, (ジュネーブ：ISO, 2019年), 

https://www.iso.org/standard/66455.html. 
91 国際標準化機構, ISO 14065:2020, Greenhouse gases — General principles and requirements for bodies validating and verifying environmental information, (ジュネーブ：ISO, 2020年), 

https://www.iso.org/standard/74257.html. 

https://www.iso.org/standard/66453.html
https://www.iso.org/standard/66455.html
https://www.iso.org/standard/74257.html
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KPI連動型商品におけるメタン・フレア

リング削減の指針 

1. 序論 

2. メタンとフレアリングの削減に係る KPIや SPTの適格性の定義 

3. KPI と SPTの選択に係る指針 

4. 取引後レポート 

5. 外部評価・検証 
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1 序論 

KPI 連動型商品におけるメタン・フレアリング削減の指針（以下、「本指針」）は産業界、金融界、市民社会の共同の取り組みであ

るメタン・ファイナンス・ワーキンググループ（以下、「本ワーキンググループ」）によって作成された。推奨事項は任意であり、網羅

的ではない。本指針策定に係る参加者、プロセス、理論的根拠の詳細については、本文書の以下の付属調査資料を参照：A 

Roadmap to Catalyze Methane Abatement in the Oil and Gas Sector Using Debt Financing（デット・ファイナンスを用いて石

油・ガスセクターのメタン削減を促進するためのロードマップ）。 

サステナビリティ・リンク・ボンド原則（SLBP）の事務局として

国際資本市場協会（ICMA92）が提示した包括的原則93 ￼に

従い、本指針は、石油・ガスのバリューチェーンに属する資本

調達企業、その資本提供企業、その他のステークホルダーに

対し、メタン削減活動を「KPI連動型」の債券、融資、その他の

金融商品に組み入れることを推奨する。本指針は、石油・ガ

ス生産でのメタン排出削減に取り組むための資本の投入を加

速させることを目指している。 

KPI 連動型商品は、あらかじめ定められた期間内で将来の成

果に関して KPI を設定することによって、企業レベルでのパ

フォーマンスを促すように設計されている。これらの金融商品

で調達された資金は一般事業目的で使用される予定である

一方、当該金融商品の財務的、構造的特性は変動すること

があらかじめ想定されている。最も一般的な種類の変化は、

あらかじめ定められた KPI に対する実績に基づく支払利息の

変更である。場合によっては、資本調達企業は、KPI 連動型

商品と資金使途特定（UoP）商品との組み合わせを選択する

こともできる。関連指針については、「資金使途特定商品にお

けるメタン・フレアリング削減の指針」を参照。 

 本指針は、石油・ガスの生産（掘削や坑井仕上げなど）、ギャザ

リング（集約）、ブースティング（増圧）、加工を含むサプライ

チェーンの上流部門向けに作成されている。これは、上流部門

にメタンとフレアリングの排出量の大部分が集中しているため

である 94 95 96。もっとも、同様のプロセスを採用しているバ

リューチェーンの他の分野にも適用することができる。今後、ト

ランスミッション、圧縮、貯蔵、液化、輸送、再ガス化に関する

詳細な指針が定められる可能性がある。本指針は、メタン

（CH4）の排出とフレアリングによる CO2 の排出を対象とする。

これらの排出源の削減は、スコープ 1、2 の排出量を削減する

ためのいかなる資本計画においても検討されるべきである97。

本指針は、資本調達企業がこれらの削減をより広範な脱炭素・

エネルギー転換戦略の一環として検討することを推奨する。 

最終的に、本指針に基づく取引に参加するかどうかの判断は

資本提供企業に委ねられる。一連の KPI や目標が資本提供

企業の方針と比較して十分に野心的かどうか、また受託者責

任に合致しているかどうかの判断はこれらの企業に委ねられ

る。本指針は、資本調達企業が目標とインパクトをすべてのス

テークホルダーに明確に伝えるためのロードマップ（工程表）で

ある。 

 

 

92 国際資本市場協会, 国際資本市場協会, (チューリッヒ：ICMA, 2025年), https://www.icmagroup.org. 
93 国際資本市場協会, Green Bond Principles; and International Capital Market Association, Sustainability-Linked Bond Principles: Voluntary Process Guidelines. 
94 Ramón A. Alvarez et al., “Assessment of methane emissions from the U.S. oil and gas supply chain.”  
95 Joannes D. Maasakkers et al., “A large increase in US oil and gas methane emissions.”  
96 MacKay et al., “A Comprehensive Integration and Synthesis of Methane Emissions.” 
97 本文書で推奨した事項は、このセクターが IEAの「2050年までにネットゼロ排出」シナリオ（NZE）の勧告を満たすのに必要であるが不完全であると考えるべきである。世界経済が NZEに沿った水準であるためには、メ

タンやフレアリングの排出量が減少するだけでなく、世界の石油・ガス需要も減少しなければならない。その他の状況については、Methane Finance Working Group Short Form Narrative を参照。 

https://www.edf.org/sites/default/files/2025-06/Financing%20Methane%20Abatement%20Working%20Paper%20CGEP.pdf
https://www.edf.org/sites/default/files/2025-06/Financing%20Methane%20Abatement%20Working%20Paper%20CGEP.pdf
https://www.icmagroup.org/
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2 メタンとフレアリングの削減に係る KPIや SPTの適格性の定義 

2.1 基本原則：パフォーマンス指標（KPI） 

本指針の推奨事項は、ICMAの SLBPと同様、環境に優しい金融商品の開発において透明性、野心的目標、環境的便益を促進

するための自主的なプロセス・ガイドラインである。本指針は、このセクターの不均一性を踏まえ、地理的条件、業界に参入して

からの期間、地域の規制状況、株主構成、資金調達構造などに応じて最も野心的な行動が取られるように KPI が選択され、

SPT（サステナビリティ・パフォーマンス目標）が設定されることを推奨する。本指針の目的は、金融商品を環境的に信頼できるよ

うにするための野心的な目標を維持しつつ、資本調達企業が自らの技術的・財務的能力に適した KPI や SPT を選択できるよう

に柔軟性を持たせつつ環境に関する信頼性と実効性を確保することを目的としている。 

本指針は、これらの目的を支援するため、ICMAの SLBPに加えて、メタンとフレアリングの削減を含む KPI連動型商品を設計

する際に以下の基本原則に従うことを推奨する。 

• KPI は、短期（20 年）および長期（100 年）で測定されるメタ

ンとそれ以外の温室効果ガス（GHG）をともに含む、現実的

で、測定可能かつ持続可能なメタンとフレアリングの排出削

減を反映すべきである（セクション 2.3、セクション 3.2、セク

ション 3.3を参照）。 

• KPI は、入手可能な最良のデータと証拠を用いて定量化で

き、セクション 5 で概説される検証要件を遵守できるものに

すべきである。推奨される定量化方法は表 1で概説する（セ

クション 2.3、セクション 3.2、セクション 4、セクション 5.3 を

参照）。 

• 資本調達企業の活動から生じる KPI の適用範囲外で発生

する排出によって、枠組みの下で達成された排出削減の効

果を著しく減らさないようにすること。本指針は、資本調達企

業がその活動から生じる間接的な排出の影響を評価し、文

書化することを推奨する（セクション 5.3を参照）。 

• KPI は、資本調達企業の上流部門ポートフォリオに属する

すべての重要な石油・ガス事業に適用されるべきである。資

本調達企業が操業資産と非操業資産を保有している場合、

KPI はそれぞれについて、または両方を含めて策定される

べきである（セクション 3.1.1を参照）。 

 • KPI は、本指針によって推奨されている、または、広く認めら

れ業界もしくは規制上のベストプラクティスに沿っている、ベ

ンチマークと枠組みを明確に参照すべきである（セクション

2.3、セクション 3.2、セクション 3.5を参照）。 

• 資本調達企業レベルでの排出削減が実体経済の排出削減

をもたらすことを金融関係者が確認できるよう、適切な気候変

動対策をとっていない資産の売却を通じて KPI を達成するこ

とができない気候セーフガードを伴う形で進める必要がある。

98 99（セクション 3.4を参照）。 

• 資本調達企業はアプローチの目標と信頼性に関して投資家

に保証すること。なぜなら、こうすることによって部分的にし

ろ、取引に対する市場の見方が決まるためである。そのた

め、資本調達企業は公表した気候変動対策の野心的な目標

と政策当局と交わした約束との不整合を最小限に抑えるべき

である。本指針は、資本調達企業が「We Mean Business 

Responsible Policy Engagement」の企業アドボカシー指針

に概説されているアプローチに従うことを奨励する100。 

 

 

98 Environmental Defense Fund, Climate Principles for Oil & Gas Mergers and Acquisitions, (ニューヨーク：Environmental Defense Fund, 2022年), https://business.edf.org/wp-content/blogs.dir/90/files/Climate-

Principles-Asset-Transfer.pdf. 
99 Natural Resource Governance Institute, Responsible Exit Principles for Oil & Gas Companies, (ニューヨーク：Natural Resource Governance Institute, 2024年), 

https://resourcegovernance.org/sites/default/files/2024-09/Responsible_Exit_Principles_for_Oil_Gas_Companies.pdf. 
100 We Mean Business Coalition. Corporate Climate Policy Engagement Reporting Template. 2025年 2月 10日, We Mean Business Coalition, https://www.wemeanbusinesscoalition.org/wp-

content/uploads/2025/02/WMBC-Corporate-Advocacy-Template.pdf. 

https://business.edf.org/wp-content/blogs.dir/90/files/Climate-Principles-Asset-Transfer.pdf
https://business.edf.org/wp-content/blogs.dir/90/files/Climate-Principles-Asset-Transfer.pdf
https://business.edf.org/wp-content/blogs.dir/90/files/Climate-Principles-Asset-Transfer.pdf
https://resourcegovernance.org/sites/default/files/2024-09/Responsible_Exit_Principles_for_Oil_Gas_Companies.pdf
https://resourcegovernance.org/sites/default/files/2024-09/Responsible_Exit_Principles_for_Oil_Gas_Companies.pdf
https://www.wemeanbusinesscoalition.org/wp-content/uploads/2025/02/WMBC-Corporate-Advocacy-Template.pdf
https://www.wemeanbusinesscoalition.org/wp-content/uploads/2025/02/WMBC-Corporate-Advocacy-Template.pdf
https://www.wemeanbusinesscoalition.org/wp-content/uploads/2025/02/WMBC-Corporate-Advocacy-Template.pdf
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2.2 基本原則：サステナビリティ・パフォーマンス目標（SPT） 

SPTは各 KPIの期限付きマイルストーンであり、借入資本の利率変更の引き金となる。本指針は、ICMAの SLBPに加

えて、メタンとフレアリングの削減に係る SPTが以下のとおりであることを推奨する。 

• 「現状維持シナリオ（Business-as-usual）」を超える大幅かつ重要な改善を表している。資本調達企業は、国際エネル

ギー機関（IEA）のネットゼロ排出（NZE）シナリオ「2030年までにメタン排出量を絶対的に 75%削減」および／または業

界標準であるメタンとフレアリングの「ネットゼロ」目標（排出原単位ベース）との整合性を考慮すべきである101 102 103。 

• SPTは、本指針によって推奨されている、または、広く認められている業界のベストプラクティス、もしくは主要な規制標

準に沿っているベンチマークと枠組みを明確に参照すべきである（セクション 2.3、セクション 3.3、セクション 3.5 を参

照）。 

• SPT は、入手可能な最良のデータと証拠を用いて定量化されるべきである。データの質を長期的に向上させる予定で

ある場合、ステークホルダーがデータの質の水準と潜在的な不確実性の範囲を明確に理解できるように、SPT ごとに

具体的な定量化方法を決定し、開示すべきである（セクション 3.3を参照）。 

• SPT の達成は、対象分野の適格な第三者専門家によって外部から監査できるようにすべきである（セクション 5.3 を参

照）。 

2.3 KPI と SPTの選択マトリックス 

以下の表は、石油・ガス業界の資本調達企業に推奨される KPI カテゴリーと SPT の概要であり、企業全体の排出量に

対処する合目的的なメタンとフレアリングの削減戦略を設計する際に考慮すべき選択肢のメニューを資本調達企業に示

すことを目的としている。目的は、野心的で達成可能な計画の策定を可能にすることである。以下に詳述する KPI は、想

定される目標と開示の例示的で非網羅的なリストである。各期間に関連する SPT は、業界をリードする削減計画に関連

する KPIのそれぞれの進捗ペースを示している。表 1は資本調達企業のポートフォリオに属する操業資産に関するもの

であり、表 2は非操業資産に関するものである。 

リストに記載された KPIはコア KPI と副次的な KPIを含み、これらは ICMA KPIレジストリの定義とおおむね一致してい

る104。コア KPI は、資本調達企業のポートフォリオのパフォーマンス全体をカバーする優先的指標とみなされるべきであ

る。メタンとフレアリングを対象とするコア KPI は、削減戦略や削減活動を実施した後の正味の結果だけを反映する「遅

行」指標とみなすことができる。 

メタン排出データの質がステークホルダーの信頼を得るのに不十分な場合、本指針は、初期の進捗状況を基準と比べて

評価するのを避けることを提案する。この点で、本指針の推奨事項は ICMAの SLBPで概説されている標準的アプロー

チとは異なる。SLBP は通常、過去 3 年分のデータを要求し、実行可能で適切な場合、検証済みの基準が設定されるこ

とを期待している。このアプローチの違いは、石油・ガス事業からのメタン排出量の定量化という明確な課題に起因する。

事業者がこのプロセスを高い信頼を得る形で達成するには何年もかかる可能性がある。 

 

 

101 石油・ガス気候変動イニシアチブ, Aiming for near zero methane emissions from operated oil and gas assets: a guidance document, (ロンドン：OGCI, 2023年), https://www.ogci.com/wp-

content/uploads/2023/09/Near-zero-guidance.pdf. 

 
 
103 石油・ガス脱炭素憲章, Oil and Gas Decarbonization Charter, (COP28, 2025), https://www.ogdc.org/. 
104 国際資本市場協会, Illustrative KPIs Registry, (チューリッヒ：ICMA, 2024年), https://www.icmagroup.org/assets/documents/Sustainable-finance/2024-updates/Illustrative-KPIs-Registry-June-2024.xlsx. 

https://www.ogci.com/wp-content/uploads/2023/09/Near-zero-guidance.pdf
https://www.ogci.com/wp-content/uploads/2023/09/Near-zero-guidance.pdf
https://www.ogci.com/wp-content/uploads/2023/09/Near-zero-guidance.pdf
https://www.ogdc.org/
https://www.icmagroup.org/assets/documents/Sustainable-finance/2024-updates/Illustrative-KPIs-Registry-June-2024.xlsx
https://www.icmagroup.org/assets/documents/Sustainable-finance/2024-updates/Illustrative-KPIs-Registry-June-2024.xlsx
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本指針は、以下の 5つのコア KPIを推奨する。 

1. サイト・レベルの測定値と照合済みの、排出源レベルの測定に基づくインベントリ：資本調達企業は、改善されつつ

ある定量化指標を通じて排出量をしっかりと把握し、照合済みの、測定に基づくインベントリを作成するよう取り組む

べきである。測定に基づくインベントリは報告数値の信頼性を高めることができ、排出源を特定（および対処）する上

で不可欠である。 

2. メタン排出原単位（生産された原油換算 1バレル（BOE）当たりのグラム CH4、および／または天然ガス 1 トン当た

りの CH4）:メタン排出原単位は、石油・ガスセクター全体のパフォーマンスの標準的な基準として望ましい KPI であ

る。事業者の排出原単位の特徴をよく表している、業界で広く使用される 2 つの指標は、メタン損失率（産出された

メタン当たりの失われたメタン。通常、ガス生産企業の方が良好）とエネルギー排出原単位（生産されたエネルギー

当たりの失われたメタン。通常、石油生産企業の方が良好）である105 106。どちらの指標も単独では完全な全体像を

提供しないため、本指針は、資本調達企業が両方の指標に対して同等の目標を設定するか、少なくとも両方の指

標を報告するよう検討することを推奨する107。資本調達企業がどちらも選択できない場合、または選択しない場合

は、適宜、操業特性と規制遵守ニーズに最も適した指標を使用すべきである。本指針は、OGMPレベル 3に沿った

一般的排出係数インベントリを有する資本調達企業であっても、排出原単位目標を設定することを推奨する108。 

3. メタンの排出総量（CH4 メトリックトン）：上記 KPI 1 と同様、信頼性を増しつつある指標を適用した企業全体の総排

出量。メタンの排出総量は、測定に基づく確固とした基準値が確立された年の後は増加してはならない。これは、メ

タン排出原単位の削減が生産量の増加のみにより達成されるのを避けるためである。メタンの排出総量が実際に

増加した場合には、これが直接的測定の改善によるものであり、総排出量の増加によるものではないことが説明さ

れるべきである。 

4. 大量にメタンを排出している排出源の監視および削減（トップダウン検出を導入。毎時 50kg 以下で年 3 回、毎時

100kg 以下で年 12 回、またはこれと同等レベル）：本指針は、サイト・レベルの検出技術に加えて、公開情報源の

大量にメタンを排出している排出源・データを利用しやすくなっていることを認識している。このデータは、主要な（多

くの場合、持続的な）メタン排出源の検出と削減を支援する一方で、資本調達企業のメタン対応の悪さを公共の目

にさらすリスクを伴う。上記指標は、資本提供企業が大規模排出源のモニタリング・データを 1 年間入手した後、公

開情報源を通じて検出されるすべての主要な排出源に厳格に対処できるようになることを踏まえて設定されている。 

5. フレアリング排出原単位目標（立方メートル／原油換算 1 バレル（BOE）またはフレア・ガス量／天然ガス生産量）:

フレアリング排出原単位は、石油・ガスセクター全体のパフォーマンスの標準的な基準として望ましい指標であり、

BOE は石油・ガス市場参加者に公平に適用される分母として推奨されるが、資本調達企業は、天然ガス総生産量

に対する石油・ガスからの総フレア・ガス量（フレア・ガス／天然ガス生産量）として測定される同等の目標を選択す

ることもできる。 

 

 

105 Scott Seymour, Donglai Xie, Mary Kang, Stefan Schwietzke, Daniel Zavala-Araiza, and Steven Hamburg, “Methane Emission Intensity Metrics: Unmasking the Trade-offs,” preprint, Research Square, 2025

年 5月 28日投稿, 2025年 6月 18日閲覧, https://doi.org/10.21203/rs.3.rs-6753363/v1. 
106 （販売された製品に対する）分母として、生産されたガスまたはエネルギーが一般的に推奨されているが、生産量と販売量のエネルギー排出原単位ランキングの差は非常に小さいことから、近似値として販売量を用いて

もエネルギー排出原単位の乖離は大きくないとみられる。 
107 同上。 
108 OGMPレベル 3に沿った一般的排出係数ベースのインベントリは、その時点のメタン排出水準について信頼性の高い定量化を提供しないかもしれないが、潜在的排出源を早い段階で確実に把握するための貴重な

ツールであることに変わりはない。これらのインベントリは、排出原因である主要な設備や操業活動の特定に寄与することができ、それによって企業は暫定的なメタン排出原単位目標を設定することができる。このような

インベントリは、直接的に測定されたものではなく、デフォルトまたは平均排出係数に依存しているため、実際の排出量を過小評価する可能性があるが、それでも設備数と標準的操業条件に基づく技術的に達成可能な

最低限の排出量について知見を提供する。この基準は、削減対策の優先順位付けをしたり、OGMPレベル 4、レベル 5など、サイト固有の測定や先進的な定量化手法を取り入れたより高い報告水準への移行を計画し

たりする際に有用な参考資料となり得る。 

https://doi.org/10.21203/rs.3.rs-6753363/v1
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副次的または「活動ベース」の KPI は、事業者が自らの排出プロ

ファイルについて限られた理解しか持っていない場合でも、早期

削減を推進するのに役立つメタン削減活動である。メタン排出量

データ測定の難しさを考慮し、これらの KPI は容易に検証可能な

活動として設計されている。これらの活動を通じて、企業は排出

量全体に関する信頼性の高い定量化の取り組みを継続しながら

も、漏洩の検出・修理など、排出削減に関するよく知られた「ノー・

リグレット（後悔しない）」のベストプラクティスを実施し、排出削減

の面で有意義な進展を遂げることができる。 

推奨される副次的な指標としては、主要な排出源や排出源に固

有の活動に係る削減目標が含まれ、特に、より少ない設備投資

で短期間に達成可能な目標や、資本調達企業の排出インベントリ

における大幅な削減目標などが考えられる。これらの KPIに関連

する SPTは、様々なメタン削減基準（表 4を参照）による、達成可

能な業界トップクラスのパフォーマンスに基づいて表 1と表 2で推

奨されている。 

下表は、各 KPI のメタン削減目標を達成できるペースに関する推

奨事項を示している。このペースは、2030 年までにメタンを大幅

に削減することを目標とする自主的計画（石油・ガス脱炭素憲章

（OGDC）109、石油・ガス気候変動イニシアチブ（OGCI）110）に基

づいている。もっとも、本指針は、資本調達企業の出発点や削減

期間に大きなばらつきがある可能性も認識している。下表の N+1

のSPTがスタート時点の目標としてより適切な資本調達企業もあ

れば、N+3の SPTの方が開始時点の目標としてより適切な資本

調達企業もあると考えられる（ここで、「N」は開始期間、「+1」は 1

年に相当）。 

様々なタイプの資本調達企業の KPI と SPT の選択に関するさら

なる指針については、セクション3.1、セクション3.2、セクション3.3

を参照。 

 

 

109 石油・ガス脱炭素憲章, About the OGDC, (COP28, 2025年), https://www.ogdc.org/about/. 
110 石油・ガス気候変動イニシアチブ, 石油・ガス気候変動イニシアチブ, (ロンドン：OGCI, 2025年), https://www.ogci.com/. 

https://www.ogdc.org/about/
https://www.ogci.com/
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 表 1：資本調達企業の操業資産に関して推奨されるコーポレート KPIと SPT 

 
 

推奨される SPT

トリガー1 

推奨される SPT 

トリガー2 

推奨される SPT

トリガー3 

推奨される SPT 

トリガー4 

推奨される SPT

トリガー5 

カテゴリー KPI N+1 N+2 N+3 N+4 N+5 

コ
ア 

CH4排出量の定量

化手法 

資産の 90％以上で、測定

に基づく排出源レベルの

インベントリをサイト・レベ

ルの測定値と照合済み 

すべての重要な資産の

すべての CH4排出源

が一般的排出係数ベー

スの方法で計算され

る。 

事業者はまた、OGMP

技術的指針プロトコル

またはそれと同等とみ

なされる代替基準に

従って重要な排出源を

決定する111 112。 

すべての重要な資産のす

べての重要な CH4排出源

が、代表的なサンプリング

に基づく測定および／また

は一次データによる工学

計算を使用して計算され

る113 114 115。 

事業者は、OGMPの技術

的指針プロトコルまたはそ

れと同等とみなされる代替

基準に沿って、上記の

データを用いてすべての

重要な排出源からの排出

量を排出源レベルで決定

するプロジェクトを積極的

に推進しているという証拠

を提出してもよい。 

すべての排出源の重要性

は、OGMPの技術的指針

プロトコルまたはそれと同

等とみなされる代替基準

に沿って再評価され、再決

定されなければならない。 

すべての重要な資産の

すべての重要な CH4排

出源が、OGMPの技術

的指針プロトコルまたは

それと同等とみなされる

代替基準に沿って、代

表的なサンプリングに

基づく測定および／ま

たは一次データによる

工学計算を使用して計

算される。 

すべての排出源の重要

性は、OGMPの技術的

指針プロトコルまたはそ

れと同等とみなされる

代替基準に沿って再評

価され、再決定されな

ければならない。 

すべての重要な資産のす

べての重要な CH4排出源

が、OGMPの技術的指針

プロトコルまたはそれと同

等とみなされる代替基準

に沿って、代表的なサンプ

リングおよび／または一

次データによる工学計算

を使用して計算される。 

資産の 50%以上で、

OGMPの技術的指針プロ

トコルまたはそれと同等と

みなされる代替基準に

沿って、排出源レベルのイ

ンベントリをサイト・レベル

の測定結果と照合済み。 

すべての排出源の重要性

は、OGMPの技術的指針

プロトコルまたはそれと同

等とみなされる代替基準

に沿って再評価され、再決

定されなければならない。 

すべての重要な資産の

すべての重要な CH4排

出源が、OGMPの技術

的指針プロトコルまたは

それと同等とみなされる

代替基準に沿って、代

表的なサンプリングおよ

び／または一次データ

による工学計算を使用

して計算される。 

資産の 90%以上で、

OGMPの技術的指針

プロトコルまたはそれと

同等とみなされる代替

基準に沿って、排出源

レベルのインベントリを

サイト・レベルの測定結

果と照合済み。 

すべての排出源の重要

性は、OGMPの技術的

指針プロトコルまたはそ

れと同等とみなされる

代替基準に沿って再評

価され、再決定されな

ければならない。 

CH4排出原単位の

目標 

100g CH4／BOE（生産、

ギャザリング、ブースティ

ング、加工などの上流部

門） 

目標に対する報告がな

されず、データの質が

低すぎる 

目標に対する報告がなさ

れず、データの質が低す

ぎる 

250g CH4／BOE 

および／または同等の

「CH4／生産ガス量」 

150g CH4／BOE 

および／または同等の

「CH4／生産ガス量」 

100g CH4／BOE 

および／または同等の

「CH4／生産ガス量」 

上記目標が、対応する N+トリガーの計算方法に基づいて決定されることを本指針は推奨する。 

CH4の総量目標 目標は、基準年の推定

CH4メタン総排出量を超え

るべきではない 

上述した CH4排出原単位のデータ源およびスループット測定値を用いて計算されるべきである。 

N+3相当の、測定に基づく排出源レベルのインベントリを作成する場合、企業が排出総量目標のみを設定することを本指針は推奨す

る。 

総排出量が実際に増加した場合には、それが直接的測定の改善によるものであり、総排出量の増加によるものではないことが説明さ

れるべきである。 

表の続き> 

 

 

111 石油・ガス・メタンパートナーシップ 2.0, Implementation Plan Guidance (ナイロビ：国連環境計画, 2023年), https://ogmpartnership.com/wp-content/uploads/2023/02/OGMP-2.0-Implementation-Plan-

Guidance_2.pdf. 
112 「調達資金の使途に関する指針」の表 2「忠実度レベル」3と 4に従い、事業者は、データが利用可能な場合には、より高い忠実度レベルで排出源を計算することが奨励される。 
113 データ収集と排出量計算の方法は、OGMPの技術的指針プロトコルで示されるレベル 4指針と合致しているべきである。 
114 石油・ガス・メタンパートナーシップ 2.0, Technical Guidance Protocols (ナイロビ：国連環境計画, 2022年), https://ogmpartnership.com/guidance-documents-and-templates/. 
115 「調達資金の使途に関する指針」の忠実度レベル 1、2と合致する。 

https://ogmpartnership.com/wp-content/uploads/2023/02/OGMP-2.0-Implementation-Plan-Guidance_2.pdf
https://ogmpartnership.com/wp-content/uploads/2023/02/OGMP-2.0-Implementation-Plan-Guidance_2.pdf
https://ogmpartnership.com/wp-content/uploads/2023/02/OGMP-2.0-Implementation-Plan-Guidance_2.pdf
https://ogmpartnership.com/guidance-documents-and-templates/
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推奨される SPT

トリガー1 

推奨される SPT

トリガー2 

推奨される SPT

トリガー3 

推奨される SPT

トリガー4 

推奨される SPT

トリガー5 

カテゴリー KPI N+1 N+2 N+3 N+4 N+5 

コ
ア 

メタン大量排出の監

視と削減 

トップダウンの監視と根

本原因分析： 

トップダウンの検出の導

入（毎時 50kg以下で年

3回、毎時 100kg以下

で年 12回、またはこれと

同等レベル） 

第三者によるすべての

検出に対するフォロー

アップと対応 

第三者によるすべての検

出に対するフォローアップ

と対応 

トップダウンかつ排出源

での検出技術の導入

（毎時 50kg以下で年 1

回、毎時 100kg以下で

年 4回、またはこれと同

等レベル） 

トップダウンかつ排出源

での検出技術の導入（毎

時 50kg以下で年 2回、

毎時 100kg以下で年 8

回、またはこれと同等レ

ベル） 

トップダウンの検出の導

入（毎時 50kg以下で年

4回、毎時 100kg以下

で年 12回、またはこれ

と同等レベル） 

すべての検出に関して求められる対応、是正、原因分析、再発防止。根本原因分析プロトコルを使用し、すべての予期しない排出源に

関するすべての検出、記録管理、修理証明、および予防手順を実現。検証は、技術導入記録／PO、導入方法・能力、検出フォロー

アップの SOP（標準作業手順）、検出記録、RCA記録、オペレーター研修、および第三者による追加のモニタリング結果を通じて実

施。 

フレアリング フレアリング排出原単位： 

フレアリング排出原単位

2M3／BOE、およびフレ

アリング総量が基準年を

下回り続けること 

フレアリング排出原単位

15M3／BOE（または、

同等の「フレア量／生産

ガス量」） 

フレアリング排出原単位

10M3／BOE（または、同

等の「フレア量／生産ガ

ス量」） 

フレアリング総量の 3年

平均が基準年を下回り続

ける 

フレアリング排出原単位

7M3／BOE（または、同

等の「フレア量／生産ガ

ス量」） 

フレアリング総量の 3年

平均が基準年を下回り

続ける 

フレアリング排出原単位

3.5M3／BOE（または、

同等の「フレア量／生産

ガス量」） 

フレアリング総量の 3年

平均が基準年を下回り

続ける 

フレアリング排出原単位

2M3／BOE（または、同

等の「フレア量／生産ガ

ス量」） 

フレアリング量の 3年平

均が基準年を下回り続

ける 

日常的フレアリングを防

止する活動 
実証方法：計測データ、およびフレアに送られた総ガス量を算出する一次データを用いた工学計算 

副
次 

主要メタン排出源か

らの排出の削減 

非意図的漏洩の総排出

量の削減： 

全資産のすべての非意

図的漏洩要素に関する

漏洩検出・修理（LDAR）

計画に従い、年 4回以上

の調査 

業界のベストプラクティ

スに従った漏洩検知・修

理計画の確立。資産の

50%のすべての非意図

的漏洩要素に関する計

画に従い、年 1回以上

の調査を実施 

全資産のすべての非意

図的漏洩要素に関する

LDAR計画に従い、年 1

回以上の調査を実施 

全資産のすべての非意

図的漏洩要素に関する

LDAR計画に従い、年 2

回以上の調査を実施 

全資産のすべての非意

図的漏洩要素に関する

LDAR計画に従い、年 3

回以上の調査を実施 

全資産のすべての非意

図的漏洩要素に関する

LDAR計画に従い、年 4

回以上の調査を実施 

修理は、検出されたすべての排出源に行う必要がある。ただし、当該設備について予定されている次回停止まで修理を遅らせることが

認められた場合を除く116。経験豊富な、および／または訓練を受けた技術者によって、より高い検出確率（PoD）曲線を持つ光学式ガ

ス・イメージング（OGI）のカメラまたはソリューションが使用されなければならない。検証は、経験豊富な専門家による業界ベストプラク

ティスに従った信頼性の高い LDAR計画、修理 SOP、LDAR研修マニュアル／記録、監査員による LDARの観察、代替的な調査結

果の提出、修理ログを通じて実施。 

坑井仕上げ／ワークオー

バー： 

坑井仕上げとワークオー

バーにより活動の 95%

で排出を防止 

坑井仕上げとワークオー

バーにより活動の 50%

で排出を防止 

坑井仕上げとワークオー

バーにより活動の 60%で

排出を防止 

坑井仕上げとワーク

オーバーにより活動の

75%で排出を防止 

坑井仕上げとワークオー

バーにより活動の 90%

で排出を防止 

坑井仕上げとワーク

オーバーにより活動の

95%以上で排出を防止 

実証方法：水圧破砕坑井での排出削減型坑井仕上げ（REC）の実施およびガスを捕集して販売または再注入に誘導する設備の使

用、SOP、現場視察、第三者データ 

遠心式コンプレッサー： 

遠心式コンプレッサーの

過剰なベンティング排出

をコンプレッサーの 90%

で防止 

遠心式コンプレッサーの

過剰なベンティング排出

をコンプレッサーの 25%

で防止 

遠心式コンプレッサーの

過剰なベンティング排出

をコンプレッサーの 35%

で防止 

遠心式コンプレッサーの

過剰なベンティング排出

をコンプレッサーの 50%

で防止 

遠心式コンプレッサーの

過剰なベンティング排出

をコンプレッサーの 75%

で防止 

遠心式コンプレッサーの

過剰なベンティング排出

をコンプレッサーの 90%

で防止 

実証方法：コンプレッサー・ベンティング・システムのドライシール脱ガスシステムへの転換、年間流量測定ウェットシール脱ガスシステ

ムの漏洩率が 2scfm未満に確実に抑制されていることを示す年間流量測定、または脱ガスシステム通気弁の燃料、プロセスもしくは

制御装置への接続 

レシプロ・コンプレッサー： 

レシプロ・コンプレッサー

のベンティング排出をコ

ンプレッサーの 90%で防

止 

レシプロ・コンプレッサー

のベンティング排出をコ

ンプレッサーの 15%で

防止 

レシプロ・コンプレッサー

のベンティング排出をコン

プレッサーの 35%で防止 

レシプロ・コンプレッサー

のベンティング排出をコ

ンプレッサーの 50%で

防止 

レシプロ・コンプレッサー

のベンティング排出をコ

ンプレッサーの 75%で防

止 

レシプロ・コンプレッサー

のベンティング排出をコ

ンプレッサーの 90%で

防止 

実証方法：ロッド・パッキンの排出量が 2scfm未満に確実に抑制されていることを示す年間流量測定、8,760操業時間ごとのロッド・

パッキンの交換、またはロッド・パッキン通気弁の燃料やプロセスへの再接続もしくは制御装置への接続 

                表の続き>  

 

116 20年 GWP（地球温暖化係数）を使用すると、修理を完了するために設備を停止する方が、次に予定される停止まで待つよりも総 GHG排出量が多くなると判断される場合には、修理を遅らせることを検討すべきであ

る。修理遅延中は漏洩率が増加しないように漏洩を監視する必要があり、漏洩量の増加を反映するため計算は更新される。 
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推奨される SPT

トリガー1 

推奨される SPT

トリガー2 

推奨される SPT

トリガー3 

推奨される SPT

トリガー4 

推奨される SPT

トリガー5 

カテゴリー KPI N+1 N+2 N+3 N+4 N+5 

セ
カ
ン
ダ
リ
ー 

主要メタン排出源か

らの排出の削減 

不完全燃焼： 

レシプロ内燃エンジン、

ガスタービンおよび／ま

たはその他のガス動力

エネルギー源の 95%以

上に関する定期的なス

タック・テストおよび予防

保守戦略 

レシプロ内燃エンジン、

ガスタービンおよび／ま

たはその他のガス動力

エネルギー源の 50%に

関する定期的なスタック・

テストおよび予防保守戦

略 

レシプロ内燃エンジン、

ガスタービンおよび／ま

たはその他のガス動力

エネルギー源の 60%に

関する定期的なスタック・

テストおよび予防保守戦

略 

レシプロ内燃エンジン、

ガスタービンおよび／ま

たはその他のガス動力

エネルギー源の 75%に

関する定期的なスタック・

テストおよび予防保守戦

略 

レシプロ内燃エンジン、

ガスタービンおよび／ま

たはその他のガス動力

エネルギー源の 90%に

関する定期的なスタッ

ク・テストおよび予防保

守戦略 

レシプロ内燃エンジン、ガ

スタービンおよび／また

はその他のガス動力エネ

ルギー源の 95%以上に

関する定期的なスタック・

テストおよび予防保守戦

略 

貯蔵タンクのベンティン

グ：貯蔵タンクの排出（炭

化水素／水）をサイトの

95%で防止 

貯蔵タンクの排出（炭化

水素／水）をサイトの

15%で防止 

貯蔵タンクの排出（炭化

水素／水）をサイトの

35%で防止 

貯蔵タンクの排出（炭化

水素／水）をサイトの

55%で防止 

貯蔵タンクの排出（炭化

水素／水）をサイトの

85%で防止 

貯蔵タンクの排出（炭化

水素／水）をサイトの

95%で防止 

実証方法：制御装置（タンク・バッテリーからの排出物を捕集し移送）、集中施設、タンクレス施設、主要な圧力監視システム・警報の設

置を、発注書および現場視察を通じて確認。実証方法：タンク排出量の管理や主要排出源（炭化水素ガス回収コントローラー（VRC）、

シーフハッチ、ダンプバルブ）の定期的な点検・保守に関して、第三者データの聞き取り調査や評価を含む SOPを通じて確認 

メンテナンスとプロセス

の通気弁経由の排出
117：メンテナンスとプロセ

スの通気弁を経由した排

出イベントの 95%でメタ

ン排出を防止 

メンテナンスとプロセスの

通気弁を経由した排出イ

ベントの 25%でメタン排

出を防止 

メンテナンスとプロセスの

通気弁を経由した排出イ

ベントの 50%でメタン排

出を防止 

メンテナンスとプロセスの

通気弁を経由した排出イ

ベントの 75%でメタン排

出を防止 

メンテナンスとプロセス

の通気弁を経由した排

出イベントの 90%でメタ

ン排出を防止 

メンテナンスとプロセスの

通気弁を経由した排出イ

ベントの 95%でメタン排

出を防止 

実証方法：1イベント当たり 100scfを超えるブローダウン・アンローディングの量／タイミングを最小限に抑えるベスト管理プラクティス

（BMP）の実施、セールス・パイプラインへのガス再注入、フレア・システムへのガスの誘導、オペレーター・ログ、圧縮／フレア装置の発

注書、第三者調査のレビュー 

ガス駆動式の圧縮空気

装置・ポンプ：サイトの圧

縮空気インベントリの

95%が通気弁のない、ま

たはメタン排出のないソ

リューション 

サイトの圧縮空気インベ

ントリの 15%が通気弁の

ない、またはメタン排出

のないソリューション 

サイトの圧縮空気インベ

ントリの 35%が通気弁の

ない、またはメタン排出

のないソリューション 

サイトの圧縮空気インベ

ントリの 50%が通気弁の

ない、またはメタン排出

のないソリューション 

サイトの圧縮空気インベ

ントリの 75%が通気弁

のない、またはメタン排

出のないソリューション 

サイトの圧縮空気インベ

ントリの 95%が通気弁の

ない、またはメタン排出

のないソリューション 

実証方法：発注書、インベントリ・ログ、現地視察 

フレア制御：主火炎の監

視を含む高効率のフレア

制御をサイトの 95%以

上で実施 

主火炎の監視を含む高

効率のフレア制御をサイ

トの 20%以上で実施 

主火炎の監視を含む高

効率のフレア制御をサイ

トの 40%以上で実施 

主火炎の監視を含む高

効率のフレア制御をサイ

トの 60%以上で実施 

主火炎の監視を含む高

効率のフレア制御をサイ

トの 85%以上で実施 

主火炎の監視を含む高

効率のフレア制御をサイ

トの 95%以上で実施 

実証方法：ガスをフレアに誘導する設計の導入、制御・エンジニアリング設計、フレア点火を監視するための SCADAおよびロジック・コ

ントローラーの設置、自動点火システム、熱電対、フレアの使用／期間に関する SOP、フレア管理、調査、すべてのフレア設備のメンテ

ナンス記録 

 

 

117 メンテナンスとプロセスの通気弁経由の排出には、メンテナンス中の設備のブローダウン、ガス井からの液体のアンローディング、何らかの目的で圧力を緩和するためにプロセス関連設備が大気に向けて開放される上

記以外のイベントなどの排出源が含まれる。 
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表 2：資本調達企業の非操業資産に関して推奨されるコーポレート KPIと SPT 

 
 

推奨される SPT

トリガー1 

推奨される SPT 

トリガー2 

推奨される SPT

トリガー3 

推奨される SPT 

トリガー4 

推奨される SPT

トリガー5 

カテゴリー KPI N+1 N+2 N+3 N+4 N+5 

コ
ア 

CH4排出量の定量化

手法 

資産の 90％以上で、測

定に基づく排出源レベル

のインベントリをサイト・レ

ベルの測定値と照合済

み 

すべての重要な資産の

すべての CH4排出源が

一般的排出係数ベース

の方法で計算される。 

事業者はまた、OGMP

技術的指針プロトコルま

たはそれと同等とみなさ

れる代替基準に従って重

要な排出源を決定する
118。 

すべての重要な資産の

すべての重要な CH4排

出源が、代表的なサンプ

リングに基づく測定およ

び／または一次データに

よる工学計算を使用して

計算される119 120。 

事業者は、OGMPの技

術的指針プロトコルまた

はそれと同等とみなされ

る代替基準に沿って、上

記のデータを用いてすべ

ての重要な排出源から

の排出量を排出源レベ

ルで決定するプロジェク

トを積極的に推進してい

るという証拠を提出して

もよい。 

すべての排出源の重要

性は、OGMPの技術的

指針プロトコルまたはそ

れと同等とみなされる代

替基準に沿って再評価さ

れ、再決定されなければ

ならない。 

すべての重要な資産の

すべての重要な CH4排

出源が、OGMPの技術

的指針プロトコルまたは

それと同等とみなされる

代替基準に沿って、代表

的なサンプリングに基づ

く測定および／または一

次データによる工学計算

を使用して計算される。 

すべての排出源の重要

性は、OGMPの技術的

指針プロトコルまたはそ

れと同等とみなされる代

替基準に沿って再評価さ

れ、再決定されなければ

ならない。 

すべての重要な資産の

すべての重要な CH4排

出源が、OGMPの技術

的指針プロトコルまたは

それと同等とみなされる

代替基準に沿って、代表

的なサンプリングおよび

／または一次データによ

る工学計算を使用して計

算される。 

資産の 50%以上で、

OGMPの技術的指針プ

ロトコルまたはそれと同

等とみなされる代替基準

に沿って、排出源レベル

のインベントリをサイト・

レベルの測定結果と照

合済み。 

すべての排出源の重要

性は、OGMPの技術的

指針プロトコルまたはそ

れと同等とみなされる代

替基準に沿って再評価さ

れ、再決定されなければ

ならない。 

すべての重要な資産の

すべての重要な CH4排

出源が、OGMPの技術

的指針プロトコルまたは

それと同等とみなされる

代替基準に沿って、代表

的なサンプリングおよび

／または一次データによ

る工学計算を使用して計

算される。 

資産の 90%以上で、

OGMPの技術的指針プ

ロトコルまたはそれと同

等とみなされる代替基準

に沿って、排出源レベル

のインベントリをサイト・

レベルの測定結果と照

合済み。 

すべての排出源の重要

性は、OGMPの技術的

指針プロトコルまたはそ

れと同等とみなされる代

替基準に沿って再評価さ

れ、再決定されなければ

ならない。 

CH4排出原単位の目

標 

100g CH4／BOE（生

産、ギャザリング、ブース

ティング、加工などの上

流部門） 

目標に対する報告がなさ

れず、データの質が低す

ぎる 

目標に対する報告がなさ

れず、データの質が低す

ぎる 

250g CH4／BOE 

および／または同等の

「CH4／生産ガス量」 

150g CH4／BOE 

および／または同等の

「CH4／生産ガス量」 

100g CH4／BOE 

および／または同等の

「CH4／生産ガス量」 

上記目標が、対応する N+トリガーの計算方法に基づいて決定されることを本指針は推奨する。 

CH4の総量目標 目標は、基準年の推定

CH4メタン総排出量を超

えるべきではない 

上述した CH4排出原単位のデータ源およびスループット測定値を用いて計算されるべきである。 

N+3相当の、測定に基づく排出源レベルのインベントリを作成する場合、企業が排出総量目標のみを設定することを本指針は推奨す

る。 

総排出量が実際に増加した場合には、それが直接的測定の改善によるものであり、総排出量の増加によるものではないことが説明さ

れるべきである。 

メタン大量排出の監

視と削減 

トップダウンの監視と根

本原因分析： 

トップダウンの検出の導

入（毎時 50kg以下で年

3回、毎時 100kg以下

で年 12回またはこれと

同等レベル） 

第三者によるすべての検

出に対するフォローアッ

プと対応 

第三者によるすべての

検出に対するフォロー

アップと対応 

トップダウンかつ排出源

での検出技術の導入（毎

時 50kg以下で年 1回、

毎時 100kg以下で年 4

回、またはこれと同等レ

ベル） 

トップダウンかつ排出源

での検出技術の導入（毎

時 50kg以下で年 2回、

毎時 100kg以下で年 8

回、またはこれと同等レ

ベル） 

トップダウンの検出の導

入（毎時 50kg以下で年

4回、毎時 100kg以下

で年 12回、またはこれと

同等レベル） 

すべての検出に関して求められる対応、是正、原因分析、再発防止。根本原因分析プロトコルを使用し、すべての予期しない排出源に

関するすべての検出、記録管理、修理証明、および予防手順を実現。検証は、技術導入記録／PO、導入方法・能力、検出フォローアッ

プの SOP（標準作業手順）、検出記録、RCA記録、オペレーター研修、および第三者による追加のモニタリング結果を通じて実施。 

表の続き>  

 

118 石油・ガス・メタンパートナーシップ 2.0、導入計画指針。 
119 データ収集と排出量計算の方法は、OGMPの技術的指針プロトコルで示されるレベル 4指針と合致しているべきである。 
120 石油・ガス・メタンパートナーシップ 2.0、技術的指針プロトコル。 
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推奨される SPT

トリガー1 

推奨される SPT

トリガー2 

推奨される SPT

トリガー3 

推奨される SPT

トリガー4 

推奨される SPT

トリガー5 

カテゴリー KPI N+1 N+2 N+3 N+4 N+5 

コ
ア 

フレアリング フレアリング排出原単

位： 

フレアリング排出原単位

2M3／BOE、およびフレ

アリング総量が基準年を

下回り続けること 

フレアリング排出原単位

15M3／BOE（または、同

等の「フレア量／生産ガ

ス量」） 

フレアリング排出原単位

10M3／BOE（または、同

等の「フレア量／生産ガ

ス量」） 

フレアリング総量の 3年

平均が基準年を下回り

続ける 

フレアリング排出原単位

7M3／BOE（または、同

等の「フレア量／生産ガ

ス量」） 

フレアリング総量の 3年

平均が基準年を下回り

続ける 

フレアリング排出原単位

3.5M3／BOE（または、

同等の「フレア量／生産

ガス量」） 

フレアリング総量の 3年

平均が基準年を下回り続

ける 

フレアリング排出原単位

2M3／BOE（または、同

等の「フレア量／生産ガ

ス量」） 

フレアリング量の 3年平

均が基準年を下回り続

ける 

日常的フレアリングを防

止する活動 
実証方法：計測データ、およびフレアに送られた総ガス量を算出する一次データを用いた工学計算 

セ
カ
ン
ダ
リ
ー 

主要メタン排出源か

らの排出の削減 

非意図的漏洩の総排出

量の削減： 

全資産のすべての非意

図的漏洩要素に関する

漏洩検出・修理（LDAR）

計画に従い、年 4回以上

の調査 

業界のベストプラクティス

に従った漏洩検知・修理

計画の確立。資産の

50%のすべての非意図

的漏洩要素に関する計

画に従い、年 1回以上

の調査を実施 

全資産のすべての非意

図的漏洩要素に関する

LDAR計画に従い、年 1

回以上の調査を実施 

全資産のすべての非意

図的漏洩要素に関する

LDAR計画に従い、年 2

回以上の調査を実施 

全資産のすべての非意

図的漏洩要素に関する

LDAR計画に従い、年 3

回以上の調査を実施 

全資産のすべての非意

図的漏洩要素に関する

LDAR計画に従い、年 4

回以上の調査を実施 

修理は、検出されたすべての排出源に行う必要がある。ただし、当該設備で予定されている次回停止まで修理を遅らせることが認めら

れた場合を除く 116。経験豊富な、および／または訓練を受けた技術者によって、より高い検出確率（PoD）曲線を持つ光学式ガス・イ

メージング（OGI）のカメラまたはソリューションが使用されなければならない。検証は、経験豊富な専門家による業界ベストプラクティス

に従った信頼性の高い LDAR計画、修理 SOP、LDAR研修マニュアル／記録、監査員による LDARの観察、代替的な調査結果の提

出、修理ログを通じて実施。 
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3 KPI と SPTの選択に係る指針 

3.1 資本調達企業の区分に応じた目標設定の検討 

異なるタイプの資本調達企業が、地理的条件、業界に参入してからの期間、地域の規制状況、株主構成、資金調達構造に応じ

て、メタン削減計画の実施に向けて様々な準備段階にある。このような多様性に対応するため、本指針は、資本調達企業が十

分に野心的な目標を設定する一方で、自らの技術的・財務的能力に適した KPI を柔軟に選択できるようにすることを目指してい

る。 

最終的な KPI の選択は、ストラクチャリング・エージェント、投資家、技術分野の専門家との協議を経た上で、資本調達企業に

よって決定されるが、資本調達企業とそのステークホルダーが KPI の設計と選択において考慮すべきいくつかの推奨基準を以

下に示す。 

• 新たな生産者と既存の生産者：新しい施設での石油とガスの生産では、最初から施設の設計に低排出技術を組み入れ、業界

最高水準の設備を選択し、場合によっては事業者の排出インベントリをより包括的に把握することができる。より新しい施設で

の生産が多い資本調達企業は、より野心的な KPIと SPTの選択を検討すべきである。 

• 資本が十分な企業と資本が不十分な企業：資本市場に容易にアクセスできる資本調達企業は、メタン削減プロジェクトのため

の資本をより迅速に投入することができ、より野心的な KPIと SPTを設定し達成することができる。 

• 先進国の資本調達企業と発展途上国・後進国の資本調達企業：先進国の資本調達企業は、削減計画を支援する税制上の優

遇措置や助成金措置などの政府支援をより多く利用できる可能性があり、より野心的な KPI と SPT を設定することができる。

KPI と SPT を設定するに当たって、資本調達企業、投資家、SPO 提供機関、その他のステークホルダーは、世界的な南北間

の公平性（より豊かな国はより大きな割合で排出削減を負担すべきとの考え方）に対する影響を考慮することもできる。 

3.1.1 非操業資産に係る KPIの調整 

世界の石油・ガス生産ではジョイントベンチャーが支配的な形態である。企業の「非操業型ジョイントベンチャー（NOJV）」とは、

企業が財務的に実質的所有者であるが操業権を握っていない形態の財務協定である。平均すると、非操業型ジョイントベン

チャーが国際石油会社（IOC）の生産物持分の半分を占める121。このため、企業の目標、開示、KPI 連動型ファイナンスの中に

NOJVの重要な排出を含めることは不可欠である。 

資本調達企業が NOJV から重要な生産量や収益を得ている場合、本指針は操業資産と非操業資産の両方に関する KPI が含

められることを推奨する。資本調達企業は、NOJVに関する個別の KPI を検討してもよいし、非操業資産と操業資産の両方を含

む企業全体の KPI（例：持分ベース、または他の関連基準を使用）を検討してもよい。 

 

 

121 Environmental Defense Fund, Shared Duty: National, International Oil Companies Bound Together by Methane Obligations (ニューヨーク：Environmental Defense Fund, 2024年), 

https://business.edf.org/wp-content/blogs.dir/90/files//EDF-Shared-Duty-JV-IOC-NOC.pdf. 

https://business.edf.org/wp-content/blogs.dir/90/files/EDF-Shared-Duty-JV-IOC-NOC.pdf
https://business.edf.org/wp-content/blogs.dir/90/files/EDF-Shared-Duty-JV-IOC-NOC.pdf
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本指針は、NOJV からのメタン排出の削減を確保する上で、契約、輸入、技術、財務、法律、政策、報告の問題に関連する障壁

が存在し得ることを認めている。これらやその他の潜在的課題を考慮すると、資本調達企業は、非操業型ジョイントベンチャーに

関してより柔軟な KPIを設定してもよいと考えられる。しかし、それでもなお、資本調達企業は、これらの目標の達成に向けて「合

理的かつ実証可能」な取り組み（以下で定義）を行い、メタン排出量を測定、報告し、最終的には削減するようジョイントベン

チャーに対して影響力を行使することが期待される。 

本指針は、「合理的かつ実証可能」な取り組みを定める際に資本調達企業が考慮すべき主要な参考資料として、国連環境計画

（UNEP）の石油・ガス・メタンパートナーシップ（OGMP）2.0 によるベンチャーへの関与に関する指針―「合理的かつ実証可能」

な取り組みを推奨する122。この文書は、OGMP2.0「ベンチャーへの関与に関するタスクフォース」の成果物であり、企業が非操

業型ジョイントベンチャーに影響力を行使して OGMP2.0の報告レベルを引き上げようとするときに企業に対して何を期待すべき

か、という点に関して原則に基づく、産業界と市民社会のコンセンサス・アプローチを示している123。この文書は、それぞれが独

自の要件と課題を持つジョイントベンチャーの全体にわたって適応できる一連のアプローチを記述している。 

潜在的な資本調達企業が、「合理的」な取り組みに関して

OGMP2.0 指針から引き出すべき関連基準を以下に示

す。 

• 完全性：メタン排出量の報告・削減目標に対して最も大

きな影響を与える取り組みを優先 

• 企業の取り組み：メンバー企業のジョイントベンチャー・

ポートフォリオ全体で実施される戦略的活動 

• 特定のジョイントベンチャーに関する取り組み：特定の

ジョイントベンチャーを対象とした活動 

 「実証可能」な取り組みの基準として、以下が含まれる。 

• 非操業資産の開示（持分比率を含む）、および、ジョイントベン

チャーに影響力を行使して KPI を達成するための信ぴょう性

がある当該企業のコミットメントと計画の概要の開示 

• ジョイントベンチャーへの関与に係る KPI の進捗状況の報

告。パフォーマンス・トリガーの該当日に沿って改善が期待さ

れる 

• 重要なジョイントベンチャーそれぞれに対する取り組みの文

書化。業界最高クラスの取り組みとして、実施計画の中で重

要なジョイントベンチャーに関する既知の障壁と緩和に向けた

取り組みを説明することや、実施計画をその後毎年更新する

ことなどが挙げられる 

本指針は、資本調達企業が「合理的かつ実証可能」な取り組みを公に、または適格な第三者評価機関に報告することを推奨す

る。資本調達企業が参照できる「合理的で実証可能な取り組み」の例については OGMP2.0の完全な文書を参照。この文書は、

利用可能になり次第、OGMP2.0のリソース・ページに掲載される。 

資本調達企業、金融仲介機関および外部評価機関は、提携先への関与に係るメタン基本原則集124の以下の資料を参照または

活用することもできる。 

• メタン削減小委員会モデル憲章 

• 石油・ガス・ジョイントベンチャーに関する温室効果ガス排出委員会モデル憲章 

• ジョイントベンチャーの排出量管理・削減を目的とする契約条項のひな形 

 

 

122 石油・ガス・メタンパートナーシップ 2.0, “Resources”、石油・ガス・メタンパートナーシップ 2.0, https://www.ogmpartnership.org/resources. 
123 OGMP2.0報告枠組みの「4.2.1ジョイントベンチャーの報告」のセクションで、OGMP2.0のメンバー企業は、非操業資産に関するゴールド・スタンダード達成に向けて「合理的かつ実証可能な取り組み」を行うことが求め

られている。 
124 Methane Guiding Principles, “Influencing Joint Ventures: MGP Launches Playbook to Engage Partners,” Methane Guiding Principles, 2024年, https://methaneguidingprinciples.org/news/influencing-joint-

ventures-mgp-launches-playbook-to-engage-partners/. 

https://www.ogmpartnership.org/resources
https://methaneguidingprinciples.org/resources/joint-ventures/
https://www.ogmpartnership.org/resources
https://methaneguidingprinciples.org/news/influencing-joint-ventures-mgp-launches-playbook-to-engage-partners/
https://methaneguidingprinciples.org/news/influencing-joint-ventures-mgp-launches-playbook-to-engage-partners/
https://methaneguidingprinciples.org/news/influencing-joint-ventures-mgp-launches-playbook-to-engage-partners/


   

 

   

 

57 

 

3.2 KPIの選択に関する技術的考慮事項 

下の表 3は、資本調達企業が、排出削減のために資本市場にアクセスする以前のメタン排出プロファイルに関する自社の技術

的精通度に基づき、副次的な KPIを選択する際の高度な推奨事項を示している。本指針は、複数のカテゴリーにまたがる基準

を満たす資本調達企業の場合、より精通していないカテゴリーの指針を基本とすることを強く奨励する。 

 
 

表 3：現状の排出インベントリに基づくセカンダリーKPIの選択に関する指針 

指針 状況 

高 

中 

低 

資本調達企業は、 

• 当該企業の全事業資産にまたがり、特定の排出源の詳細なイ

ンベントリの作成を完了し、排出源レベルとサイト・レベルで測

定調査を完了 

• 詳細な分析により、メタン排出に重大なリスクをもたらす排出源

と資産をしっかりと把握 

• 費用（測定に基づく MACC（限界削減費用曲線）調査）と建設

見積もりを含め、メタン削減に取り組むための戦略を完了 

• 測定結果の情報を取り込んだインベントリに基づき、具体的な

削減計画と削減スケジュールを公表 

資本調達企業は、 

• 一般的排出係数に基づく全社的インベントリを作成済み 

• 一般的排出係数に基づくインベントリを用いて算出した、経年

の基準と比べた削減率などへのコミットメント、または特定の排

出源のみを削減する計画へのコミットメントを公表済み 

• 規制が行き届いた地域内に一部の操業資産がある一方、メタ

ン規制が限定的に実施されている地域にも一部の資産と

NOJV を所有しており、メタンの全社的なベストプラクティスが

一律に適用されていないことが示唆されている 

資本調達企業は、 

• 全社排出量の排出源別の詳細なインベントリを完成していない 

• 公開されている、または第三者のスーパーエミッター・データ源

をまだ活用していない 

• メタン削減にコミットしているが、削減戦略を策定していない 

本指針は、データの取得、費用、および

SPT目標を最大限の執行上の柔軟性で達

成するのに必要な分析の完了を資本調達

企業が証明できる場合に限り、当該企業

がコア KPIを選択することを推奨する。 

本指針は、資本調達企業が、すべての潜

在的メタン排出源、特に初歩的な排出イン

ベントリでは明らかにならない可能性のあ

るメタン排出源に対処することへのコミットメ

ントを裏付けるため、財務的合意の一部と

してすべての関連するセカンダリーKPI を

含めることを推奨する。特定の排出源に

限った対処を公にコミットしている資本調達

企業は、包括的なメタン削減へのコミットメ

ントを示すために、残りのすべての排出源

に関する固有の KPI の追加を検討すべき

である。 

本指針は、資本調達企業が、すべての潜在

的メタン排出源に対処するとのコミットメント

を裏付けるため、すべての関連するセカン

ダリーKPI を含めることを推奨する。資本調

達企業は、KPI 連動型商品を発行する前の

自らの排出プロファイルをよりよく把握する

ための最初の手段として、UoP 商品による

資本調達を検討してもよい。 

メ
タ
ン
・
リ
ス
ク
の
精
通
度 
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3.3 SPTの選択に関する技術的考慮事項 

下の表 4は、資本調達企業が最終および中間の SPTを策定する際に考慮すべき推奨事項を示している。 

表４：最終 SPTや中間 SPTの選択に関する指針 

KPI 目標設定前の考慮事項 最終目標に関する考慮事項 中間目標に関する考慮事項 

CH4排出原単

位と CH4総量

目標（コア） 

資本調達企業は、データの質の向上に伴って目標が

設定される反復プロセスの一環として、排出源レベル

とサイト・レベルとで照合済みの測定調査を通じたメタ

ン排出量の決定が求められることを認識すべきであ

る。そのため、資本調達企業は、すべての資産につい

て排出データの質を改善し、測定に基づく定量化を達

成するための計画を策定すべきである。 

本指針は、資本調達企業がまず、十分な排出係数

（OGMP レベル 3125またはそれと同等）のコーポレー

ト・メタン・インベントリを完成させることを推奨する。こ

の作業を短期間で完了するために、上流、中流、下流

部門の石油・ガス事業者が無料で利用できる MIST126

プログラムなど、複数のソフトウェアプログラムと専門

コンサルタントが利用可能である。たとえ初歩的な（一

般的排出係数）インベントリであっても排出量を定量化

した推定値を既に保有している資本調達企業は、当

初、排出量推定値が信頼に足る基準を設定するのに

不十分であったとしても、最終目標や中間目標にコミッ

トするのに十分な程度に排出源を把握している可能性

が高い。 

十分に多くの研究127 128 129が、一般的排出係数ベース

のインベントリの相対的な不確実さを示しており、目標

を設定する際にこの点を考慮するべきである。 

一定の基準に対する排出削減率（%）へのコミットメン

トを公表した資本調達企業は、目標設定作業の一環と

して総排出量または排出原単位の目標への変更を検

討すべきである。 

業界最高クラスの排出原単位目標が、石油・ガス気候

変動イニシアチブ（OGCI）130、米国環境保護庁（US 

EPA）の廃棄物排出課金131、コロラド州の排出原単位

検証規則132、MiQ メタン・パフォーマンス基準などの石

油・ガス業界全体の規制的および自主的枠組みにお

いて設定されている。業界最高クラスの排出原単位目

標はそれぞれ所管当局によって達成可能とみなされ

ている。 

本指針は、資本調達企業が、削減計画の開始時に排

出原単位目標を設定することを推奨する。ただし、測

定に基づいた信頼のおける排出インベントリを手に入

れるまで目標と比較した報告を行わなくてもよい。本指

針は、資本調達企業が(1)自社の長期的な実績、(2)操

業や資本に係るプロジェクトでの動員能力、(3)業界全

体のベンチマーキングに関する調査結果を使用したメ

タン削減コンサルタントまたはメタン削減サービス・プロ

バイダーの指針を踏まえて、業界最高クラスの排出原

単位目標を確実に達成し透明性のある文書化を実現

するのに必要な期間（年単位）を決定することを推奨

する。 

温室効果ガスとしてのメタンの排出が短期的に気候に

及ぼす影響を踏まえ、資本調達企業は達成可能な最

短期間で最大限の削減努力をすることが望ましい。 

したがって、中間目標までのスケジュールは、最終目

標と同等かそれよりも野心的な削減率に基づくべきで

ある。 

低コストで操業面に焦点を当てた削減活動を展開する

ことにより 2～3年で大幅な削減を達成できるのであ

れば、よりコストのかかる資本プロジェクトへ移行する

ために KPI最終目標の達成期限が数年遅れることに

なるとしても、資本調達企業が当該削減活動を行うこ

とを本指針は強く奨励する。 

SPTがターゲットとしている排出源が当初、一般的排

出係数によって推定されている場合、本指針は、資本

調達企業が排出源削減に向けて積極的な投資をする

前に、排出源の影響を検証するために限定的な測定

キャンペーンを実施することを奨励する。 

メタン大量排

出の監視と削

減（コア） 

様々な活動の中でも、とりわけ低圧操業、炭化水素貯

蔵タンクの操業、フレアの実施、随伴ガスの生成、生

成水の分離は大量排出事象が生じる高いリスクをもた

らす。 

資本調達企業は、自社の資産に関する人工衛星・第

三者の既存のデータ源や使用されている報告プラット

フォームについても注意する必要がある。資本調達企

業は、選択肢の一つとして、地域や世界を対象とし、

大規模メタン排出事象を特定できる民間モニタリング・

データの評価を開始すべきである。また、現在、

CarbonMapper133、MethaneSAT134、IMEOの

MARS135などの公共プラットフォームを利用することが

できる。資本調達企業は、適切なフォローアップ、調

査、修理、記録、および検出された排出源からの将来

の大量排出に対する防止策を実施するため、検出メタ

ン対応計画の策定に向けて準備すべきである。 

US EPA OOOOb／c136やメタン基本原則ベストプラク

ティス・ガイド137などの業界最高クラスのメタン・パ

フォーマンス・プログラムや規制枠組みは、持続的排

出や一時的な大量排出の事象に対処するため、頻繁

なモニタリングの実施を奨励している。大量にメタンを

排出している排出源の検出により削減される可能性の

ある排出量は、操業地域の種類と当該地域で見られ

る排出規模の分布に依存する。本指針は、資本調達

企業がモニタリング業者の提案、等価性モニタリング・

ツール（FEAST138、LDARsim139）または等価性判定

ガイドライン（MiQ140）などを通じて、操業タイプと排出

特性に最も適した合目的的モニタリング・ソリューショ

ンを特定することを奨励する。 

資本調達企業が考慮すべき点として、大量にメタンを

排出している排出源監視・検出計画はフォローアップ

手順、データ収集、および実証済みの排出削減によっ

て裏付けられて初めて成功することができる。資本調

達企業は、適切なフォローアップをしないでより多くの

調査を実施するよりも、頻度がより少ない、あるいは

MDL（検出下限値）がより高いモニタリング調査であっ

てもそれにしっかりと適切に対応することを優先すべき

である。 

表の続き>  

 

125 石油・ガス・メタンパートナーシップ 2.0, 「資源」石油・ガス・メタンパートナーシップ 2.0, 国連環境計画, https://www.ogmpartnership.org/resources?f%5B0%5D=reporting%3A9. 
126 Methane Guiding Principles, “Methane Intensity Strategic Tool (MIST),” Methane Guiding Principles, 2025年 6月 14日閲覧, https://methaneguidingprinciples.org/resources/mist-tool/. 
127 David T. Allen, “Methane emissions from natural gas production and use: Reconciling bottom-up and top-down measurements,” Current Opinion in Chemical Engineering 5 (2014年):78–83, 

https://doi.org/10.1016/j.coche.2014.05.004. 
128 Brandt, A. R., Heath, G. A., Kort, E. A., O’Sullivan, F., Pétron, G., Jordaan, S. M., … Harriss, R. (2014). Methane Leaks from North American Natural Gas Systems. Science, 343(6172), 733–735. 

https://doi.org/10.1126/science.1247045 
129 Jeffrey S. Rutherford et al., “Closing the methane gap in US oil and natural gas production emissions inventories,” Nature Communications 12, no. 1 (2021年): 4715, https://doi.org/10.1038/s41467-021-

25017-4. 
130 石油・ガス気候イニシアチブ, “Methane intensity target,” 石油・ガス気候変動イニシアチブ, 2025年 6月 14日閲覧, https://www.ogci.com/methane-emissions/methane-intensity-target. 
131 米国環境保護庁, “Examples of Calculations for Proposed Methane Emission Rate from a Well Completion (MERP-WEC) Standard,” January 2024, https://www.epa.gov/system/files/documents/2024-

01/merp_wec_proposal-calculation-examples-memo.pdf. 
132 Colorado Air Quality Control Commission, Regulation Number 7, 5 Colo. Code Regs. § 1001-26 (2024年), 

https://www.sos.state.co.us/CCR/GenerateRulePdf.do?ruleVersionId=10356&fileName=5%20CCR%201001-26. 
133 Carbon Mapper, Data Portal, (パサデナ：Carbon Mapper, 2025年), https://data.carbonmapper.org/#1/30.8/50.5. 
134 MethaneSAT, MethaneSAT, (ニューヨーク：Environmental Defense Fund, 2025年), https://www.methanesat.org/. 
135 国連環境計画, Methane Alert and Response System, (ナイロビ：UNEP, 2025年), https://methanedata.unep.org/plumemap?mars=false. 
136 環境保護庁, “Standards of Performance for New, Reconstructed, and Modified Sources and Emissions Guidelines for Existing Sources:Oil and Natural Gas Sector Climate Review,” Federal Register 89, no. 

47 (2024年 3月 8日): 16934–556, https://www.federalregister.gov/documents/2024/03/08/2024-00366/standards-of-performance-for-new-reconstructed-and-modified-sources-and-emissions-guidelines-for. 
137 Methane Guiding Principles, Best Practices, (ロンドン:Methane Guiding Principles, 2025年), https://methaneguidingprinciples.org/resources/best-practices/. 
138 スタンフォード大学 Environmental Assessment & Optimization, FEAST:Fugitive Emissions Abatement Simulation Toolkit, (スタンフォード：スタンフォード大学, 2023年), https://eao.stanford.edu/research-

project/feast. 
139 Highwood Emissions Management, LDAR-Sim, (カルガリー：Highwood Emissions Management, 2025年), https://highwoodemissions.com/tools/ldar-sim/. 
140 MIQ, MIQ Equivalency Table, (ロンドン：MIQ, 2024年), https://miq.org/document/miq-equivalency-table/. 
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KPI 目標設定前の考慮事項 最終目標に関する考慮事項 中間目標に関する考慮事項 

フレアリング排

出原単位目標

（コア） 

随伴ガスを生産し、日常的にガスをフレアリングする資

本調達企業、または制御された排出ガスのみ、もしく

は緊急時のみフレアリングを行う資本調達企業は、質

の高い測定によりフレアリング時の流量を完全に把握

する必要がある。 

日常的なフレアリングを認めない規制または自主的制

度の下で操業する資本調達企業は、これらの制約が

資産レベルおよび企業レベルのフレアリング排出原単

位に及ぼす影響を把握すべきである。 

資本調達企業は、ガスの再注入や生産的活用、販売

に係る資本プロジェクトを実施する上でのコストとスケ

ジュールを評価すべきである。 

業界最高クラスのフレアリング排出原単位目標は、

様々な気候・エネルギー関連シンクタンク（EDF141、

IEA142）や最高の操業パフォーマンスの調査によって

提案されている(世界銀行143、Capterio144、Darcy 

Partners145)。 

本指針は、資本調達企業がフレアリング削減量を最大

化するため、プロジェクト固有の資金調達方法（UoP

債券または世界銀行146ファンド）を探求することを奨励

する。 

本指針は、枯渇した石油・ガス貯留層へのガスの一時

的貯留や再注入などを通して、資本調達企業が天然

ガスのフレアリングを回避する短期的解決策を検討す

ることを奨励する。 

主要メタン排

出源からの排

出の削減（セ

カンダリー） 

この分野は非意図的漏洩、坑井仕上げ、ワークオー

バー、コンプレッサー・ステーション、燃焼源、タンク・

バッテリー、ブローダウン、アンローディング、圧縮空

気装置、非効率なフレアリングからの排出など、主要

な排出源について扱う。 

本指針は、まず設備や活動レベルでの各排出カテゴ

リーに着目し、次に達成可能な削減実施ペースを決定

し、その後、メタン排出量全体や排出原単位目標への

影響を評価することを推奨する。追加的な専門知識が

必要な場合には、本指針は、資本調達企業がメタン削

減コンサルタントに相談し、KPI全体を達成するために

削減量を調整する方法を理解することを推奨する。 

資本調達企業は、業界最高クラスのメタン排出原単位

目標を達成するには、推奨マトリックス（表 1および 2）

に示されているように、主要な排出源をほぼ完全に削

減する必要があることを認識すべきである。 

資本調達企業は、(1)自社の長期的な実績、(2)操業や

資本に係るプロジェクトでの動員能力、(3)業界全体の

ベンチマーキングに関する調査結果を使用したメタン

削減コンサルタントまたはメタン削減サービス・プロバ

イダーの指針を踏まえて、主要なメタン排出源のそれ

ぞれで排出をほぼ完全に削減したと誠実に言えるまで

に要する期間を考慮に入れることができる。 

いくつかの主要な排出カテゴリー（非意図的漏洩、ブ

ローダウン、アンローディング）は、ローコストまたは

ローテクで実施できるため、短期間での削減が最も容

易である。そのため、本指針は、資本調達企業がより

低いコストで済む、またはより高い見返りが得られる活

動について野心的な目標とスケジュールを設定するこ

とを奨励する。 

本指針は、継続的改善を示し、かつ現実的な活動

ペースを反映した複数の中間目標を資本調達企業が

提示することを奨励する。複数の排出カテゴリー（副次

的な KPI）の野心的な目標とスケジュールが、達成に

時間のかかるコア KPI目標全体（メタン排出原単位）

よりも重視される場合がある。 

 

 

141 Environmental Defense Fund, The Burning Question: How to Fix Flaring, (ニューヨーク：Environmental Defense Fund, 2024年), https://business.edf.org/insights/the-burning-question-how-to-fix-flaring/. 
142 国際エネルギー機関, Gas Flaring, (パリ：IEA, 2025年), https://www.iea.org/energy-system/fossil-fuels/gas-flaring. 
143 世界銀行, Global Gas Flaring Data, (ワシントン D.C.：世界銀行, 2024年), https://www.worldbank.org/en/programs/gasflaringreduction/global-flaring-data. 
144 FlareIntel, “Gas flaring shows modest improvement, but not in the countries that matter most,” https://flareintel.com/insights/gas-flaring-shows-modest-improvement-but-not-in-the-countries-that-matter-

most. 
145 Darcy Partners, “Flaring Leaders & Laggards: EDF Analysis Highlights Performance Differences Across the Permian,” Darcy Partners, 2023年 10月 11日, https://darcypartners.com/research/flaring-

leaders-laggards-edf-analysis-highlights. 
146 世界銀行, About the “Zero Routine Flaring by 2030” Initiative (ワシントン D.C.：世界銀行, 2025年), https://www.worldbank.org/en/programs/zero-routine-flaring-by-2030/about. 

https://business.edf.org/insights/the-burning-question-how-to-fix-flaring/
https://www.iea.org/energy-system/fossil-fuels/gas-flaring
https://www.worldbank.org/en/programs/gasflaringreduction/global-flaring-data
https://flareintel.com/insights/gas-flaring-shows-modest-improvement-but-not-in-the-countries-that-matter-most
https://flareintel.com/insights/gas-flaring-shows-modest-improvement-but-not-in-the-countries-that-matter-most
https://flareintel.com/insights/gas-flaring-shows-modest-improvement-but-not-in-the-countries-that-matter-most
https://darcypartners.com/research/flaring-leaders-laggards-edf-analysis-highlights
https://darcypartners.com/research/flaring-leaders-laggards-edf-analysis-highlights
https://darcypartners.com/research/flaring-leaders-laggards-edf-analysis-highlights
https://www.worldbank.org/en/programs/zero-routine-flaring-by-2030/about
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3.4 M&Aが KPI と SPTの達成に及ぼす影響の検討 

M&Aは石油・ガス業界における主要なビジネス活動の一つである147 148。だが、資本調達企業が設定した KPIが、より排出量の

多い資産を気候関連の情報開示レベルや操業基準がより低い企業に売却することを促すという潜在的リスクがある。 

こうした排出の移転が発生すると、たとえ資本調達企業が自らの排出削減目標を達成できたとしても、気候変動への全体的な影

響の増大と投資家にとっての排出削減の透明性の低下をもたらす可能性がある149。逆に、金融機関による融資や債券発行に基

づき KPI を既にコミットしている資本調達企業が排出原単位の高い資産を買収すると、当該企業が事前に合意した期間内に目

標を達成が難しくなる場合もある。買収した資産が事業体レベルの目標や KPI から除外される場合には、資本調達企業の脱炭

素化コミットメント全体に疑問が生じかねない。 

これらの問題に対処するため、本指針は、資本調達企業に対し、資産の買収及び売却に関して以下を推奨する。 

資産の売却に関する推奨事項 

資産売却に関する本指針の以下の推奨事項は、主として石油・ガス業界に属する企業や取引に関与する金融機関とのラウンド

テーブルから導き出された石油・ガス業界の合併・買収に関する気候原則150に基づいている。これらの推奨事項は排出移転リス

クを制限するための最低基準を示すものであり、本指針は、資本調達企業に対し、自社の脱炭素化が現実世界全体の排出削

減につながるようにあらゆる措置をとることを奨励する。 

• 取引成立前のデュー・ディリジェンス：取引開始に先立ち、

環境への影響を管理するため、潜在的な買い手企業に対

するデュー・ディリジェンスを実施すべきである。この中には

当該企業の気候関連基準と財務力の両方の評価が含ま

れる。この評価を通じて、高い環境基準に従って資産を操

業する能力のない買い手企業は排除される。評価は公開

されるべきであり、ステークホルダーにさらなる信頼性を提

供するため、SPOによるレビューも考えられる。 

• 開示：移転された資産の排出量と環境への影響は取引後

も引き続き公表されるべきであり、当事者企業は、排出削

減のどの部分が削減活動ではなく資産の移転に起因する

ものであるかを明確にすべきである。さらに、本指針は資

本調達企業に対し、資産売却後の一定期間、排出量と排

出削減活動について第三者検証を実施することを強く推奨

する。 

 • 排出削減の目標と戦略：売り手は、ベストプラクティスを共有

することにより、移転された資産の削減目標・戦略の維持、強

化という面で買い手を支援すべきであり、買い手は購入の際

に基準の継続性にコミットすべきである。 

• 廃棄措置：買い手と売り手の双方は、売却時に、移転された

資産の将来の廃棄に伴う最終的な費用や関連する責任を明

確化し、十分に資金を確保し、開示するようにすべきである。 

• 基準の再設定：一部の KPI・SPT が関連している場合、資本

調達企業は目標を見直し、以前の目標と同等またはそれ以

上の野心的目標を設定した売却後の新基準（総量目標と排

出原単位目標）を改めて算出するように努めるべきである。削

減が順調に進み簡単に削減できる機会が減った資産が残り、

排出削減が難しくなる場合、資本調達企業は売却後の残され

た資産での削減を推進する方策を検討すべきである。 

 

 

147 M&Aは合併、買収、事業売却、株式取引、資産移転、およびそれ以外の今後起こり得るエネルギー取引を広く含むものとして理解されるべきである。 
148 Bain & Company, Global Energy and Natural Resources M&A Report 2025, (ボストン：Bain & Company, 2025年), https://www.bain.com/insights/energy-and-natural-resources-m-and-a-report-2025/. 
149 Environmental Defense Fund, Transferred Emissions: How Oil & Gas M&A Can Hamper the Energy Transition, (ニューヨーク：Environmental Defense Fund, 2023年), https://business.edf.org/wp-

content/blogs.dir/90/files/Transferred-Emissions-How-Oil-Gas-MA-Hamper-Energy-Transition.pdf. 
150 Environmental Defense Fund, Climate Principles for Oil & Gas Mergers and Acquisitions. 

https://www.bain.com/insights/energy-and-natural-resources-m-and-a-report-2025/
https://business.edf.org/wp-content/blogs.dir/90/files/Transferred-Emissions-How-Oil-Gas-MA-Hamper-Energy-Transition.pdf
https://business.edf.org/wp-content/blogs.dir/90/files/Transferred-Emissions-How-Oil-Gas-MA-Hamper-Energy-Transition.pdf
https://business.edf.org/wp-content/blogs.dir/90/files/Transferred-Emissions-How-Oil-Gas-MA-Hamper-Energy-Transition.pdf
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資産の買収に関する推奨事項 

本指針は、資本調達企業が債券発行や融資に重要な影響を与え

うる資産を取得する際、以下の点を考慮することを推奨する。 

• 報告：排出量と環境への影響の公表は取引後も継続されるべき

（または未実施であれば開始されるべき）であり、当事者は、排

出量の増加があるとすればどの部分が移転によるものでそれ

以外の要因によるものでないかを明確にすべきである。 

• 基準の再設定：一部のKPIが関連している場合、資本調達企業

は、買収した資産を全体的な排出削減計画に組み入れ、目標

を見直し、以前の目標と同等またはそれ以上の野心的目標を

設定した買収後の新基準（総量目標と排出原単位目標）を改め

て算出するように努めるべきである。また、買収した資産のメタ

ン排出量データの質（信頼性の高い基準を設定するには不十

分であるかもしれない。）や、買収した資産が既存の野心的目

標に沿った排出削減を達成できるかどうかを考慮に入れること

ができる。例えば、資本調達企業は、信頼性の高い設備の数お

よび／または排出インベントリを以前の所有者から引き継いで

いない可能性があり、また、新しい資産に既存の排出削減対策

や運用基準が整備されていないことも考えられる。これらはい

ずれも、排出削減目標を達成する時期を遅らせる可能性がある。 

 

 

M&A による「排出移転」は、個々の企業が自社の気候目標を達成するのに

役立つとしても、全体的な排出量の増加と投資家にとっての透明性の低下を

もたらす可能性がある。 
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3.5 目標設定の取引前開示に関する考慮事項 

本指針は、ICMAの SLBPで推奨されているように、事業者が債券発行や融資に先立ち、これらの金融商品に基づく目標と KPI

を、（企業の ESG 報告や NDC（国別削減目標）などで）公表済みのサステナビリティへのコミットメントと整合させることを奨励す

る。これは、メタン削減の場合、石油・ガス・メタンパートナーシップ（OGMP 2.0）や石油・ガス脱炭素憲章（OGDC）、世界銀行の

ゼロ・ルーティン・フレアリング151、石油・ガス気候変動イニシアチブ（OGCI）のメタン排出ゼロを目指すイニシアチブ152などの自

主的プログラムへのコミットメントが本指針の目標に沿って開示されることを意味する。 

本指針は、資本調達企業が以下の事項を含め、コミットして

いる目標の詳細を公表することを奨励する。 

• メタンの総排出量、メタンの排出原単位目標153、フレアリン

グの排出原単位目標、および目標達成のためのスケ

ジュール（できれば中間目標 SPTを含む） 

• 目標設定の背景（野心度、全体的な戦略計画との一貫性、

持続可能な開発方針、ベンチマーキング手法等） 

• 財務上および／または構造上の特性に起こり得る変化、及

びそのような変化の引き金となる事象 

• 取引後報告を行う意向および独立した検証 

 本指針は、どのようにして目標を達成しようとしているかの詳

細な説明を資本調達企業が SLBP と整合的な形で提供する

ことを奨励する。この詳細な説明には、次の事項を含むことが

できる。 

• 排出源カテゴリーに対応する具体的な削減活動と、メタン削

減総量に対するそれらの活動の定量的貢献 

• 社内能力構築や研修、教育の取り組み、または企業文化・

能力を目標の達成と見合うようにするためのその他のより

広範な組織全体の取り組みに関する計画 

• 目標の達成と整合的な企業または政府のインセンティブ構

造 

• ステップアップ条項（達成失敗時に利率が上がる等）が定め

るステップアップの規模による動機付けと採用理由 

• SPT の達成に影響を及ぼす可能性があるが、資本調達企

業が直接コントロールできない潜在的リスクまたは要因 

 

 

151 世界銀行, Zero Routine Flaring by 2030, (ワシントン D.C.：世界銀行, 2025年), https://www.worldbank.org/en/programs/zero-routine-flaring-by-2030. 
152 石油・ガス気候イニシアチブ, Aiming for near zero methane emissions from operated oil and gas assets. 
153 現在の大半のコーポレート・メタン基準は不正確であるため、資本調達企業は基準比削減推定量や、測定に基づく照合済みインベントリから導き出されていない基準点の使用を避けなければならない。 

 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 

https://www.worldbank.org/en/programs/zero-routine-flaring-by-2030
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4 取引後の報告 

本指針は、ICMA の SLBP に沿った取引後の報告を強く推奨する。本指針は、SLBP に規定された報告要件に加えて、以下

の報告基準に沿って年次で公開することを推奨する。 

• 推奨される KPIで設定された定量化指標が、あらかじめ定

められたデータ品質要件が時間の経過とともに厳格化する

ことを含んでいること 

• メタン排出量の定量化、フレアリング量、生産量、人工衛星

検出によるフォローアップと修理、LDARの展開および排出

源カテゴリーの記録管理において使用されるデータ品質を

裏付ける検証可能な証拠 

 • 検証機関の情報や、検証機関によって指摘された不足事

項、推奨事項、改善点など、実施された検証プロセスの詳

細。検証の詳細については、以下のセクション 5を参照 

• KPIや SPTと、その他の自主的コミットメントや規制要件と

の整合性に係る開示 
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5 外部評価・検証 

取引前と取引後の両方で、資本調達企業の KPI と関連の SPT を検証することが、この金融商品の信頼性を維持するために強

く推奨される。ICMA によれば、発行後の検証は SLBPの必要な要素である。さらに、メタンやフレアリングの削減に係る KPI の

選択・定量化には高度な専門性が求められるため、本指針は、外部評価の各段階で業界や問題ごとの専門知識をもって評価が

行われることを強く推奨する。留意点として、メタン排出の削減と定量化に関する助言を提供する外部コンサルタントは、利益相

反リスクがあるため、同一クライアントの独立した第三者評価機関として同時に関与してはならない点に留意が必要である。 

 

以下では、KPI 連動型取引の各段階で外部評価機関が果たし得る役割と、メタン削減の進捗を確実に検証し保証するために 

推奨される評価機関の基準について詳述する。表 5 では、以下に概説する外部評価機関の様々な役割を支えるために必要な

特定のスキル・セットの指針を示す。 

5.1 KPIや SPTの選定における外部コンサルテーションの役割 

資本調達企業、中でもメタンとフレアリングの削減に関する技術的専門知識が限られている企業は、KPI 戦略や SPT 戦略を策

定する際、対象分野の専門家を関与させることが奨励される。このプロセスは、現在の排出インベントリの詳細な分析、および 

削減活動を実施し、定量化キャンペーンを展開し、計画されたスケジュールどおりの実施に必要な設備・インフラを調達するため

に要求される資源（資本または人員）の評価を含むべきである。以下の表 5 は、資本調達企業が外部コンサルタントを選ぶ際の

基準の概要を示している。このスキル要件の多くは、取引前および取引後の評価における SPO 提供機関または監査機関の 

スキル要件と重複する。 

本指針は、取引前と取引後の両方で、資本調達企業の KPI と関連の SPTが検証さ

れることを強く推奨する。ICMA によれば、発行後の検証は SLBP の必要な要素で

ある。 

 

KPIや SPTの選定に関する

外部コンサルティング 

取引前のセカンド・

オピニオン 
取引後の評価 
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5.2 取引前の SPO提供機関の役割 

実現可能性、野心の高さ、KPI と SPT に関する資本調達企業の選択と本指針や SLBP の選択との整合性を評価、判断する 

ため、投資家は対象分野に関して専門知識を有する SPO提供機関を利用すべきであるという ICMAの勧告をここで改めて強調

したい。信頼の置ける野心的なメタンとフレアリングの削減計画の設計には専門的かつ技術的な知見が必要である。資本調達

企業は、適格な SPO 提供機関を活用することで、適切なレベルの高い目標を設定しているという信頼を外部のステークホル

ダーから得やすくなる。 

本指針は、SPO提供機関による取引前評価が以下の点を検証することを推奨する。 

• 資本調達企業によるコア KPI と副次的な KPI および関連

する SPTの選択は、セクション 2で概説されている本指針

の基本原則に沿っている 

• 資本調達企業は、表 1、2、3、4に沿って、地域の規制要件

や自主的コミットメント、業界標準を参照して各 KPI と SPT

の野心的な目標とスケジュールを選択している 

• 資本調達企業は、メタン排出インベントリに関する十分な知

識を示している、および／または特定の主要排出源カテゴ

リー（大量にメタンを排出している排出源の検出を含む。）

に対処する戦略を有している。そうでない場合、資本調達

企業は適切な副次的な KPI と SPTの選択と併せて、技術

的専門家に相談する予定である 

 
• 資本調達企業の目標は、公表されている目標やサステナビリ

ティ目標と整合している。整合していない場合、資本調達企業

は、当該取引に沿った詳細な目標値およびその達成計画を

付してこれらの目標を改定する予定である 

• 資本調達企業は、提案商品のメタン削減目標とスケジュー

ル、資金やリソースの利用可能性に基づいた高い達成確率、

重要リスクの軽減を裏付ける十分な証拠と文書を提供してい

る 

以下の表 5は、SPO提供機関を選ぶ際に資本調達企業が期待する基準の概要を示している。 
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5.3 取引後の評価機関の役割 

ICMAの SLBPに沿って、各 SPT に関する資本調達企業のメタン削減結果の進捗および報告は「合理的な保証」のレベルで毎

年監査されるべきである154。監査人はまた、クーポンのトリガー、金利の段階的引き上げ、その他のペナルティをもたらす特定の

財務制限条項の遵守・不履行について投資家に勧告する責任を負う。取引後の監査人は、KPI や SPT を評価する際、メタンと

フレアリングに特有な以下の点の検証を検討すべきである。 

• 保証報告書の完全性がセクション 4の指針と整合的である

こと 

• メタン排出原単位、総排出量またはフレアリング排出原単

位を報告するために、特定のSPTに沿った定量的方法（一

般排出係数、排出源レベルやサイト・レベルでの測定、照

合の活用、一次データによる報告）を正しく用いていること 

• 活動データ（副次的な KPI に適用されるもの）、測定キャン

ペーンの成果、測定技術の定量的能力を裏付けるのに必

要なすべての文書（合目的的、検証済み、など） 

• 資本調達企業が検出記録のレビュー、フォローアップ活動

の記録、根本原因分析の報告、修理または予防活動を通

じて、大量にメタンを排出しているすべての排出源を収集し

対応したことを検証済みであること 

• 資本調達企業が選択した大量にメタンを排出している排出

源および LDAR モニタリング方法が SPT で示された検出

能力・頻度を満たしていることが、第三者機関によるモニタ

リング方法のテストのレビューを通じて検証済みであること 

• フレアリング削減目標の正当性を裏付けるフレアリング削

減戦略と技術が実行に移されていること 

• フレアリング削減の正当性を支えるインフラ開発、従量制

販売または再注入活動が実施されていることを裏付けるす

べての主要文書 

 
• 報告におけるデータの乖離を特定するため、資本調達企業の

操業用資産のメタン排出量またはフレア率を評価する第三者

作成のすべての公開データソース 

• 資本調達企業が副次的な KPI 目標や SPT に沿った削減活

動を実施していること 

• 資本調達企業が、各副次的な KPI の具体的な削減目標を裏

付けるために、利用可能な最良のデータ（詳細な活動デー

タ、工学計算、排出事象に関する「監視制御・データ収集シス

テム（SCADA）」の記録）を使用していること 

• 各 SPT に関して作成されたデータや文書の適格性および信

頼性。データの直接チェックやインフラ・設備交換のレビュー、

測定キャンペーンまたは LDAR キャンペーンから得られた観

察結果、標準操作手順の実行状況、責任者との面談を通じて

確認 

• 過去の SPT 報告書や定量的排出量の更新が正確で、かつ

透明性を伴って開示されていること 

• KPI 境界外（サプライチェーンの他の上流または下流部門な

ど）の他の GHGに及ぼす可能性がある直接的または間接的

影響を定量化および／または軽減する資本調達企業の取り

組み155 

以下の表 5は、監査機関を選ぶ際に資本調達企業が期待する基準の概要を示している。 

 

 

154 「合理的な保証」とは、主要なリスクを特定する体系的な審査の一環として十分な証拠が収集されていることを意味し、管理策のテスト、データの検証、基礎となる仮定や方法の評価を伴う。これには、データ管理のプロ

セスや設備をテストするための現地視察が含まれる。 
155 例えば生産会社の下流にあるガス処理施設など、下流部門の資産の評価を含めることが考えられる。この目的は、予想しない事態が起きたときを含め、追加のガスを捕集したことによる処理量の増加を混乱なく管理す

るのに足りる能力を確保するためである。 



   

 

   

 

67 

 

表５：外部評価機関の選択基準 

 
KPIや SPT

の選定 
取引前の SPO 

取引後の SPT

の検証 

メタンの定量化と削減 

メタン削減や排出原単位ベンチマークに精通（実証済み） 該当 該当  

国際標準化機構（ISO）14064-1156、ISO14064-3157および

ISO14065158などに基づくメタン排出インベントリに精通（実証済み） 該当 該当 該当 

EU ETS、CDM、CDPなどの規制上の、または任意の取り組みに関し

て、一般的排出係数インベントリを策定した経験（実証済み） 
該当 該当 該当 

調査プロジェクトの開発・調整、定量化計画の実施、定量化データの

分析、先進的ソリューションの定量化性能の検証、インベントリ照合の

実施など、排出源レベルおよびサイト・レベルでの排出量定量化アプ

ローチ（OGMP L5、GTI Veritas、MiQ、QMRV159）の経験（実証済み） 

該当 該当 該当 

限界削減コスト曲線、メタン削減戦略、実施計画を策定した経験（実証

済み） 
該当   

大量にメタンを排出している排出源を検出するための高度なモニタリン

グ・データを収集および／または解釈した経験（実証済み） 
該当 該当 該当 

記録管理計画、フォローアップ・修理計画を含む、コーポレート・ベスト

プラクティスの開発経験 
該当   

坑井仕上げ、ワークオーバー、VRU設計、タンク・バッテリー設計、ブ

ローダウン、液体のアンローディングおよびフレア制御を含む、重要な

メタン排出源からの排出を最小限に抑える手順、およびこれらの手順

のオペレーター向け研修を実施した経験（実証済み） 

該当 該当 該当 

連続監視システムや飛行機・ドローンによる断続的な調査などの先進

技術の使用を含む、LDAR計画の実績・改善分析を行った経験（実証

済み） 

該当 該当 該当 

表の続き> 

 

 

156 国際標準化機構, ISO 14064-1:2018, Greenhouse gases — Part 1 
157 国際標準化機構, ISO 14064-3:2019, Greenhouse gases — Part 3. 
158 国際標準化機構, ISO 14065:2020, Greenhouse gases — General principles and requirements. 
159 Methane Emissions Technology Evaluation Center (METEC), Quantifying Methane Emissions from the Natural Gas Value Chain (フォートコリンズ：コロラド州立大学, 2025年), 

https://metec.colostate.edu/qmrv/. 

https://metec.colostate.edu/qmrv/
https://metec.colostate.edu/qmrv/
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KPIや SPT

の選定 
取引前の SPO 

取引後の SPT

の検証 

フレアリング 

フレアリング排出原単位のベンチマークに精通（実証済み） 該当 該当  

フレアリング量の定量化、計測、トップダウン人工衛星レビューを行っ

た経験（実証済み） 
該当 該当 該当 

フレア削減戦略を評価し実行した経験（実証済み） 該当   

地理的条件 

文書（メタン・インベントリ、標準作業手順書）の評価を机上で実施する

能力 
該当 該当 該当 

様々な企業資産に関して適切な言語で記載された内部文書を理解す

る能力 
該当 該当 該当 

実地評価の実施、サンプル計画の策定、聞き取り調査の実施を行った

経験（実証済み） 
  該当 

監査サービス 

利益相反に関する声明  該当 該当 

専門的な監査サービスの経験および ISO14065などに基づく認証   該当 

KPI連動型金融商品向けに策定された監査手順の遵守   該当 
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